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写 

梨 監 第 ５ ７ ４ 号  

令和５年９月１３日  

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

山梨県監査委員  小 林   厚   

山梨県監査委員  中 込 正 純 

山梨県監査委員  卯 月 政 人 

山梨県監査委員  宮 本 秀 憲 

 

令和４年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の  

審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された令和４年度山

梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとおり

意見書を提出します。 
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山梨県監査委員  卯 月 政 人 
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審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された令和４年度山

梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとおり

意見書を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





令和４年度歳入歳出決算審査意見書 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

令和４年度    山 梨 県 一 般 会 計 

令和４年度    山 梨 県 恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 

令和４年度    山 梨 県 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計   

令和４年度    山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計  

令和４年度    山梨県中小企業近代化資金特別会計  

令和４年度    山 梨 県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計 

令和４年度    山 梨 県 県 税 証 紙 特 別 会 計 

令和４年度    山 梨 県 集 中 管 理 特 別 会 計 

令和４年度    山梨県林業・木材産業改善資金特別会計 

令和４年度    山 梨 県 公 債 管 理 特 別 会 計 

令和４年度    山 梨 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

令和５年８月１６日から令和５年９月１２日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、 

１ 決算の計数は、附属書類、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って適正かつ効果的に行われているか。 

３ 財務に関する事務は、財務規則、関係法令等に適合して公正に処理されているか。 

４ 財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか。 

などの諸点に主眼をおき、決算報告書、附属書類、諸帳票、証拠書類等を精査照合するとともに、 

関係職員から概況を聴取し、併せて定例監査及び例月現金出納検査の結果を踏まえ実施した。 
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第 ４  決 算 の 状 況 

１ 決算規模 
 

一般会計の歳入額は６,０９８億３,０６９万１,９１１円で、前年度と比較して１.９％増加し、歳

出額は５,８９７億２,００３万２,１１４円で、前年度と比較して１.６％増加している。 

恩賜県有財産特別会計ほか９の特別会計の歳入額は３,２５５億１１２万４,７５６円で、前年度と

比較して１.３％減少し、歳出額は３,１３２億２,６４０万８,２０５円で、前年度と比較して０.８％

減少している。 

金     額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

00..88

00..88

00..22

11,,005511,,227700,,220033,,556633

993355,,333311,,881166,,666677

990022,,994466,,444400,,331199

3322,,338855,,337766,,334488

△ 1.3

△ 0.8

△ 12.6

1.9

1.6

10.0

325,501,124,756

313,226,408,205

12,274,716,551

一　般　会　計

予 算 現 額

区 分

730,006,679,463 1.8

特　別　会　計 合　　　計

△ 0.8321,263,524,100 11..00

決
算
額

歳 入 額

歳 出 額

差 引 額

609,830,691,911

589,720,032,114

20,110,659,797

 

２ 決算収支 
 

一般会計の歳入歳出差引額である形式収支は２０１億１,０６５万９,７９７円、翌年度へ繰り越す

べき財源を差し引いた実質収支は９２億７,３１０万７,８９５円で、共に黒字となった。 

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は７０億１,５６３万６,３２９円の

黒字となり、財政調整基金への積立２７４万５,３９３円を加算した実質単年度収支も、７０億

１,８３８万１,７２２円の黒字となっている。 

特別会計の形式収支は１２２億７,４７１万６,５５１円、実質収支は１２０億２４３万

７,７５１円で、共に黒字となったが、単年度収支及び実質単年度収支は、１８億８,３３７万

７,３９１円の赤字となっている。 

金    額
対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率 金    額

対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

形 式 収 支 20,110,659,797 10.0 12,274,716,551 △ 12.6 3322,,338855,,337766,,334488 00..22

実 質 収 支 9,273,107,895 310.8 12,002,437,751 △ 13.6 2211,,227755,,554455,,664466 3311..88

単 年 度 収 支 7,015,636,329 182.3 △ 1,883,377,391 △ 624.1 55,,113322,,225588,,993388 115588..55

実 質 単 年 度 収 支 7,018,381,722 1,354.7 △ 1,883,377,391 △ 624.1 55,,113355,,000044,,333311 22,,220099..11

一 般 会 計

区 分

特 別 会 計 合      計

第 ５  審査の結果及び意見 

 一般会計及び各特別会計の決算は、附属書類、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書

の計数と合致しており、また、予算の執行、財務に関する事務及び財産の管理は、概ね適正に行われ

ているものと認められる。 
一方、以下に記載する各項目において述べるように、留意又は改善すべき事項が見受けられるので、

これらに適切に対処し、より一層、効率的、効果的な財政運営を心がけ、県民福祉の向上に努められ

たい。 
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１ 一般会計について 

 

（１）歳 入 

  ① 歳入決算額は、前年度と比較して１１３億６,３４２万３,４６９円（１.９％）の増となって

いる。                                             （第１表参照） 

    これは主に、県債が１４５億９,０００万円、地方交付税が４５億３,０７０万５,０００円、

諸収入が３１億１,２７８万３,７５８円減少したが、国庫支出金が２４６億３,７２０万
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ト減少している。                        （第２表・第３表参照） 

今後の健全で持続可能な財政運営を維持していくためには、安定した自主財源を確保していく

ことが重要である。 

このため、県税の徴収率向上に向けた対策を着実に実施するとともに、産業の振興による県内

経済の活性化等の税収増加につながる施策を積極的に推進するなど、引き続き自主財源の充実に

努められたい。 
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【自主財源】 

・県税    1,016 億円余 

・諸収入    821 億円余 

・地方消費税清算金 

・地方消費清算 423 億円余 

・繰越金    182 億円余 

【依存財源】 

・地方交付税 1,511 億円余 

・国庫支出金 1,344 億円余 

・県債     481 億円余 
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 ② 県債発行額は、単独事業債が４９億９００万円増加したが、臨時財政対策債が１８８億

５,３００万円、一般補助事業債が６億４,５００万円、災害復旧事業債が１００万円減少したこ

とにより、前年度と比較して１４５億９,０００万円減少している。 

令和４年度末の県債残高は、前年度から１９９億２,１０５万４,４７２円減少し、９,１８５億

８,８７７万２,２９７円となっている。 

平成２６年度以降県債残高は減少傾向にあるが、多額の県債残高は、後年度の財政負担になり、

財政の硬直化を招く要因ともなることから、有利な交付税措置のある県債の活用に取り組むとと

もに、県民ニーズを的確に把握し、今後の行政需要に応じた計画的な県債の発行に努められたい。 

 

一般会計県債残高の推移  
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③ 収入未済額は５８億２７７万３,０２０円で、前年度と比較して２億６,７５１万３,５７９円

（４.４％）減少している。                         （第１表・第８表参照） 

これは、県税の収入未済額が６,２７７万３,６７９円、県税以外の収入未済額が２億４７３万

９,９００円減少したことによるものである。 

県税の収入未済額は６億９,１５４万２,５５４円で、その主なものは、個人県民税５億

３４５万４,７７０円、法人事業税６,２１１万４６６円などである。       （第４表参照） 

また、県税以外の収入未済額は５１億１,１２３万４６６円で、その主なものは、公正入札違

約金等の違約金及び延納利息３１億４,７１３万１,１０１円、産業廃棄物不適正処理事案対策工

○依存財源である県債発行額は 481 億

円余 

・対前年比  145億円余(23.2%)減少 

○県債発行額の主なもの 

・一般補助事業債  319億円余 ※１ 

・単独事業債      158億円余 ※２ 

    

（参考） 

○県全体の県債残高は 9,455億円余 

・一般会計       9,185億円余 

・特別会計         155億円余 

・企業会計        114億円余 

※１ 一般補助事業債は、国の補助事業や国直轄事業に係る県債。 

※２ 単独事業債は、県単独事業に係る県債。 

※３ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財源が不足した

場合に、地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利

償還金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※３ 
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事に要した費用７億４,４７８万７,８５８円、県営住宅使用料３億２,１４３万８,６００円、産

業廃棄物処理に係る行政代執行費用１億９,２７２万４,２０２円及び河川内土砂撤去費等に係

る不当利得返還請求額１億５,５９１万７,０３５円である。            （第７表参照） 

県税については、個人県民税の収入未済が前年度と比較して５,０２１万４,７８１円、不動産

取得税及び旧法による自動車税の収入未済が前年度と比較して２,６８２万８,６７７円減少し

ている。税外収入についても、公正入札違約金等の違約金及び延納利息が１億４,０５５万

４,２９３円減少しているものの、収入未済の総額は、依然として多額である。 

今後とも、新たな未収金の発生の防止はもとより、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき、

令和４年度の包括外部監査結果を踏まえ、債権回収対策の充実強化を図るなど、収入未済の解消

になお一層努められたい。   
 

 

収入未済額の推移 
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（２）歳 出 

① 歳出決算額は、前年度と比較して９５億３,４５８万３,５８６円(１.６％)の増となっている。

（第９表参照） 

これは主に、諸支出金が１７７億７,１４３万３,６５８円、公債費が２４億１,６２３万

９,２０４円、災害復旧費が１億７,６７２万３４２円減少したものの、衛生費が１１７億

２,２６６万５,４７３円、民生費が５２億２,５４７万３,６１１円、土木費が３７億９,８７７万

１,００１円増加したことなどによるものである。 

性質別決算状況をみると、行政経費は３,１８４億９,１６２万１千円で、前年度と比較して

１６５億９,０８６万６千円(５.５％)増加した。                        （第１０表参照） 

これは主に、物件費や人件費等が増加したことなどによるものである。また、構成比は５４.０％

と前年度より２.０ポイント増加している。 

投資的経費は１,１３０億８,１５４万９千円で、前年度と比較して８８億３,６４９万１千円

(８.５％)増加した。 

これは、普通建設事業費のうち単独事業費や補助事業費が増加したことなどによるものである。

また、構成比は１９.２％と前年度より１.２ポイント増加している。 

公債費は７０６億６,７８８万８千円で、前年度と比較して２４億８９４万円(３.３％)減少し、

構成比は１２.０％と前年度より０.６ポイント減少している。 

これは、臨時財政対策債等を除く通常の県債等残高の削減を行ってきたことなどによるものであ

る。 

積立金は８７億７,００７万円で、前年度と比較して１１１億５,８７１万７千円（５６.０％）

減少し、構成比は１.５％と前年度より１.９ポイント減少している。 

これは主に、令和３年度は交付税の減額精算に備え財政調整基金に積み立てを行ったが、令和

４年度は積み立てを行わなかったことなどによるものである。 

貸付金は７３６億１,５１６万６千円で、前年度と比較して２３億４,２０５万５千円(３.１％)

減少し、構成比は１２.５％と前年度より０.６ポイント減少している。 

これは、新型コロナウイルス感染症への対応として融資枠を拡大した商工業振興資金に係る貸付

けが減少したことなどによるものである。 

ここ数年、公債費などの義務的経費は減少傾向にあり、今後も適切な管理に努め、財政の硬直化

の抑制を図られたい。 

 

性質別決算の推移 
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（２）歳 出 

① 歳出決算額は、前年度と比較して９５億３,４５８万３,５８６円(１.６％)の増となっている。
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１６５億９,０８６万６千円(５.５％)増加した。                        （第１０表参照） 

これは主に、物件費や人件費等が増加したことなどによるものである。また、構成比は５４.０％

と前年度より２.０ポイント増加している。 

投資的経費は１,１３０億８,１５４万９千円で、前年度と比較して８８億３,６４９万１千円

(８.５％)増加した。 

これは、普通建設事業費のうち単独事業費や補助事業費が増加したことなどによるものである。

また、構成比は１９.２％と前年度より１.２ポイント増加している。 

公債費は７０６億６,７８８万８千円で、前年度と比較して２４億８９４万円(３.３％)減少し、

構成比は１２.０％と前年度より０.６ポイント減少している。 

これは、臨時財政対策債等を除く通常の県債等残高の削減を行ってきたことなどによるものであ

る。 

積立金は８７億７,００７万円で、前年度と比較して１１１億５,８７１万７千円（５６.０％）

減少し、構成比は１.５％と前年度より１.９ポイント減少している。 

これは主に、令和３年度は交付税の減額精算に備え財政調整基金に積み立てを行ったが、令和

４年度は積み立てを行わなかったことなどによるものである。 

貸付金は７３６億１,５１６万６千円で、前年度と比較して２３億４,２０５万５千円(３.１％)

減少し、構成比は１２.５％と前年度より０.６ポイント減少している。 

これは、新型コロナウイルス感染症への対応として融資枠を拡大した商工業振興資金に係る貸付

けが減少したことなどによるものである。 

ここ数年、公債費などの義務的経費は減少傾向にあり、今後も適切な管理に努め、財政の硬直化

の抑制を図られたい。 

 

性質別決算の推移 

2,233 2,279 2,430 2,452 2,384 2,336 2,338
2,776 3,019 3,185

1,100 1,119 860 815 877 979 1,118

1,187
1,042

1,131841 854 863 856 842 808 760

743 731
707708 499 527 437 412 378 357 

1,057 1,010 
875 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（億円） 行政経費 投資的経費 公債費 その他

 
  

 

 

 

 

義務的経費の推移 
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② 翌年度繰越額は７０２億２,２７２万５,２５５円で、前年度と比較して１４２億２,１９３万

５,２０８円(１６.８％)減少している。 

  これは主に、観光促進指導費、緊急道路整備改築費、感染症措置費が減少したことなどによるも

のである。 

内訳は、繰越明許費６８０億９,２２８万３６７円、事故繰越２１億３,０４４万４,８８８円で

ある。 

今後とも、計画的な執行に努めるとともに、繰越に係る事業については、事業効果の早期発現が

図られるよう迅速かつ効率的に実施されたい。 

 

③ 不用額は７００億６,３９２万２,０９４円で、その主なものは、衛生費が３２４億４７２万

１,２５０円、商工費が２２６億９,８５５万４,４８７円、民生費が５１億９,３９７万６,３９３円

であり、前年度と比較して１７７億４５０万８,４１４円(３３.８％)増加している。 

これは主に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するための事業経費について、当初の

見込みに比べて感染者数が増加しなかったことにより、対応経費等に余剰が生じたことによるもの

である。 

今後とも、事業の計画的な執行に努めるとともに、事業の進捗状況を的確に把握し、適切な予算

計上に努めるなど、引き続き、財源の有効活用に留意されたい。 

 

繰越額と不用額の推移 
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２ 特別会計について 

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 実質収支額 単年度収支額

会  計  名 （Ａ） (B） (C)=(A)-(B） (E)=(C)-(D）

円 円 円 円 円 円

恩 賜 県 有 財 産
特 別 会 計

9,696,277,686 8,354,668,082 1,341,609,604 149,378,800 1,192,230,804 △ 305,909,896

災 害 救 助 基 金
特 別 会 計

10,323 10,323 0 0 0 0

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 特 別 会 計

150,797,829 31,293,812 119,504,017 0 119,504,017 26,436,380

中 小 企 業 近 代 化
資 金 特 別 会 計

4,436,645,299 1,713,793,837 2,722,851,462 0 2,722,851,462 △ 197,176,507

市 町 村 振 興 資 金
特 別 会 計

6,772,344,449 468,158,000 6,304,186,449 122,900,000 6,181,286,449 573,271,628

県 税 証 紙 特 別 会 計 828,635,300 796,149,500 32,485,800 0 32,485,800 △ 12,091,600

集 中 管 理 特 別 会 計 99,813,941,880 99,813,941,880 0 0 0 0

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善
資 金 特 別 会 計 139,330,911 31,073,911 108,257,000 0 108,257,000 13,754,000

公 債 管 理 特 別 会 計 123,929,987,117 123,929,987,117 0 0 0 0

国民健康保険特別会計 79,733,153,962 78,087,331,743 1,645,822,219 0 1,645,822,219 △ 1,981,661,396

合   計 325,501,124,756 313,226,408,205 12,274,716,551 272,278,800 12,002,437,751 △ 1,883,377,391

翌年度へ繰り越
すべき財源(D）

 
 

 

① 恩賜県有財産特別会計ほか９会計の歳入総額は、３,２５５億１１２万４,７５６円で、前年度と比

較して４３億６,５１６万３,９１４円（１.３％）の減となっており、歳出総額は、３,１３２億

２,６４０万８,２０５円で、前年度と比較して２５億９,４２０万４,１５１円（０.８％）の減とな

っている。 

 

② 歳入総額から歳出総額を差し引いた歳入歳出差引額は、１２２億７,４７１万６,５５１円で、前年

度と比較して１７億７,０９５万９,７６３円（１２.６％）の減となっている。 
 

③ 翌年度へ繰り越すべき財源２億７,２２７万８,８００円を差し引いた実質収支額は、１２０億

２４３万７,７５１円で、前年度と比較して１８億８,３３７万７,３９１円（１３.６％）減少してい

る。 

歳入決算額対前年度比較 
予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.6 0.0
率
％

99.2 98.7 98.7 皆減 123.3

52,747,955対
前
年

度
比
較

金
額

△ 2,572,115,700 △ 4,312,797,785 △ 4,365,163,914 △ 381,826

226,265,103 6,030,648,870 101.9 99.93 323,835,639,800 330,092,935,599 329,866,288,670 381,826

4,237,600,656 101.3 99.9

年度

4 321,263,524,100 325,780,137,814 325,501,124,756 0 279,013,058

 
 
歳出決算額対前年度比較 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0
99.2 － 138.8 42.0 94.8

398,621,500 △ 17,317,800 △ 359,215,249

99.2

△ 2,572,115,700 △ 2,594,204,151 0対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

315,820,612,356 0 1,027,052,300 29,867,800 6,958,107,344 97.53 323,835,639,800

0 1,425,673,800 12,550,000 6,598,892,095 97.54 321,263,524,100 313,226,408,205

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

  
 
④ 収入未済額の総額は、２億７,９０１万３,０５８円で、前年度と比較して５,２７４万

７,９５５円（２３.３％）増加している。これは主として、恩賜県有財産特別会計の収入未済額が

５,５３７万２,８１９円増加したことなどによるものである。 

  今後とも、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき、収入未済額の解消に取り組むとともに、 

滞納初期においてきめ細かな状況把握や交渉を行うなど、新たな未収金の発生防止に努められたい。 
 
収入未済額の推移 
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⑤ 各会計の実質収支額推移状況は次の表のとおりであり、令和４年度の総額は１２０億２４３万

７,７５１円と、前年度と比較して１８億８,３３７万７,３９１円減少している。 

特別会計内に留保している資金（実質収支額）については、特別会計の設置目的に即し、財源の

有効活用を図り、予算管理と執行に留意されたい。 
 
 

実質収支額の推移 
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２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（ 百万円 ）

恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計
母子父子寡婦福祉資金特別会計 中小企業近代化資金特別会計
農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計
県税証紙特別会計 集中管理特別会計
商工業振興資金特別会計 林業・木材産業改善資金特別会計
流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計
国民健康保険特別会計

←国民健康保険

←恩賜県有財産

←中小企業近代化
資金

←市町村振興資金
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３ 財産について                            

 

  

① 普通財産に係る未利用地については、令和４年度に、５件、２,３１１.０７㎡を処分する一方、

用途廃止により新たに２件、１,４５８.８９㎡が未利用地となったため、２５件、６万

１,０５０.６８㎡が残されている。 

未利用地の利活用等については、「県有未利用財産の利活用等基本方針」に基づき進められて

いるが、今後も引き続き積極的な推進に努力されたい｡ 

 

 

② 公共事業に伴う取得用地については、当該年度取得分未登記筆数（令和４年度）が２０６筆と、

前年度の１７２筆に比べて３４筆増加しているが、年度末の登記事務が年度内に完了しなかった

ことなどによるもので、順次登記の手続が進められている。過年度未登記筆数は令和４年度末で

２,０５１筆と、前年度末の２,０８１筆に比べて３０筆減少している。 

取得用地の登記については、「過年度未登記処理方針」に基づき未登記の解消に努めており、

ここ数年で着実に減少しているところであるが、依然として多くの未登記筆が残されている。県

有財産の適正管理の観点から、未登記の解消に向け努力されたい｡ 

 

 

未登記筆数の推移 
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  ③ 財産については、公有財産事務取扱規則により、購入（取得）、処分、貸付、行政財産の使用

許可及び財産の借受に当たっては、直ちに移動報告書を提出することになっているが、昨年度に

実施した監査においては、公有財産台帳又は借受財産台帳に正しく登録されていない事例が６件

あった。 

財産の的確な把握は、財産管理の基本であることから、適切な事務の執行に努められたい。 
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４ 今後の行財政運営 

 

令和４年度決算における本県の財政状況は、企業業績の好調を受けた実質法人二税の増加や、新型

コロナウイルス感染症対策のための経費の増加などにより、一般会計において歳入歳出とも過去最大

となった。また、実質収支額は９２億７,３１０万７,８９５円、実質単年度収支額は７０億

１,８３８万１,７２２円とともに黒字となった。 

  しかしながら、歳出面において、高齢化の進展に伴う介護保険関係経費や高齢者医療費の増加など

により社会保障関係費は今後も増加が見込まれる。また、歳入面において、原材料やエネルギー価格

の上昇に伴う物価高騰などによる県税収入等への影響が懸念され、本県財政を取り巻く環境は引き続

き厳しい状況にある。 

このような中にあっても、本県が目指すべき姿である「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやま

なし」を実現するため、「ふるさと強靱化」や「『開の国』づくり」に向けた各般の施策を着実に展開

していくことが求められている。 

こうした取組を推進するに当たって最小の負担で最大の効果を上げられるよう、国の補助金や交付

金の活用はもとより、自主財源の最大化、未収金対策の充実強化などによって財源確保に努めるとと

もに、県民や時代のニーズを的確に把握し、施策・事業の重点化を図るなど、歳出の見直しに努めら

れたい。 

なお、今後の健全で持続可能な行財政運営に向けては、次の事項について十分に留意されたい。 

 

 

① 様々な県政課題の解決に向けて取り組むには、財源の確保が重要である。このため、地域経済

の発展による税収の増加や県有資産の高度活用、ふるさと納税の積極的な推進などにより、自主

財源の確保・最大化に努められたい。 

 

 

② 財政の弾力性を示す経常収支比率は、実質県税が増加した一方、実質交付税が大幅に減少した

ことにより、８９.４％と前年度に比べ４.９ポイント上昇している。財政が硬直化すると新たな

課題への対応などに影響を与えかねないことから、義務的経費の抑制とともに、県税等一般財源

の一層の確保に努められたい。 

 

 

③ 財政の健全性を示す実質公債費比率や将来負担比率については、県債等残高の減少により、い

ずれの指標も前年度に比べて改善している。今後とも、有利な交付税措置のある県債の活用に取

り組むとともに、今後の行政需要に応じた計画的な県債の発行に努められたい。 

 

 

④ 財政調整基金、県債管理基金及び公共施設整備等事業基金の主要３基金（令和４年度出納整理

期間後残高：９７５億６,９２２万１,９２６円）については、前年度とほぼ同程度となっている

が、近年は多額の財源不足が発生する年が相次ぎ、取り崩しを余儀なくされている。こうしたこ

とから、財政負担の平準化や将来の財政需要への対応など、健全で安定した財政運営を図るため、

基金の設置目的や財政状況に応じた的確な活用に努められたい。 

  また、景気の動向や金融政策などを注視し、安全性と流動性を確保した上で基金や歳計現金の

柔軟かつ効率的な運用に取り組まれたい。 

 

 

⑤ 新たな課題に対して柔軟な対応が可能となるよう、人材育成や組織体制づくりをはじめ、ＤＸ

の推進による業務効率化など、効果的・効率的な行政運営に取り組まれたい。 
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ずれの指標も前年度に比べて改善している。今後とも、有利な交付税措置のある県債の活用に取

り組むとともに、今後の行政需要に応じた計画的な県債の発行に努められたい。 

 

 

④ 財政調整基金、県債管理基金及び公共施設整備等事業基金の主要３基金（令和４年度出納整理

期間後残高：９７５億６,９２２万１,９２６円）については、前年度とほぼ同程度となっている

が、近年は多額の財源不足が発生する年が相次ぎ、取り崩しを余儀なくされている。こうしたこ

とから、財政負担の平準化や将来の財政需要への対応など、健全で安定した財政運営を図るため、

基金の設置目的や財政状況に応じた的確な活用に努められたい。 

  また、景気の動向や金融政策などを注視し、安全性と流動性を確保した上で基金や歳計現金の

柔軟かつ効率的な運用に取り組まれたい。 

 

 

⑤ 新たな課題に対して柔軟な対応が可能となるよう、人材育成や組織体制づくりをはじめ、ＤＸ

の推進による業務効率化など、効果的・効率的な行政運営に取り組まれたい。 
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（（
第第
５５
表表
））

事
  

 由

税
  

 目
件

  
 数

金
  

  
  
  

額
件

  
 数

金
  

  
  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
円

件
円

件
円

件
円

個
人

県
民

税
6
0
3

1
3
,
4
4
5
,
9
0
3

6
1
7

2
0
,
0
3
3
,
7
5
5

1
,
4
6
7

2
4
,
5
8
0
,
0
1
7

2
,
6
8
7

5
8
,
0
5
9
,
6
7
5

法
人

県
民

税
5

2
6
2
,
5
0
0

2
1

6
2
0
,
4
6
8

2
4
2
,
0
0
0

2
8

9
2
4
,
9
6
8

個
人

事
業

税
0

0
1
3

1
,
2
1
9
,
1
8
5

6
5
4
6
,
1
3
4

1
9

1
,
7
6
5
,
3
1
9

法
人

事
業

税
0

0
1
0

1
0
3
,
4
9
9

0
0

1
0

1
0
3
,
4
9
9

不
動

産
取

得
税

0
0

5
2
2
5
,
6
3
3

3
2
3
6
,
1
0
0

8
4
6
1
,
7
3
3

自
動

車
税

0
0

4
6

1
,
4
8
3
,
8
9
9

0
0

4
6

1
,
4
8
3
,
8
9
9

旧
法

に
よ

る
税

（
自

動
車

税
）

3
1

1
,
2
5
1
,
0
3
1

2
0

6
8
0
,
0
4
2

5
5

2
,
3
3
5
,
8
5
9

1
0
6

4
,
2
6
6
,
9
3
2

    
    
合合

    
    

    
    

    
    

    
計計

66
33
99

11
44
,,99

55
99
,,44

33
44

77
33
22

22
44
,,33

66
66
,,44

88
11

11
,,55

33
33

22
77
,,77

44
00
,,11

11
00

22
,,99

00
44

66
77
,,00

66
66
,,00

22
55

県県
  税税

  徴徴
  収収

  不不
  納納

  欠欠
  損損

  のの
  状状

  況況

執
行

停
止

後
３

年
経

過
納

付
納

入
義

務
の

即
時

消
滅

時
  

  
  
  

  
  

  
効

計
（
地

方
税

法
第

1
5
条

の
7
第

4
項

）
（
同

法
第

1
5
条

の
7
第

5
項

）
（
 同

 法
 第

 1
8
 条

 ）

― 17 ―



金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率

個
  

人
  

県
  
民

  
税

8
8
,6

9
6
,7

8
8

△
 1

6
.6

6
6
,4

6
6
,0

3
7

△
 2

5
.1

5
6
,5

4
7
,7

7
0

△
 1

4
.9

5
7
,2

9
2
,2

9
0

1
.3

5
8
,0

5
9
,6

7
5

1
.3

法
  

人
  

県
  
民

  
税

3
,3

3
5
,3

2
2

△
 4

1
.5

2
,0

9
6
,3

0
5

△
 3

7
.1

8
3
0
,5

2
9

△
 6

0
.4

4
,6

9
8
,7

7
0

4
6
5
.8

9
2
4
,9

6
8

△
 8

0
.3

小
  

  
  
 計

9
2
,0

3
2
,1

1
0

△
 1

7
.9

6
8
,5

6
2
,3

4
2

△
 2

5
.5

5
7
,3

7
8
,2

9
9

△
 1

6
.3

6
1
,9

9
1
,0

6
0

8
.0

5
8
,9

8
4
,6

4
3

△
 4

.8

個
  

人
  

事
  
業

  
税

3
,4

8
3
,0

9
8

1
6
0
.3

3
,9

3
9
,6

0
7

1
3
.1

9
9
7
,8

4
0

△
 7

4
.7

3
,3

7
8
,9

5
3

2
3
8
.6

1
,7

6
5
,3

1
9

△
 4

7
.8

法
  

人
  

事
  
業

  
税

1
3
,2

7
4
,9

0
6

△
 3

8
.9

3
,6

7
3
,5

6
8

△
 7

2
.3

9
4
5
,5

9
3

△
 7

4
.3

9
,8

4
4
,2

0
0

9
4
1
.1

1
0
3
,4

9
9

△
 9

8
.9

小
  

  
  
 計

1
6
,7

5
8
,0

0
4

△
 2

7
.3

7
,6

1
3
,1

7
5

△
 5

4
.6

1
,9

4
3
,4

3
3

△
 7

4
.5

1
3
,2

2
3
,1

5
3

5
8
0
.4

1
,8

6
8
,8

1
8

△
 8

5
.9

1
3
,2

1
7
,3

2
6

7
1
7
.8

3
,9

0
5
,2

6
8

△
 7

0
.5

1
,4

2
1
,7

6
1

△
 6

3
.6

2
,2

6
6
,0

1
4

5
9
.4

4
6
1
,7

3
3

△
 7

9
.6

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

3
7
5
,2

9
0

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-

2
1
,4

7
6
,9

0
4

3
7
.4

1
2
,0

0
0
,3

5
0

△
 4

4
.1

2
3
5
,4

0
0

△
 9

8
.0

6
6
8
,4

8
0

1
8
4
.0

1
,4

8
3
,8

9
9

1
2
2
.0

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

7
,5

0
4
,9

3
8

皆
増

5
,8

1
3
,2

4
4

△
 2

2
.5

4
,2

6
6
,9

3
2

△
 2

6
.6

1
4
3
,4

8
4
,3

4
4

△
 5

.8
9
2
,4

5
6
,4

2
5

△
 3

5
.6

6
8
,4

8
3
,8

3
1

△
 2

5
.9

8
3
,9

6
1
,9

5
1

2
2
.6

6
7
,0

6
6
,0

2
5

△
 2

0
.1

3
,7

0
2
,4

3
5

△
 8

.8
3
,1

6
6
,9

7
2

△
 1

4
.5

3
,2

4
9
,4

2
4

2
.6

3
,5

7
4
,9

5
0

1
0
.0

5
,0

0
9
,2

6
2

4
0
.1

使
び

総
務

使
用

料
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
用
手

土
木

使
用

料
3
,5

8
6
,1

6
0

△
 3

0
.9

1
,5

3
8
,6

6
9

△
 5

7
.1

5
,7

4
6
,9

9
0

2
7
3
.5

8
8
7
,4

0
0

△
 8

4
.6

0
皆

減
料
数

教
育

使
用

料
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

及
料

小
　

　
　

計
3
,5

8
6
,1

6
0

△
 3

4
.3

1
,5

3
8
,6

6
9

△
 5

7
.1

5
,7

4
6
,9

9
0

2
7
3
.5

8
8
7
,4

0
0

△
 8

4
.6

0
皆

減

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
7
,6

2
7
,9

7
8

△
 9

2
.8

1
2
,3

8
1
,1

3
4

6
2
.3

8
,5

3
5
,1

1
0

△
 3

1
.1

1
0
,8

8
5
,0

4
1

2
7
.5

7
,5

7
9
,3

7
3

△
 3

0
.4

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

貸
付

金
等

償
還

金
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

雑
  

  
  
  

  
  

  
  
  

 入
2
2
8
,3

7
0

△
 9

8
.5

1
5
,7

7
3
,8

9
5

6
,8

0
7
.2

1
,2

0
9
,1

4
7

△
 9

2
.3

4
5
5
,4

5
0

△
 6

2
.3

3
7
4
,0

0
0

△
 1

7
.9

小
  

  
  
 計

7
,8

5
6
,3

4
8

△
 9

3
.7

2
8
,1

5
5
,0

2
9

2
5
8
.4

9
,7

4
4
,2

5
7

△
 6

5
.4

1
1
,3

4
0
,4

9
1

1
6
.4

7
,9

5
3
,3

7
3

△
 2

9
.9

11
55
88
,,66

22
99
,,22

88
77

△△
  44

44
..66

11
22
55
,,33

11
77
,,00

99
55

△△
  22

11
..00

88
77
,,22

22
44
,,55

00
22

△△
  33

00
..44

99
99
,,77

66
44
,,77

99
22

11
44
..44

88
00
,,00

22
88
,,66

66
00

△
 1

9
.8

平
 成

 3
0
 年

 度
令

 和
 元

 年
 度

令
 和

 ２
 年

 度

目目
  別別

  不不
  納納

  欠欠
  損損

  額額
  のの

  推推
  移移

（（
第第
６６
表表
））

単
位

 ：
 円

、
％

分
担

金
及

び
負

担
金

令
 和

 ４
 年

 度

県 民 税 事 業 税 不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

科
  

  
  
  

  
  

 目

財
産

収
入

諸 収 入

合合
    

    
    

    
    

    
    

    
計計

令
 和

 ３
 年

 度

自
動

車
税

鉱
区

税

軽
油

引
取

税

旧
法

に
よ

る
税

（
自

動
車

税
）

県
  

  
  
  

  
税

  
  

  
  

  
計

― 18 ―



（（
第第
７７
表表
）） 科

　
　

　
　

　
目

　
 （

節
）

内
　

　
　

訳
件

　
　

数
令

和
４

年
度

収
入

未
済

額
令

和
３

年
度

収
入

未
済

額
対

前
年

度
増

減
額

児
童

福
祉

費
負

担
金

児
童

福
祉

総
務

費
負

担
金

3
2
6
,4

1
2

2
6
,4

1
2

0

児
童

措
置

費
負

担
金

3
,4

3
6

3
0
,4

5
4
,5

9
3

2
8
,5

1
8
,6

3
3

1
,9

3
5
,9

6
0

母
子

福
祉

費
負

担
金

0
0

4
,1

3
0

△
 4

,1
3
0

児
童

福
祉

施
設

費
負

担
金

6
3
6

4
,5

1
3
,9

4
0

3
,9

4
8
,0

5
8

5
6
5
,8

8
2

計
4
,0

7
5

3
4
,9

9
4
,9

4
5

3
2
,4

9
7
,2

3
3

2
,4

9
7
,7

1
2

河
川

砂
防

費
負

担
金

河
川

工
事

等
原

因
者

負
担

金
1

3
5
,3

7
3
,6

2
2

3
5
,3

7
3
,6

2
2

0

都
市

計
画

費
負

担
金

公
園

費
負

担
金

1
4
2
,9

2
1
,5

8
9

4
2
,9

2
1
,5

8
9

0

行
政

財
産

使
用

料
7

4
5
,2

9
8

4
5
,2

9
8

0

児
童

福
祉

費
使

用
料

あ
け

ぼ
の

医
療

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
1
6
4

2
,4

5
9
,5

3
1

2
,3

0
1
,7

5
4

1
5
7
,7

7
7

育
精

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
3
8

3
4
9
,7

0
0

3
4
9
,7

0
0

0

職
業

訓
練

費
使

用
料

産
業

技
術

短
期

大
学

校
授

業
料

4
6
7
5
,0

0
0

7
3
5
,0

0
0

△
 6

0
,0

0
0

道
路

使
用

料
5

9
9
,4

6
3

3
,7

1
5
,8

1
8

△
 3

,6
1
6
,3

5
5

河
川

使
用

料
1
1

2
,0

8
2
,4

4
1

2
,0

4
9
,3

5
7

3
3
,0

8
4

都
市

計
画

費
使

用
料

2
1
4
3
,5

0
0

7
2
,5

0
0

7
1
,0

0
0

県
営

住
宅

使
用

料
1
0
,9

6
5

3
2
1
,4

3
8
,6

0
0

3
2
9
,4

3
0
,8

5
5

△
 7

,9
9
2
,2

5
5

県
営

住
宅

駐
車

場
使

用
料

1
,5

0
6

3
,9

6
0
,5

0
0

3
,6

7
0
,7

0
0

2
8
9
,8

0
0

高
等

学
校

費
使

用
料

授
業

料
9

8
9
,1

0
0

9
9
,0

0
0

△
 9

,9
0
0

社
会

教
育

費
使

用
料

博
物

館
使

用
料

1
1
,4

1
0

0
1
,4

1
0

土
地

貸
付

料
資

産
活

用
課

所
管

土
地

貸
付

料
1

4
0
6
,2

6
2

4
0
6
,2

6
2

0

生
産

物
売

払
収

入
生

産
物

売
払

収
入

1
1
7
,5

0
0

0
1
7
,5

0
0

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
過

少
申

告
加

算
金

4
2
9
,0

3
3

2
5
,3

4
9

3
,6

8
4

不
申

告
加

算
金

3
7

8
0
7
,9

8
1

5
9
2
,8

1
4

2
1
5
,1

6
7

重
加

算
金

5
1

1
8
,7

1
5
,3

6
3

1
7
,8

2
5
,4

5
0

8
8
9
,9

1
3

契
約

に
係

る
損

害
賠

償
請

求
0

0
0

0

延
滞

金
1
,3

2
2

4
7
,8

3
2
,1

5
4

1
0
9
,4

6
0
,6

6
3

△
 6

1
,6

2
8
,5

0
9

放
置

違
反

金
7

1
0
5
,0

0
0

0
1
0
5
,0

0
0

計
1
,4

2
1

6
7
,4

8
9
,5

3
1

1
2
7
,9

0
4
,2

7
6

△
 6

0
,4

1
4
,7

4
5

税税
　　
外外

　　
収収

　　
入入

　　
未未

　　
済済

　　
状状

　　
況況

単
位
：
件
、
円
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（（
第第
７７
表表
続続
きき
））

科
　

　
　

　
　

目
　

 （
節

）
内

　
　

　
訳

件
　

　
数

令
和

４
年

度
収

入
未

済
額

令
和

３
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
1
5
3

3
,2

2
9
,8

5
3

3
,2

3
5
,6

1
3

△
 5

,7
6
0

高
齢

者
居

室
等

整
備

資
金

償
還

金
3
8

8
,5

9
7
,3

8
9

9
,2

4
3
,3

8
9

△
 6

4
6
,0

0
0

在
宅

重
度

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
償

還
金

1
1
2

8
,5

7
5
,3

3
0

8
,9

0
5
,3

2
0

△
 3

2
9
,9

9
0

父
子

福
祉

資
金

貸
付

金
償

還
金

1
7
3

4
,5

8
5
,0

0
0

4
,9

6
4
,0

0
0

△
 3

7
9
,0

0
0

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

貸
付

金
償

還
金

7
4

1
,7

4
3
,8

4
2

1
,4

1
9
,5

3
1

3
2
4
,3

1
1

看
護

師
等

貸
費

生
貸

与
金

償
還

金
1
4
7

8
,3

5
8
,9

5
4

6
,6

3
6
,8

8
7

1
,7

2
2
,0

6
7

医
師

修
学

研
修

資
金

貸
与

金
償

還
金

2
2
,7

6
0
,0

0
0

1
,5

7
0
,0

0
0

1
,1

9
0
,0

0
0

農
業

改
良

資
金

貸
付

金
償

還
金

5
9

1
0
9
,5

3
1
,3

3
5

1
1
1
,5

1
0
,8

3
5

△
 1

,9
7
9
,5

0
0

教
育

奨
励

資
金

貸
付

金
償

還
金

2
3
5

1
2
,4

9
4
,2

3
0

1
3
,0

1
9
,8

3
0

△
 5

2
5
,6

0
0

弁
償

金
1
0

7
6
,4

4
9
,0

3
8

6
6
,6

8
3
,0

9
9

9
,7

6
5
,9

3
9

違
約

金
及

び
延

納
利

息
1
7
8

3
,1

4
7
,1

3
1
,1

0
1

3
,2

8
7
,6

8
5
,3

9
4

△
 1

4
0
,5

5
4
,2

9
3

雑
入

恩
給

過
払

金
2

6
2
8
,2

0
0

6
2
8
,2

0
0

0

児
童

扶
養

手
当

等
返

還
金

1
5
7

5
5
,8

1
0
,3

8
5

5
7
,5

2
6
,6

2
5

△
 1

,7
1
6
,2

4
0

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
須

玉
町

日
向

処
分

場
撤

去
費

用
1

1
9
2
,7

2
4
,2

0
2

1
9
2
,8

2
3
,3

2
2

△
 9

9
,1

2
0

行
政

代
執

行
に

よ
る

大
月

市
不

法
投

棄
撤

去
費

用
1

5
,8

9
4
,2

5
0

5
,8

9
4
,2

5
0

0

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
上

九
一

色
村

硫
酸

ピ
ッ

チ
撤

去
費

等
1

1
,3

1
8
,5

1
8

1
,4

1
9
,0

0
0

△
 1

0
0
,4

8
2

上
野

原
市

内
土

砂
撤

去
費

等
に

係
る

不
当

利
得

返
還

請
求

4
1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

1
5
5
,9

1
7
,0

3
5

0

北
杜

市
須

玉
町

地
内

の
産

業
廃

棄
物

不
適

正
処

理
事

案
対

策
工

事
経

費
1

7
4
4
,7

8
7
,8

5
8

7
4
5
,4

0
9
,9

6
3

△
 6

2
2
,1

0
5

県
補

助
金

返
還

金
4

1
5
,9

0
7
,8

0
4

1
6
,0

5
7
,8

0
4

△
 1

5
0
,0

0
0

緊
急

雇
用

創
出

基
金

事
業

返
還

金
1

1
7
,2

2
8
,5

4
6

1
7
,2

2
8
,5

4
6

0

県
営

住
宅

明
渡

不
履

行
損

害
賠

償
金

7
1
,4

7
5
,0

9
0

1
,4

7
5
,0

9
0

0

県
営

住
宅

無
断

退
去

者
修

繕
費

1
8

1
,7

9
7
,9

0
0

1
,8

3
1
,8

5
0

△
 3

3
,9

5
0

用
地

買
収

費
過

払
金

1
1
,3

3
4
,0

0
0

1
,9

0
4
,0

0
0

△
 5

7
0
,0

0
0

政
務

調
査

費
返

還
金

等
0

0
0

0

高
等

学
校

定
時

制
課

程
及

び
通

信
制

課
程

就
学

奨
励

金
貸

付
返

還
金

5
2

4
9
0
,0

0
0

6
5
4
,0

0
0

△
 1

6
4
,0

0
0

地
域

改
善

対
策

高
等

学
校

等
奨

学
資

金
返

還
金

3
6
2

1
9
,0

6
6
,1

0
0

1
9
,0

8
2
,8

5
0

△
 1

6
,7

5
0

こ
と

ぶ
き

勧
学

院
基

本
学

習
費

0
0

0
0

警
察

行
政

財
産

使
用

実
費

収
入

0
0

4
,4

2
7

△
 4

,4
2
7

そ
の

他
1
7

8
4
6
,5

1
4

1
,6

6
6
,5

4
2

△
 8

2
0
,0

2
8

計
6
2
9

1
,2

1
5
,2

2
6
,4

0
2

1
,2

1
9
,5

2
3
,5

0
4

△
 4

,2
9
7
,1

0
2

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
2
0
,0

2
2

5
,1

1
1
,2

3
0
,4

6
6

5
,3

1
5
,9

7
0
,3

6
6

△
 2

0
4
,7

3
9
,9

0
0

単
位
：
件
、
円
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表表
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金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

県
税

1
,1

2
7
,1

7
4
,8

8
7

△
 2

5
.8

1
,0

1
0
,3

0
5
,6

8
6

△
 1

0
.4

1
,5

3
5
,2

2
3
,5

4
9

5
2
.0

7
5
4
,3

1
6
,2

3
3

△
 5

0
.9

6
9
1
,5

4
2
,5

5
4

△
 8

.3

地
方

消
費

税
清

算
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

地
方

譲
与

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

特
例

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

交
付

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

分
担

金
及

び
負

担
金

1
0
7
,1

3
9
,5

7
1

6
8
.2

1
0
7
,9

9
7
,0

4
0

0
.8

1
0
8
,4

7
4
,7

0
7

0
.4

1
1
0
,7

9
2
,4

4
4

2
.1

1
1
3
,2

9
0
,1

5
6

2
.3

使
用

料
及

び
手

数
料

3
8
3
,9

1
9
,8

2
5

2
.6

3
7
8
,2

8
6
,7

7
7

△
 1

.5
3
5
0
,7

6
7
,3

3
7

△
 7

.3
3
4
2
,4

6
9
,9

8
2

△
 2

.4
3
3
1
,3

4
4
,5

4
3

△
 3

.2

国
庫

支
出

金
0

-
1
3
7
,3

3
7
,0

0
0

皆
増

0
皆

減
0

-
0

-

財
産

収
入

3
6
0

△
 9

8
.4

4
4
1
,4

6
2

1
2
2
,5

2
8
.3

3
5
,8

5
6

△
 9

1
.9

4
0
6
,2

6
2

1
,0

3
3
.0

4
2
3
,7

6
2

4
.3

寄
附

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
入

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
越

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

諸
収

入
1
,2

4
8
,3

6
8
,4

6
2

4
8
.5

4
,9

6
7
,6

7
2
,5

7
0

2
9
7
.9

4
,9

1
7
,1

9
5
,4

7
6

△
 1

.0
4
,8

6
2
,3

0
1
,6

7
8

△
 1

.1
4
,6

6
6
,1

7
2
,0

0
5

△
 4

.0

県
債

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

合合
計計

22
,,88

66
66
,,66

00
33
,,11

00
55

22
..55

66
,,66

00
22
,,00

44
00
,,55

33
55

11
33
00
..33

66
,,99

11
11
,,66

99
66
,,99

22
55

44
..77

66
,,00

77
00
,,22

88
66
,,55

99
99

△△
  11

22
..22

55
,,88

00
22
,,77

77
33
,,00

22
00

△
 4

.4

令
　

和
　

３
　

年
　

度

科科
　　
目目
　　
別別
　　
収収
　　
入入
　　
未未
　　
済済
　　
額額
　　
のの
　　
推推
　　
移移

単
位

　
：
円

、
％

科
  

  
 目

平
　

成
　

３
０

　
年

　
度

令
　

和
　

元
　

年
　

度
令

　
和

　
２

　
年

　
度

令
　

和
　

４
　

年
　

度
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単
位

：
円

、
％

区
分

科
目

（
Ａ

）
（
Ｂ

）
（
B

）
/
（
A

）
（
C

）
（
B

）
-
（
C

）
=
（
D

）
（
D

）
/
（
C

）
4
年

度
3
年

度

9
7
5
,4

1
6
,0

0
0

9
1
9
,3

5
7
,3

3
5

0
5
6
,0

5
8
,6

6
5

9
4
.3

9
2
1
,1

0
1
,7

4
5

△
 1

,7
4
4
,4

1
0

△
 0

.2
0
.2

0
.2

4
6
,9

6
3
,0

0
0
,7

7
3

4
0
,1

7
6
,2

9
6
,4

0
2

3
,4

1
3
,2

4
0
,0

0
4

3
,3

7
3
,4

6
4
,3

6
7

8
5
.5

3
6
,8

9
4
,0

1
0
,9

9
5

3
,2

8
2
,2

8
5
,4

0
7

8
.9

6
.8

6
.4

7
7
,1

7
3
,0

6
0
,2

9
8

7
0
,2

2
5
,5

1
7
,5

3
7

1
,7

5
3
,5

6
6
,3

6
8

5
,1

9
3
,9

7
6
,3

9
3

9
1
.0

6
5
,0

0
0
,0

4
3
,9

2
6

5
,2

2
5
,4

7
3
,6

1
1

8
.0

1
1
.9

1
1
.2

8
5
,0

1
4
,3

8
8
,3

8
0

5
2
,4

6
1
,9

5
3
,6

6
2

1
4
7
,7

1
3
,4

6
8

3
2
,4

0
4
,7

2
1
,2

5
0

6
1
.7

4
0
,7

3
9
,2

8
8
,1

8
9

1
1
,7

2
2
,6

6
5
,4

7
3

2
8
.8

8
.9

7
.0

2
,3

5
0
,7

4
7
,0

0
0

1
,6

8
6
,7

4
9
,3

1
6

2
3
3
,0

0
0
,0

0
0

4
3
0
,9

9
7
,6

8
4

7
1
.8

1
,4

4
7
,1

3
2
,9

4
4

2
3
9
,6

1
6
,3

7
2

1
6
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0
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0
.2

4
7
,5

0
5
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0
1
,5

8
1

3
1
,9

7
6
,0

6
1
,5

0
4

1
3
,9

7
6
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8
6
,0

8
4

1
,5

5
2
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5
3
,9

9
3

6
7
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2
9
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6
1
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9
7
,3

8
5

2
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1
4
,9

6
4
,1

1
9

8
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5
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5
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1
1
0
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3
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7
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6
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0
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3
,0

3
6
,3
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0

7
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7
2
,1
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7
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3
9

2
2
,6

9
8
,5

5
4
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8
7

7
2
.4

7
8
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6
3
,8

2
0
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0
3

1
,9

9
9
,2

1
6
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9
7

2
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1
3
.6

1
3
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1
3
4
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4
6
,8

5
3
,7

4
6

9
2
,0

1
4
,3

4
8
,6

4
7

4
1
,2

3
5
,9

6
8
,3

0
1

7
9
6
,5

3
6
,7

9
8

6
8
.6

8
8
,2

1
5
,5

7
7
,6

4
6

3
,7

9
8
,7

7
1
,0

0
1

4
.3

1
5
.6

1
5
.2

2
3
,4

7
6
,4

1
7
,2

0
0

2
2
,8

1
0
,8

9
5
,0

0
7

1
8
3
,1

6
5
,7

0
0

4
8
2
,3

5
6
,4

9
3

9
7
.2

2
1
,7

1
4
,6

4
2
,1

4
4

1
,0

9
6
,2

5
2
,8

6
3

5
.0

3
.9

3
.7

8
9
,7

8
4
,8

4
9
,6

5
3

8
7
,3

8
7
,3

5
0
,4

8
7

3
2
3
,1

6
0
,7

2
5

2
,0

7
4
,3

3
8
,4

4
1

9
7
.3

8
7
,4

6
5
,8

7
4
,2

3
0

△
 7

8
,5

2
3
,7

4
3

△
 0

.1
1
4
.8

1
5
.1

2
,6

4
4
,2

4
1
,0

0
6

9
8
8
,7

0
3
,7

9
1

9
8
3
,8

4
7
,5

6
6

6
7
1
,6

8
9
,6

4
9

3
7
.4

1
,1

6
5
,4

2
4
,1

3
3

△
 1

7
6
,7

2
0
,3

4
2

△
 1

5
.2

0
.2

0
.2

7
0
,7

9
7
,3

2
7
,0

0
0

7
0
,7

5
9
,9

5
7
,6

2
8

0
3
7
,3

6
9
,3

7
2

9
9
.9

7
3
,1

7
6
,1

9
6
,8

3
2

△
 2

,4
1
6
,2

3
9
,2

0
4

△
 3

.3
1
2
.0

1
2
.6

3
8
,2

5
5
,2

8
3
,0

0
0

3
8
,0

4
9
,8

0
4
,4

9
8

0
2
0
5
,4

7
8
,5

0
2

9
9
.5

5
5
,8

2
1
,2

3
8
,1

5
6

△
 1

7
,7

7
1
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3
,6
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8

△
 3

1
.8

6
.5
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6
,3

2
6
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0
0
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6
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2
6
,0
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0

0
.0

0
0
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0
.0

0
.0

7
3
0
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0
6
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6
3
5
8
9
,7
2
0
,0
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,1
1
4
7
0
,2
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,7
2
5
,2
5
5

7
0
,0
63
,9
2
2
,0
9
4

8
0
.8
5
8
0
,1
8
5
,4
48
,5
2
8

9
,5
3
4
,5
8
3
,5
86

1
.6
1
0
0
.0
1
0
0
.0

諸
支

出
金

予
備

費

合
計

※
  
支

出
済

総
額

に
占

め
る

割
合

の
単

位
未

満
は

四
捨

五
入

し
て

あ
る

の
で

、
内

訳
の

合
計

が
合

計
欄

と
一

致
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

商
工

費

土
木

費

警
察

費

教
育

費

災
害

復
旧

費

公
債

費

議
会

費

総
務

費

民
生

費

衛
生

費

労
働

費

農
林

水
産

業
費

歳歳
　　
　　
出出
　　
　　
決決
　　
　　
算算
　　
　　
状状
　　
　　
況況

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
執

行
率

令
和

3
年

度

支
出

済
額

支
出

済
額

の

対
前

年
度

増
減

額

対
前

年
度

増
減

率

支
出

済
総

額
に

占
め

る
割

合
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決
　

　
算

　
　

額
構

 成
 比

決
　

　
算

　
　

額
構

 成
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増
  

 減
  
 額

増
減

率

　
　

　
　

（
A
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千

円
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（
B

）
　

　
　

　
千

円
％
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）
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）
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）
　

　
千
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C

）
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B

）
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1
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1
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2
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第 ６  決 算 の 概 要 

 
１ 歳入歳出決算について 

（単位：円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 609,830,691,911 589,720,032,114 20,110,659,797 10,837,551,902 9,273,107,895

特別 325,501,124,756 313,226,408,205 12,274,716,551 272,278,800 12,002,437,751

計 935,331,816,667 902,946,440,319 32,385,376,348 11,109,830,702 21,275,545,646

一般 598,467,268,442 580,185,448,528 18,281,819,914 16,024,348,348 2,257,471,566

特別 329,866,288,670 315,820,612,356 14,045,676,314 159,861,172 13,885,815,142

計 928,333,557,112 896,006,060,884 32,327,496,228 16,184,209,520 16,143,286,708

一般 11,363,423,469 9,534,583,586 1,828,839,883 △ 5,186,796,446 7,015,636,329

特別 △ 4,365,163,914 △ 2,594,204,151 △ 1,770,959,763 112,417,628 △ 1,883,377,391

計 6,998,259,555 6,940,379,435 57,880,120 △ 5,074,378,818 5,132,258,938

歳出決算額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額年
度

会
計
別

4

3

対
前
年

度
増
減

歳入決算額

 

歳入歳出差引額は、一般会計が２０１億１,０６５万９,７９７円、特別会計が１２２億７,４７１万

６,５５１円、合計３２３億８,５３７万６,３４８円で、前年度と比較して５,７８８万１２０円

（０.２％）増加している。 

歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が９２億 

７,３１０万７,８９５円、特別会計が１２０億２４３万７,７５１円、合計２１２億７,５５４万

５,６４６円で、前年度と比較して５１億３,２２５万８,９３８円（３１.８％）増加している。
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26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

(億円) 一般会計と特別会計を合計した決算額の推移
歳入決算額

歳出決算額

 
 

２ 決算の分析について 

（１）決算収支の状況 

 

① 一般会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 609,830,691,911 598,467,268,442 11,363,423,469 1.9

歳 出 総 額 B 589,720,032,114 580,185,448,528 9,534,583,586 1.6

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 20,110,659,797 18,281,819,914 1,828,839,883 10.0

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 10,837,551,902 16,024,348,348 △ 5,186,796,446 △ 32.4

実 質 収 支 額 E=C-D 9,273,107,895 2,257,471,566 7,015,636,329 310.8

前 年 度 実 質 収 支 額 F 2,257,471,566 10,777,231,907 △ 8,519,760,341 △ 79.1

単 年 度 収 支 額 G=E-F 7,015,636,329 △ 8,519,760,341 15,535,396,670 182.3

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 2,745,393 9,002,222,484 △ 8,999,477,091 △ 99.9

地 方 債 繰 上 償 還 額 I 0 0 0 －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J 0 0 0 －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J 7,018,381,722 482,462,143 6,535,919,579 1,354.7

令和３年度区 分 令和４年度
前年度比較

 

単年度収支額（Ｇ）

＜＜歳歳入入・・歳歳出出等等説説明明図図＞＞

歳出総額（Ｂ） 歳入歳出差引額【形式収支額】（Ｃ）

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）

翌年度繰越財源額（Ｄ） 前年度実質収支額（Ｆ）

 

一般会計の歳入歳出差引額２０１億１,０６５万９,７９７円から、翌年度へ繰り越すべき財源

１０８億３,７５５万１,９０２円を差し引いた実質収支額は、９２億７,３１０万７,８９５円の黒字

となっている。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額２２億５,７４７万１,５６６円を差し引いた単年度収

支額は、７０億１,５６３万６,３２９円の黒字となり、これに財政調整基金積立額２７４万

５,３９３円を加算した実質単年度収支額は、７０億１,８３８万１,７２２円の黒字となっている。 

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して６５億３,５９１万９,５７９円増加しているが、こ

れは主に実質収支額の増加によるものである。 
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第 ６  決 算 の 概 要 

 
１ 歳入歳出決算について 
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一般 598,467,268,442 580,185,448,528 18,281,819,914 16,024,348,348 2,257,471,566

特別 329,866,288,670 315,820,612,356 14,045,676,314 159,861,172 13,885,815,142
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一般 11,363,423,469 9,534,583,586 1,828,839,883 △ 5,186,796,446 7,015,636,329

特別 △ 4,365,163,914 △ 2,594,204,151 △ 1,770,959,763 112,417,628 △ 1,883,377,391
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２ 決算の分析について 

（１）決算収支の状況 

 

① 一般会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 609,830,691,911 598,467,268,442 11,363,423,469 1.9

歳 出 総 額 B 589,720,032,114 580,185,448,528 9,534,583,586 1.6

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 20,110,659,797 18,281,819,914 1,828,839,883 10.0

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 10,837,551,902 16,024,348,348 △ 5,186,796,446 △ 32.4

実 質 収 支 額 E=C-D 9,273,107,895 2,257,471,566 7,015,636,329 310.8

前 年 度 実 質 収 支 額 F 2,257,471,566 10,777,231,907 △ 8,519,760,341 △ 79.1

単 年 度 収 支 額 G=E-F 7,015,636,329 △ 8,519,760,341 15,535,396,670 182.3

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 2,745,393 9,002,222,484 △ 8,999,477,091 △ 99.9

地 方 債 繰 上 償 還 額 I 0 0 0 －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J 0 0 0 －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J 7,018,381,722 482,462,143 6,535,919,579 1,354.7

令和３年度区 分 令和４年度
前年度比較

 

単年度収支額（Ｇ）

＜＜歳歳入入・・歳歳出出等等説説明明図図＞＞

歳出総額（Ｂ） 歳入歳出差引額【形式収支額】（Ｃ）

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）
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一般会計の歳入歳出差引額２０１億１,０６５万９,７９７円から、翌年度へ繰り越すべき財源

１０８億３,７５５万１,９０２円を差し引いた実質収支額は、９２億７,３１０万７,８９５円の黒字

となっている。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額２２億５,７４７万１,５６６円を差し引いた単年度収

支額は、７０億１,５６３万６,３２９円の黒字となり、これに財政調整基金積立額２７４万

５,３９３円を加算した実質単年度収支額は、７０億１,８３８万１,７２２円の黒字となっている。 

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して６５億３,５９１万９,５７９円増加しているが、こ

れは主に実質収支額の増加によるものである。 
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  ② 特別会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 325,501,124,756 329,866,288,670 △ 4,365,163,914 △ 1.3

歳 出 総 額 B 313,226,408,205 315,820,612,356 △ 2,594,204,151 △ 0.8

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 12,274,716,551 14,045,676,314 △ 1,770,959,763 △ 12.6

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 272,278,800 159,861,172 112,417,628 70.3

実 質 収 支 額 E=C-D 12,002,437,751 13,885,815,142 △ 1,883,377,391 △ 13.6

前 年 度 実 質 収 支 額 F 13,885,815,142 14,145,898,469 △ 260,083,327 △ 1.8

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 1,883,377,391 △ 260,083,327 △ 1,623,294,064 △ 624.1

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H － － － －

地 方 債 繰 上 償 還 額 I － － － －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J － － － －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J △ 1,883,377,391 △ 260,083,327 △ 1,623,294,064 △ 624.1

区 分 令和４年度 令和３年度
前年度比較

  特別会計の歳入歳出差引額１２２億７,４７１万６,５５１円から、翌年度へ繰り越すべき財源２億      

７,２２７万８,８００円を差し引いた実質収支額は、１２０億２４３万７,７５１円の黒字となって

いる。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額１３８億８,５８１万５,１４２円を差し引いた単年度

収支額は、１８億８,３３７万７,３９１円の赤字となっている。 

 

（２）財政の構造  

 

  財政の構造を示す指標の推移は、次の表のとおりである。 

  令和４年度の財政力指数は０.３７３４１と、前年度と比較して０.０１０９１低下している。 

  実質収支の標準財政規模に対する割合を示す実質収支比率は３.８％と、前年度と比較して２．６ポ

イント増加している。 

  財政構造の弾力性を示す指標のうち、経常収支比率については８９.４％と、前年度と比較して

４.９ポイント上昇している。 

  公債費による財政負担の度合いを示す指標のうち、公債費負担比率は１９.６％と、前年度と比較

して０.１ポイント上昇している。 

  実質公債費比率（３年平均）は１１.５％と、前年度と比較して０.１ポイント低下（改善）してい

る。 

                           【単位：％、ポイント（財政力指数を除く）】

前年度増減

財 政 力 指 数 0.37247 0.37876 0.39625 0.41384 0.41833 0.41485 0.40857 0.38432 0.37341 △ 0.01091

実 質 収 支 比 率 1.9 2.1 1.7 1.8 1.7 1.6 4.6 1.2 3.8 2.6

経 常 収 支 比 率 93.4 92.3 96.7 96.5 94.9 94.8 93.2 84.5 89.4 4.9

公 債 費 負 担 比 率 25.7 25.3 26.5 26.1 25.0 24.0 22.0 19.5 19.6 0.1

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ） 16.1 15.3 15.4 15.0 14.0 11.8 11.8 11.5 11.4 △ 0.1

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ 年 平 均 ） 16.2 15.9 15.5 15.2 14.8 13.6 12.5 11.6 11.5 △ 0.1
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３ 一 般 会 計 

 

（１）歳入概要 

予算現額７,３００億６６７万９,４６３円に対し、調定額６,１５７億１,３４９万３,５９１円、

収入済額６,０９８億３,０６９万１,９１１円で、収入割合は、予算現額に対し８３.５％、調定額に

対しては９９.０％となっている。 

収入済額は、前年度と比較して１１３億６,３４２万３,４６９円（１.９％）増加している。 

不納欠損額は、８,００２万８,６６０円、収入未済額は、５８億２７７万３,０２０円である。 

決算額の財源別の構成は、自主財源が２,５８６億６,１９１万６２４円（４２.４％）で、前年度

と比較して３８億９,３０５万５,２４３円（１.５％）増加し、歳入総額に占める構成比は０.２ポイ

ント減少している。自主財源の主なものは、県税１,０１６億３,２６６万３,７８０円、諸収入

８２１億６,６３０万１０６円、地方消費税清算金４２３億２,５８６万５,５９７円及び繰越金

１８２億８,１８１万９,９１４円である。 

一方、依存財源は３,５１１億６,８７８万１,２８７円（５７.６％）で、前年度と比較して７４億

７,０３６万８,２２６円（２.２％）増加している。依存財源の主なものは、地方交付税１,５１１億

３,７４８万９,０００円、国庫支出金１,３４４億４,３９８万３,２８７円、県債４８１億

６,５００万円及び地方譲与税１６７億７３７万７,０００円である。 

 

第１款  県 税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

101,846,940,000 102,391,272,359 101,632,663,780 67,066,025 691,542,554 △ 214,276,220 99.8 99.3

96,590,342,000 98,432,071,789 97,593,793,605 83,961,951 754,316,233 1,003,451,605 101.0 99.1

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.2 0.2

△ 62,773,679

91.7

3,959,200,570

104.0 104.1

△ 16,895,926

79.9

年度

金
額

5,256,598,000 4,038,870,175

率
％

対
前
年

度
比
較

4

3

105.4
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                     ３１,０１９,５７８,６３０円 

  法人事業税                     ２９,８１５,２４４,５３３円 

  自動車税種別割                １２,６１４,３５９,３５０円 

地方消費税譲渡割                 １１,９６８,００２,５７７円 

  

・増減額の主な内容 

 法人事業税                   ４,４５４,１８９,５４２円増 

個人県民税                     ４２８,２６３,７２０円増 

法人県民税                     ３２２,７０７,５３１円増 

自動車税種別割                   １０７,４９７,０５３円増 

自動車税環境性能割                  ９９,１２５,６００円増 

地方消費税譲渡割                １,３７４,４６１,０４９円減 

不動産取得税                    １７４,３１６,１７５円減 

県民税利子割                     ６３,４３１,４０５円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

（理由別） 

時効(地方税法第 18条)                ２７,７４０,１１０円 

納付納入義務の即時消滅(地方税法第 15 条の 7第 5項)    ２４,３６６,４８１円 

滞納処分執行停止後 3年経過(地方税法第 15条の 7第 4項)１４,９５９,４３４円 

 

・増減額の主な内容 

自動車税種別割                       ８１５,４１９円増 

法人事業税                      ９,７４０,７０１円減 

法人県民税                     ３,７７３,８０２円減 

不動産取得税                    １,８０４,２８１円減 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税滞納繰越分              ３０８,９４９,８９５円 

  個人県民税現年課税分              １９４,５０４,８７５円 

  法人事業税滞納繰越分               ４１,２７８,８９３円 

  自動車税種別割現年課税分             ２７,３８９,６０７円 

   

・増減額の主な内容 

個人県民税現年課税分                １６,４５３,２４１円増 

法人事業税滞納繰越分                ６,８１５,８０６円増 

個人事業税現年課税分                ６,５３４,１８４円増 

個人県民税滞納繰越分               ６６,６６８,０２２円減 

不動産取得税滞納繰越分              １９,８５４,８１８円減 

 

 

第２款  地方消費税清算金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

42,323,960,000 42,325,865,597 42,325,865,597 0 0 1,905,597 100.0 100.0

40,883,599,000 40,884,821,596 40,884,821,596 0 0 1,222,596 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

－

01,440,361,000 1,441,044,001 1,441,044,001 0

103.5 103.5 103.5 －

年度

3

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

4

 

 

 

第３款  地方譲与税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

16,277,034,000 16,707,377,000 16,707,377,000 0 0 430,343,000 102.6 100.0

14,494,256,000 14,689,349,005 14,689,349,005 0 0 195,093,005 101.3 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
1.3 0.0

0

112.3 113.7 113.7 － －

1,782,778,000 2,018,027,995 2,018,027,995 0

率
％

年度

4

3

対
前
年

度
比
較

金
額

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  特別法人事業譲与税              １５,２１４,１２５,０００円 

  地方揮発油譲与税                １,２２９,３６９,０００円 

 

・増減額の主な内容 

特別法人事業譲与税              ２,０４４,０２７,０００円増 

自動車重量譲与税                   ５１,２５６,０００円増 

地方揮発油譲与税                  ７０,７７１,０００円減 

    石油ガス譲与税                   ４,４８３,０００円減 

    森林環境譲与税                   ２,００１,０００円減 
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３ 一 般 会 計 

 

（１）歳入概要 

予算現額７,３００億６６７万９,４６３円に対し、調定額６,１５７億１,３４９万３,５９１円、

収入済額６,０９８億３,０６９万１,９１１円で、収入割合は、予算現額に対し８３.５％、調定額に

対しては９９.０％となっている。 

収入済額は、前年度と比較して１１３億６,３４２万３,４６９円（１.９％）増加している。 

不納欠損額は、８,００２万８,６６０円、収入未済額は、５８億２７７万３,０２０円である。 

決算額の財源別の構成は、自主財源が２,５８６億６,１９１万６２４円（４２.４％）で、前年度

と比較して３８億９,３０５万５,２４３円（１.５％）増加し、歳入総額に占める構成比は０.２ポイ

ント減少している。自主財源の主なものは、県税１,０１６億３,２６６万３,７８０円、諸収入

８２１億６,６３０万１０６円、地方消費税清算金４２３億２,５８６万５,５９７円及び繰越金

１８２億８,１８１万９,９１４円である。 

一方、依存財源は３,５１１億６,８７８万１,２８７円（５７.６％）で、前年度と比較して７４億

７,０３６万８,２２６円（２.２％）増加している。依存財源の主なものは、地方交付税１,５１１億

３,７４８万９,０００円、国庫支出金１,３４４億４,３９８万３,２８７円、県債４８１億

６,５００万円及び地方譲与税１６７億７３７万７,０００円である。 

 

第１款  県 税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

101,846,940,000 102,391,272,359 101,632,663,780 67,066,025 691,542,554 △ 214,276,220 99.8 99.3

96,590,342,000 98,432,071,789 97,593,793,605 83,961,951 754,316,233 1,003,451,605 101.0 99.1

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.2 0.2

△ 62,773,679

91.7

3,959,200,570

104.0 104.1

△ 16,895,926

79.9

年度

金
額

5,256,598,000 4,038,870,175

率
％

対
前
年

度
比
較

4

3

105.4
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                     ３１,０１９,５７８,６３０円 

  法人事業税                     ２９,８１５,２４４,５３３円 

  自動車税種別割                １２,６１４,３５９,３５０円 

地方消費税譲渡割                 １１,９６８,００２,５７７円 

  

・増減額の主な内容 

 法人事業税                   ４,４５４,１８９,５４２円増 

個人県民税                     ４２８,２６３,７２０円増 

法人県民税                     ３２２,７０７,５３１円増 

自動車税種別割                   １０７,４９７,０５３円増 

自動車税環境性能割                  ９９,１２５,６００円増 

地方消費税譲渡割                １,３７４,４６１,０４９円減 

不動産取得税                    １７４,３１６,１７５円減 

県民税利子割                     ６３,４３１,４０５円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

（理由別） 

時効(地方税法第 18条)                ２７,７４０,１１０円 

納付納入義務の即時消滅(地方税法第 15 条の 7第 5項)    ２４,３６６,４８１円 

滞納処分執行停止後 3年経過(地方税法第 15条の 7第 4項)１４,９５９,４３４円 

 

・増減額の主な内容 

自動車税種別割                       ８１５,４１９円増 

法人事業税                      ９,７４０,７０１円減 

法人県民税                     ３,７７３,８０２円減 

不動産取得税                    １,８０４,２８１円減 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税滞納繰越分              ３０８,９４９,８９５円 

  個人県民税現年課税分              １９４,５０４,８７５円 

  法人事業税滞納繰越分               ４１,２７８,８９３円 

  自動車税種別割現年課税分             ２７,３８９,６０７円 

   

・増減額の主な内容 

個人県民税現年課税分                １６,４５３,２４１円増 

法人事業税滞納繰越分                ６,８１５,８０６円増 

個人事業税現年課税分                ６,５３４,１８４円増 

個人県民税滞納繰越分               ６６,６６８,０２２円減 

不動産取得税滞納繰越分              １９,８５４,８１８円減 

 

 

第２款  地方消費税清算金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

42,323,960,000 42,325,865,597 42,325,865,597 0 0 1,905,597 100.0 100.0

40,883,599,000 40,884,821,596 40,884,821,596 0 0 1,222,596 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

－

01,440,361,000 1,441,044,001 1,441,044,001 0

103.5 103.5 103.5 －

年度

3

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

4

 

 

 

第３款  地方譲与税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

16,277,034,000 16,707,377,000 16,707,377,000 0 0 430,343,000 102.6 100.0

14,494,256,000 14,689,349,005 14,689,349,005 0 0 195,093,005 101.3 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
1.3 0.0

0

112.3 113.7 113.7 － －

1,782,778,000 2,018,027,995 2,018,027,995 0

率
％

年度

4

3

対
前
年

度
比
較

金
額

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  特別法人事業譲与税              １５,２１４,１２５,０００円 

  地方揮発油譲与税                １,２２９,３６９,０００円 

 

・増減額の主な内容 

特別法人事業譲与税              ２,０４４,０２７,０００円増 

自動車重量譲与税                   ５１,２５６,０００円増 

地方揮発油譲与税                  ７０,７７１,０００円減 

    石油ガス譲与税                   ４,４８３,０００円減 

    森林環境譲与税                   ２,００１,０００円減 
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第４款  地方特例交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

513,891,000 513,890,000 513,890,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

545,127,000 545,126,000 545,126,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

4

年度

△ 31,236,000 △ 31,236,000対
前
年

度
比
較

3

△ 31,236,000 0 0

率
％

94.3 94.3 94.3 － －

金
額

 

 

 

第５款  地方交付税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

151,179,925,000 151,137,489,000 151,137,489,000 0 0 △ 42,436,000 100.0 100.0

155,425,817,000 155,668,194,000 155,668,194,000 0 0 242,377,000 100.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.2 0.0

△ 4,530,705,000△ 4,530,705,000 0 0

97.3 97.1 97.1 － －

△ 4,245,892,000対
前
年

度
比
較 率

％

年度

金
額

4

3

 

 

 

第６款  交通安全対策特別交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

258,000,000 201,042,000 201,042,000 0 0 △ 56,958,000 77.9 100.0

260,000,000 233,963,000 233,963,000 0 0 △ 26,037,000 90.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 12.1 0.0

99.2 85.9 85.9 － －

金
額

△ 2,000,000 △ 32,921,000 △ 32,921,000 0

3

率
％

対
前
年

度
比
較

4

0

年度

 

 

 

第７款  分担金及び負担金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

3,951,861,880 2,533,148,885 2,414,849,467 5,009,262 113,290,156 △ 1,537,012,413 61.1 95.3

3,783,220,484 2,628,828,854 2,514,461,460 3,574,950 110,792,444 △ 1,268,759,024 66.5 95.6

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 5.4 △ 0.3

△ 95,679,969

率
％

△ 99,611,993 1,434,312 2,497,712168,641,396

104.5 96.4 96.0 140.1 102.3

4

3

金
額

年度

対
前
年

度
比
較

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

農林水産業費負担金                   １,７３１,４３５,４２９円 

土木費負担金                        ４８３,６９３,２９０円 

民生費負担金                  １２７,４７７,７２３円 

衛生費負担金                         ７０,９９０,０２５円 

総務費負担金                         １,２５３,０００円 

 

 

 

   ・増減額の主な内容 

農林水産業費負担金                ２５,０６４,９７７円増 

土木費負担金                    ６,３０９,４８５円増 

衛生費負担金                        １３１,３４６,２４５円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

    民生費負担金                     ５,００９,２６２円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

  都市計画費負担金                 ４２,９２１,５８９円 

河川砂防費負担金                      ３５,３７３,６２２円 

児童福祉費負担金                      ３４,９９４,９４５円 

 

 

第８款  使用料及び手数料 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

7,252,628,000 7,452,876,550 7,121,532,007 0 331,344,543 △ 131,095,993 98.2 95.6

7,349,500,000 7,504,209,456 7,160,852,074 887,400 342,469,982 △ 188,647,926 97.4 95.4

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.8 0.2

96.8

△ 96,872,000 △ 51,332,906

率
％

△ 39,320,067 △ 887,400 △ 11,125,439

年度

金
額

98.7 99.3 99.5 皆減

対
前
年

度
比
較

4

3

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

土木使用料                     ２,８１６,３５５,７５６円 

教育使用料                     １,７６４,０４２,４９８円 

証紙収入                      １,４５１,６１２,１０６円 

民生使用料                        ８３０,８９１,３７０円 

 

   ・増減額の主な内容 

    証紙収入                     ４４,４７１,３４１円増 

    民生使用料                    ２０,１５１,９１０円増 

    教育使用料                    ６７,４６５,４３６円減 

土木使用料                    ３９,３２２,１９６円減 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

県営住宅使用料                       ３２１,４３８,６００円 

県営住宅駐車場使用料                ３,９６０,５００円 

児童福祉費使用料                       ２,８０９,２３１円 

河川使用料                          ２,０８２,４４１円 

 

 

第９款  国庫支出金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

198,811,217,365 134,443,983,287 134,443,983,287 0 0 △ 64,367,234,078 67.6 100.0

179,990,617,568 109,806,781,056 109,806,781,056 0 0 △ 70,183,836,512 61.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
6.6 0.0

24,637,202,231 0

年度

0対
前
年

度
比
較

金
額

110.5 122.4 122.4 － －

18,820,599,797 24,637,202,231

率
％

4

3
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第４款  地方特例交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

513,891,000 513,890,000 513,890,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

545,127,000 545,126,000 545,126,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

4

年度

△ 31,236,000 △ 31,236,000対
前
年

度
比
較

3

△ 31,236,000 0 0

率
％

94.3 94.3 94.3 － －

金
額

 

 

 

第５款  地方交付税 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

151,179,925,000 151,137,489,000 151,137,489,000 0 0 △ 42,436,000 100.0 100.0

155,425,817,000 155,668,194,000 155,668,194,000 0 0 242,377,000 100.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.2 0.0

△ 4,530,705,000△ 4,530,705,000 0 0

97.3 97.1 97.1 － －

△ 4,245,892,000対
前
年

度
比
較 率

％

年度

金
額

4

3

 

 

 

第６款  交通安全対策特別交付金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

258,000,000 201,042,000 201,042,000 0 0 △ 56,958,000 77.9 100.0

260,000,000 233,963,000 233,963,000 0 0 △ 26,037,000 90.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 12.1 0.0

99.2 85.9 85.9 － －

金
額

△ 2,000,000 △ 32,921,000 △ 32,921,000 0

3

率
％

対
前
年

度
比
較

4

0

年度

 

 

 

第７款  分担金及び負担金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

3,951,861,880 2,533,148,885 2,414,849,467 5,009,262 113,290,156 △ 1,537,012,413 61.1 95.3

3,783,220,484 2,628,828,854 2,514,461,460 3,574,950 110,792,444 △ 1,268,759,024 66.5 95.6

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 5.4 △ 0.3

△ 95,679,969

率
％

△ 99,611,993 1,434,312 2,497,712168,641,396

104.5 96.4 96.0 140.1 102.3

4

3

金
額

年度

対
前
年

度
比
較

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

農林水産業費負担金                   １,７３１,４３５,４２９円 

土木費負担金                        ４８３,６９３,２９０円 

民生費負担金                  １２７,４７７,７２３円 

衛生費負担金                         ７０,９９０,０２５円 

総務費負担金                         １,２５３,０００円 

 

 

 

   ・増減額の主な内容 

農林水産業費負担金                ２５,０６４,９７７円増 

土木費負担金                    ６,３０９,４８５円増 

衛生費負担金                        １３１,３４６,２４５円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

    民生費負担金                     ５,００９,２６２円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

  都市計画費負担金                 ４２,９２１,５８９円 

河川砂防費負担金                      ３５,３７３,６２２円 

児童福祉費負担金                      ３４,９９４,９４５円 

 

 

第８款  使用料及び手数料 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

7,252,628,000 7,452,876,550 7,121,532,007 0 331,344,543 △ 131,095,993 98.2 95.6

7,349,500,000 7,504,209,456 7,160,852,074 887,400 342,469,982 △ 188,647,926 97.4 95.4

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.8 0.2

96.8

△ 96,872,000 △ 51,332,906

率
％

△ 39,320,067 △ 887,400 △ 11,125,439

年度

金
額

98.7 99.3 99.5 皆減

対
前
年

度
比
較

4

3

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

土木使用料                     ２,８１６,３５５,７５６円 

教育使用料                     １,７６４,０４２,４９８円 

証紙収入                      １,４５１,６１２,１０６円 

民生使用料                        ８３０,８９１,３７０円 

 

   ・増減額の主な内容 

    証紙収入                     ４４,４７１,３４１円増 

    民生使用料                    ２０,１５１,９１０円増 

    教育使用料                    ６７,４６５,４３６円減 

土木使用料                    ３９,３２２,１９６円減 

     

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

県営住宅使用料                       ３２１,４３８,６００円 

県営住宅駐車場使用料                ３,９６０,５００円 

児童福祉費使用料                       ２,８０９,２３１円 

河川使用料                          ２,０８２,４４１円 

 

 

第９款  国庫支出金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

198,811,217,365 134,443,983,287 134,443,983,287 0 0 △ 64,367,234,078 67.6 100.0

179,990,617,568 109,806,781,056 109,806,781,056 0 0 △ 70,183,836,512 61.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
6.6 0.0

24,637,202,231 0

年度

0対
前
年

度
比
較

金
額

110.5 122.4 122.4 － －

18,820,599,797 24,637,202,231

率
％

4

3
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○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

衛生費国庫補助金                   ３４,６７９,９９０,１８０円 

土木費国庫補助金                 ２６,８４９,８２８,３５１円 

商工費国庫補助金              １６,９２８,４８３,７１２円 

教育費国庫負担金              １４,７６４,７５４,６２２円 

農林水産業費国庫補助金           １２,０２４,５４９,８７４円 

民生費国庫補助金               ７,９２２,２３２,６８２円 

 

   ・増減額の主な内容 

衛生費国庫補助金              １２,８６７,６７４,７６１円増 

商工費国庫補助金                 ５,１２７,０９９,９９２円増 

衛生費国庫負担金               ３,９６９,９８０,９８０円増 

民生費国庫補助金               ３,２６０,５５５,９７０円増 

民生費国庫負担金               ２,２９４,７３４,００１円増 

総務費国庫補助金               ４,０８０,５６６,２５３円減 

教育費国庫補助金                 ４６８,４８６,８１６円減 

災害復旧費国庫補助金               １６５,５８６,０６２円減 

農林水産業費国庫負担金               ８６,３９４,６２８円減 

 

 

第１０款  財産収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

588,446,000 679,747,420 679,323,658 0 423,762 90,877,658 115.4 99.9

692,259,000 722,263,489 721,857,227 0 406,262 29,598,227 104.3 99.9

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
11.1 0.0

△ 42,533,569 0 17,500対
前
年

度
比
較

金
額

△ 103,813,000 △ 42,516,069

率
％

85.0 94.1 94.1 － 104.3

3

年度

4

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

生産物売払収入                 ２７０,４８８,０５４円 

財産貸付収入                  ２１８,８０２,９３０円 

利子及び配当金                  ８３,５７５,４６６円 

不動産売払収入                  ７４,４２２,６７６円 

 

   ・増減額の主な内容 

不動産売払収入                  ６６,４５８,７４１円増 

生産物売払収入                  ２１,４７７,２６５円増 

出えん金返還収入                １１２,４４０,０１４円減 

利子及び配当金                  １５,６３９,９７０円減 

 

 

第１１款  寄附金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

804,645,000 809,985,594 809,985,594 0 0 5,340,594 100.7 100.0

1,123,909,000 1,048,116,924 1,048,116,924 0 0 △ 75,792,076 93.3 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
7.4 0.0

年度

金
額

△ 319,264,000 △ 238,131,330 △ 238,131,330 0 0

71.6 77.3 77.3 － －

4

3

対
前
年

度
比
較 率

％  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

指定寄附金                        ８０９,３７５,３３０円 

一般寄附金                            ６１０,２６４円 

 

・増減額の内容 

    指定寄附金                   ２３８,０３１,３３０円減 

    一般寄附金                       １００,０００円減  

 

 

第１２款  繰入金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

5,705,632,000 3,229,570,501 3,229,570,501 0 0 △ 2,476,061,499 56.6 100.0

3,080,969,000 2,828,984,989 2,828,984,989 0 0 △ 251,984,011 91.8 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 35.2 0.0

－ －

2,624,663,000 400,585,512 0400,585,512 0対
前
年

度
比
較

金
額

185.2 114.2 114.2

4

年度

3

率
％  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

基金繰入金                  ２,４０９,３９２,３５５円 

特別会計繰入金                   ８２０,１７８,１４６円 

 

   ・増減額の内容 

基金繰入金                    ４０２,８９１,９２２円増 

特別会計繰入金                    ２,３０６,４１０円減 

 

 

第１３款  繰越金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

18,281,820,348 18,281,819,914 18,281,819,914 0 0 △ 434 100.0 100.0

16,736,883,735 16,736,883,642 16,736,883,642 0 0 △ 93 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

率
％

1,544,936,272 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

109.2 109.2 109.2 － －

1,544,936,613 1,544,936,272

4

3

年度

 

 

 

第１４款  諸収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

99,996,678,870 86,840,425,484 82,166,300,106 7,953,373 4,666,172,005 △ 17,830,378,764 82.2 94.6

102,652,022,884 90,152,726,033 85,279,083,864 11,340,491 4,862,301,678 △ 17,372,939,020 83.1 94.6

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.9 0.0

年度

△ 3,112,783,758 △ 3,387,118 △ 196,129,673

97.4 96.3 96.3 70.1 96.0

金
額

△ 2,655,344,014 △ 3,312,300,549

率
％

3

4

対
前
年

度
比
較

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

商工貸付金等償還金             ５７,４４３,０７２,０００円 

土木貸付金等償還金              ８,０２４,８４５,３９４円 

総務貸付金等償還金               ６,２２９,５８９,９９０円 
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○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

衛生費国庫補助金                   ３４,６７９,９９０,１８０円 

土木費国庫補助金                 ２６,８４９,８２８,３５１円 

商工費国庫補助金              １６,９２８,４８３,７１２円 

教育費国庫負担金              １４,７６４,７５４,６２２円 

農林水産業費国庫補助金           １２,０２４,５４９,８７４円 

民生費国庫補助金               ７,９２２,２３２,６８２円 

 

   ・増減額の主な内容 

衛生費国庫補助金              １２,８６７,６７４,７６１円増 

商工費国庫補助金                 ５,１２７,０９９,９９２円増 

衛生費国庫負担金               ３,９６９,９８０,９８０円増 

民生費国庫補助金               ３,２６０,５５５,９７０円増 

民生費国庫負担金               ２,２９４,７３４,００１円増 

総務費国庫補助金               ４,０８０,５６６,２５３円減 

教育費国庫補助金                 ４６８,４８６,８１６円減 

災害復旧費国庫補助金               １６５,５８６,０６２円減 

農林水産業費国庫負担金               ８６,３９４,６２８円減 

 

 

第１０款  財産収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

588,446,000 679,747,420 679,323,658 0 423,762 90,877,658 115.4 99.9

692,259,000 722,263,489 721,857,227 0 406,262 29,598,227 104.3 99.9

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
11.1 0.0

△ 42,533,569 0 17,500対
前
年

度
比
較

金
額

△ 103,813,000 △ 42,516,069

率
％

85.0 94.1 94.1 － 104.3

3

年度

4

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

生産物売払収入                 ２７０,４８８,０５４円 

財産貸付収入                  ２１８,８０２,９３０円 

利子及び配当金                  ８３,５７５,４６６円 

不動産売払収入                  ７４,４２２,６７６円 

 

   ・増減額の主な内容 

不動産売払収入                  ６６,４５８,７４１円増 

生産物売払収入                  ２１,４７７,２６５円増 

出えん金返還収入                １１２,４４０,０１４円減 

利子及び配当金                  １５,６３９,９７０円減 

 

 

第１１款  寄附金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

804,645,000 809,985,594 809,985,594 0 0 5,340,594 100.7 100.0

1,123,909,000 1,048,116,924 1,048,116,924 0 0 △ 75,792,076 93.3 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
7.4 0.0

年度

金
額

△ 319,264,000 △ 238,131,330 △ 238,131,330 0 0

71.6 77.3 77.3 － －

4

3

対
前
年

度
比
較 率

％  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

指定寄附金                        ８０９,３７５,３３０円 

一般寄附金                            ６１０,２６４円 

 

・増減額の内容 

    指定寄附金                   ２３８,０３１,３３０円減 

    一般寄附金                       １００,０００円減  

 

 

第１２款  繰入金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

5,705,632,000 3,229,570,501 3,229,570,501 0 0 △ 2,476,061,499 56.6 100.0

3,080,969,000 2,828,984,989 2,828,984,989 0 0 △ 251,984,011 91.8 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 35.2 0.0

－ －

2,624,663,000 400,585,512 0400,585,512 0対
前
年

度
比
較

金
額

185.2 114.2 114.2

4

年度

3

率
％  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

基金繰入金                  ２,４０９,３９２,３５５円 

特別会計繰入金                   ８２０,１７８,１４６円 

 

   ・増減額の内容 

基金繰入金                    ４０２,８９１,９２２円増 

特別会計繰入金                    ２,３０６,４１０円減 

 

 

第１３款  繰越金 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

18,281,820,348 18,281,819,914 18,281,819,914 0 0 △ 434 100.0 100.0

16,736,883,735 16,736,883,642 16,736,883,642 0 0 △ 93 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

率
％

1,544,936,272 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

109.2 109.2 109.2 － －

1,544,936,613 1,544,936,272

4

3

年度

 

 

 

第１４款  諸収入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

99,996,678,870 86,840,425,484 82,166,300,106 7,953,373 4,666,172,005 △ 17,830,378,764 82.2 94.6

102,652,022,884 90,152,726,033 85,279,083,864 11,340,491 4,862,301,678 △ 17,372,939,020 83.1 94.6

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 0.9 0.0

年度

△ 3,112,783,758 △ 3,387,118 △ 196,129,673

97.4 96.3 96.3 70.1 96.0

金
額

△ 2,655,344,014 △ 3,312,300,549

率
％

3

4

対
前
年

度
比
較

 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

商工貸付金等償還金             ５７,４４３,０７２,０００円 

土木貸付金等償還金              ８,０２４,８４５,３９４円 

総務貸付金等償還金               ６,２２９,５８９,９９０円 
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衛生貸付金等償還金              ３,１８７,６８６,１９１円 

雑入                     ２,４７５,２９５,３９３円 

宝くじ収入                  ２,２２４,４２５,６２１円 

 

   ・増減額の主な内容 

教育受託事業収入                 １１４,７９５,８７７円増 

衛生受託事業収入                  １２,７６０,７８１円増 

商工貸付金等償還金              １,３７７,５８０,０００円減 

雑入                     １,１８８,６３３,３４０円減 

総務貸付金等償還金               ２３０,３３６,０００円減 

衛生貸付金等償還金                ２０８,００４,５５４円減 

宝くじ収入                    ６６,５５２,３７０円減 

延滞金、加算金及び過料等             ３１,７５０,７１４円減 

農林水産業貸付金等償還金             ３０,５９８,５００円減 

土木貸付金等償還金                １０,７４８,３３９円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

延滞金、加算金及び過料等              ７,５７９,３７３円 

    雑入                          ３７４,０００円 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  違約金及び延納利息                  ３,１４７,１３１,１０１円 

雑入                         １,２１５,２２６,４０２円 

農業改良資金貸付金償還金            １０９,５３１,３３５円 

弁償金                      ７６,４４９,０３８円 

延滞金、加算金及び過料等             ６７,４８９,５３１円 

教育奨励資金貸付金償還金              １２,４９４,２３０円 

 

 

第１５款  県 債 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

82,214,000,000 48,165,000,000 48,165,000,000 0 0 △ 34,049,000,000 58.6 100.0

93,381,000,000 62,755,000,000 62,755,000,000 0 0 △ 30,626,000,000 67.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 8.6 0.0

0

4

3

0

－88.0 76.8 76.8 －

△ 11,167,000,000 △ 14,590,000,000 △ 14,590,000,000対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

年度

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

一般補助事業債                    ３１,９４０,０００,０００円 

単独事業債                     １５,８２８,０００,０００円 

災害復旧事業債                        ３９７,０００,０００円 

 

・増減額の内容 

単独事業債                 ４,９０９,０００,０００円増 

臨時財政対策債                  １８,８５３,０００,０００円減 

一般補助事業債                        ６４５,０００,０００円減 

災害復旧事業債                          １,０００,０００円減 

 

 

 

                

県県債債残残高高 （千円）

区　　　分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

現　在　高 947,409,101 946,908,710 945,674,244 938,509,827 918,588,772
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衛生貸付金等償還金              ３,１８７,６８６,１９１円 

雑入                     ２,４７５,２９５,３９３円 

宝くじ収入                  ２,２２４,４２５,６２１円 

 

   ・増減額の主な内容 

教育受託事業収入                 １１４,７９５,８７７円増 

衛生受託事業収入                  １２,７６０,７８１円増 

商工貸付金等償還金              １,３７７,５８０,０００円減 

雑入                     １,１８８,６３３,３４０円減 

総務貸付金等償還金               ２３０,３３６,０００円減 

衛生貸付金等償還金                ２０８,００４,５５４円減 

宝くじ収入                    ６６,５５２,３７０円減 

延滞金、加算金及び過料等             ３１,７５０,７１４円減 

農林水産業貸付金等償還金             ３０,５９８,５００円減 

土木貸付金等償還金                １０,７４８,３３９円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

延滞金、加算金及び過料等              ７,５７９,３７３円 

    雑入                          ３７４,０００円 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  違約金及び延納利息                  ３,１４７,１３１,１０１円 

雑入                         １,２１５,２２６,４０２円 

農業改良資金貸付金償還金            １０９,５３１,３３５円 

弁償金                      ７６,４４９,０３８円 

延滞金、加算金及び過料等             ６７,４８９,５３１円 

教育奨励資金貸付金償還金              １２,４９４,２３０円 

 

 

第１５款  県 債 

予算現額と 予算現額に 調定額に対
予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

82,214,000,000 48,165,000,000 48,165,000,000 0 0 △ 34,049,000,000 58.6 100.0

93,381,000,000 62,755,000,000 62,755,000,000 0 0 △ 30,626,000,000 67.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 8.6 0.0

0

4

3

0

－88.0 76.8 76.8 －

△ 11,167,000,000 △ 14,590,000,000 △ 14,590,000,000対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

年度

 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

一般補助事業債                    ３１,９４０,０００,０００円 

単独事業債                     １５,８２８,０００,０００円 

災害復旧事業債                        ３９７,０００,０００円 

 

・増減額の内容 

単独事業債                 ４,９０９,０００,０００円増 

臨時財政対策債                  １８,８５３,０００,０００円減 

一般補助事業債                        ６４５,０００,０００円減 

災害復旧事業債                          １,０００,０００円減 

 

 

 

                

県県債債残残高高 （千円）

区　　　分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

現　在　高 947,409,101 946,908,710 945,674,244 938,509,827 918,588,772

― 35 ―



令和４年度県債発行内訳

県 立 病 院 機 構 貸 付 金 763,000

合　　　　　　　計 48,165,000

そ の 他 ４ 事 業 569,000

計 15,828,000

単
独
事
業
債

緊 急 浚 渫 推 進 事 業

公共施設等適正管理推進事業 2,948,000

1,875,000

地 域 活 性 化 事 業

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 714,000

事　　　業　　　名 　　金　額　（千円）

災
害
復
旧
事
業
債

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業

10,918,000

計 31,940,000

災 害 復 旧 事 業 397,000

計 397,000

一
般
補
助
事
業
債

公 共 事 業 等 20,873,000

一 般 補 助 施 設 149,000

防 災 対 策 事 業 538,000

1,913,000

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 6,508,000

（２）歳出概要 

予算現額７,３００億６６７万９,４６３円に対し、支出済額は５,８９７億２,００３万

２,１１４円で、前年度と比較して９５億３,４５８万３,５８６円（１.６％）増加しており、執行

率は８０.８％で、前年度を０.１ポイント下回っている。     

  翌年度繰越額は、７０２億２,２７２万５,２５５円であり、この主なものは、土木費４１２億

３,５９６万８,３０１円、農林水産業費１３９億７,６８８万６,０８４円、商工費７９億７,２１７万

７,０３９円、総務費３４億１,３２４万４円、民生費１７億５,３５６万６,３６８円、災害復旧費９億

８,３８４万７,５６６円及び教育費３億２,３１６万７２５円である。 

  不用額は、７００億６,３９２万２,０９４円であり、この主なものは、衛生費３２４億４７２万

１,２５０円、商工費２２６億９,８５５万４,４８７円、民生費５１億９,３９７万６,３９３円、総

務費３３億７,３４６万４,３６７円、教育費２０億７,４３３万８,４４１円、農林水産業費１５億

５,２０５万３,９９３円及び土木費７億９,６５３万６,７９８円である。 

 

 

第１款 議会費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.7

0 7,465,410

率
％ 100.6 99.8 － － － 115.4

対
前
年

度
比
較

金
額 5,721,000 △ 1,744,410 0 0

94.3

3 969,695,000 921,101,745 0 0 0 48,593,255 95.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 975,416,000 919,357,335 0 0 0 56,058,665

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    議会費                     ９１９,３５７,３３５円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

議会運営費                        ５３,９７９,８１１円 

 

 

第２款 総務費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.3

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 46,963,000,773 40,176,296,402 0 3,102,988,708 310,251,296 3,373,464,367 85.5

3 43,795,298,701 36,894,010,995 0 4,633,528,118 25,413,655 2,242,345,933 84.2

対

前

年

度

比

較

金

額 3,167,702,072 3,282,285,407 0 △ 1,530,539,410 284,837,641 1,131,118,434

率

％ 107.2 108.9 － 67.0 1,220.8 150.4
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。        

  総務管理費              ２３,２９５,２３４,２４７円 

企画費                                    ９,７５０,９３１,７４７円 

徴税費                    ３,４５６,９６３,０９３円 

市町村振興費                １,１１５,２６１,８９９円 

防災費                   １,０７６,５８３,７２６円 

選挙費                                 ９６４,６３９,８６０円 

統計調査費                 ２４８,２１９,１８１円 

監査委員費                 １４９,７８４,７７６円 

人事委員会費                  １１８,６７７,８７３円 

 

・増減額の内容 

総務管理費                 ３,３６４,６２０,７５７円増 

選挙費                                       ４２４,１０３,５２３円増 
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（２）歳出概要 

予算現額７,３００億６６７万９,４６３円に対し、支出済額は５,８９７億２,００３万

２,１１４円で、前年度と比較して９５億３,４５８万３,５８６円（１.６％）増加しており、執行

率は８０.８％で、前年度を０.１ポイント下回っている。     

  翌年度繰越額は、７０２億２,２７２万５,２５５円であり、この主なものは、土木費４１２億

３,５９６万８,３０１円、農林水産業費１３９億７,６８８万６,０８４円、商工費７９億７,２１７万

７,０３９円、総務費３４億１,３２４万４円、民生費１７億５,３５６万６,３６８円、災害復旧費９億

８,３８４万７,５６６円及び教育費３億２,３１６万７２５円である。 

  不用額は、７００億６,３９２万２,０９４円であり、この主なものは、衛生費３２４億４７２万

１,２５０円、商工費２２６億９,８５５万４,４８７円、民生費５１億９,３９７万６,３９３円、総

務費３３億７,３４６万４,３６７円、教育費２０億７,４３３万８,４４１円、農林水産業費１５億

５,２０５万３,９９３円及び土木費７億９,６５３万６,７９８円である。 

 

 

第１款 議会費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.7

0 7,465,410

率
％ 100.6 99.8 － － － 115.4

対
前
年

度
比
較

金
額 5,721,000 △ 1,744,410 0 0

94.3

3 969,695,000 921,101,745 0 0 0 48,593,255 95.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 975,416,000 919,357,335 0 0 0 56,058,665

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

    議会費                     ９１９,３５７,３３５円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

議会運営費                        ５３,９７９,８１１円 

 

 

第２款 総務費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.3

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 46,963,000,773 40,176,296,402 0 3,102,988,708 310,251,296 3,373,464,367 85.5

3 43,795,298,701 36,894,010,995 0 4,633,528,118 25,413,655 2,242,345,933 84.2

対

前

年

度

比

較

金

額 3,167,702,072 3,282,285,407 0 △ 1,530,539,410 284,837,641 1,131,118,434

率

％ 107.2 108.9 － 67.0 1,220.8 150.4
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。        

  総務管理費              ２３,２９５,２３４,２４７円 

企画費                                    ９,７５０,９３１,７４７円 

徴税費                    ３,４５６,９６３,０９３円 

市町村振興費                １,１１５,２６１,８９９円 

防災費                   １,０７６,５８３,７２６円 

選挙費                                 ９６４,６３９,８６０円 

統計調査費                 ２４８,２１９,１８１円 

監査委員費                 １４９,７８４,７７６円 

人事委員会費                  １１８,６７７,８７３円 

 

・増減額の内容 

総務管理費                 ３,３６４,６２０,７５７円増 

選挙費                                       ４２４,１０３,５２３円増 
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防災費                     １４７,１１１,０７９円増 

企画費                     ５０１,５８５,３６４円減 

徴税費                       ８８,４３８,３８１円減 

統計調査費                    ４７,９１８,６９４円減 

市町村振興費                   １１,１３６,２５９円減 

監査委員費                     ３,３１４,０８９円減 

人事委員会費                     １,１５７,１６５円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

地球温暖化対策県民運動推進費               １,０３５,１８７,０７０円 

公共施設等適正管理推進事業費                   ９０２,５７０,０００円 

公共交通活性化総合対策事業費                   ４２８,２９９,０００円 

クリーンエネルギー普及促進事業費               ３４１,７８０,０００円 

グリーン・ゾーン推進費             １０５,０００,０００円 

システム運用管理費                               ７７,４７８,０００円 

リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費           ４４,９３７,２５８円 

防災対策費                                       ４０,１７０,３８０円 

庁内管理費                                       ３８,４１４,０００円 

地球環境問題対策費                               ３３,４１７,０００円 

運営管理費                                       １５,９００,０００円 

企画諸費                                         １５,０００,０００円 

外国人材受入・共生推進費                         １３,２５０,０００円 

秘書業務費                     ６,９００,０００円 

コーポレートブランド「やまなし」推進事業費     ３,０００,０００円 

国際戦略推進事業費                 １,６８６,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

防災行政無線管理費                             ２５０,００５,０００円 

防災対策費                                       ５４,６７０,０００円 

運営管理費                                         ４,３７６,２９６円 

公共交通活性化総合対策事業費                       １,２００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

やまなしグリーン・ゾーン構想推進事業費   １,００３,７６０,５９１円 

公共施設等適正管理推進事業費          ８８８,１３４,３１２円 

県民文化ホール運営管理費         ２１３,３５２,７８１円 

市町村行政推進費                １２５,４０９,１７１円 

公共交通活性化総合対策事業費           ９５,１２４,１２５円 

庁内管理費                        ８２,７１２,７７１円 

知事選挙費                  ６３,２９０,０６４円 

県立施設等感染対策事業費            ５６,５９５,９１９円 

防災行政無線管理費                    ５０,３６０,１９９円 

庁舎等維持管理費                 ４２,５７７,８４０円 

法人二税等償還金               ３３,９７８,０４０円 

参議院議員通常選挙費            ２９,５９６,９００円 

電算事務維持管理費               ２８,９４４,３７５円 

電子自治体整備事業費               ２７,５２２,８０７円 

ＤＸ推進事業費                    ２６,８３４,３０３円 

健康管理費                    ２５,７８２,７１６円 

ふるさと納税促進対策事業費           ２３,１３４,９６４円 

リニア中央新幹線地域活性化事業費         ２０,９６２,８０５円 

男女共同参画推進費              １８,２７８,７９７円 

地域づくり推進事業費                 １５,５３０,６９６円 

所運営費                      １４,６２３,１８４円 

やまなし二拠点居住推進事業費           １２,１３８,１５１円 

運営管理費                 １２,０７２,５８０円 

センター運営管理費(県民生活)         １１,９３４,２９２円 

    賦課徴収事務費                  １１,４５０,７５７円 

秘書業務費                    １１,０９５,８１３円 

富士山総合保全対策推進事業費        １０,９０２,８２６円 

ネットワーク運用管理費              １０,７９１,６３１円 

管理諸費                      １０,６８０,５２２円 

 

 

第３款 民生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 3.3

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 77,173,060,298 70,225,517,537 0 1,620,599,368 132,967,000 5,193,976,393 91.0

3 68,957,594,740 65,000,043,926 0 1,063,993,298 5,771,000 2,887,786,516 94.3

対

前

年

度

比

較

金

額 8,215,465,558 5,225,473,611 0 556,606,070 127,196,000 2,306,189,877

率

％ 111.9 108.0 － 152.3 2,304.1 179.9
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

社会福祉費              ５１,７１６,０６０,６８７円 

児童福祉費              １７,４２２,９０４,１３８円 

生活保護費               １,０８５,９８１,９１２円 

災害救助費                      ５７０,８００円 

 

・増減額の内容 

社会福祉費               ３,０９２,５４８,５４５円増 

児童福祉費                ２,０８６,６６１,６５７円増 

生活保護費                   ４６,２６３,４０９円増 

 

  ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

社会福祉諸費                                   ８７８,２８７,０６８円 

生活困窮者自立支援事業費                       ５５０,０００,０００円 

障害福祉諸費                                     ７８,３９７,０００円 

知的障害者援護費                                 ４１,１４８,０００円 

愛宕山こどもの国運営費                           ２７,１７０,０００円 

障害児施設給付費                                 １８,０７７,５００円 

在宅老人対策費                                   １２,４５９,８００円 

身体障害者総合援護費                               ９,３３３,０００円 

県立施設整備費                                     ５,７２７,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

  介護基盤整備等事業費             １３２,９６７,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

介護保険事業費               １,５５２,４３５,１５５円 

障害福祉諸費                  ７６４,７０９,６８７円 

子育て支援総合対策事業費            ７２２,１１０,０４８円 

生活困窮者自立支援事業費         ２７５,６２５,１４６円 
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防災費                     １４７,１１１,０７９円増 

企画費                     ５０１,５８５,３６４円減 

徴税費                       ８８,４３８,３８１円減 

統計調査費                    ４７,９１８,６９４円減 

市町村振興費                   １１,１３６,２５９円減 

監査委員費                     ３,３１４,０８９円減 

人事委員会費                     １,１５７,１６５円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

地球温暖化対策県民運動推進費               １,０３５,１８７,０７０円 

公共施設等適正管理推進事業費                   ９０２,５７０,０００円 

公共交通活性化総合対策事業費                   ４２８,２９９,０００円 

クリーンエネルギー普及促進事業費               ３４１,７８０,０００円 

グリーン・ゾーン推進費             １０５,０００,０００円 

システム運用管理費                               ７７,４７８,０００円 

リニア中央新幹線用地取得事務受託事業費           ４４,９３７,２５８円 

防災対策費                                       ４０,１７０,３８０円 

庁内管理費                                       ３８,４１４,０００円 

地球環境問題対策費                               ３３,４１７,０００円 

運営管理費                                       １５,９００,０００円 

企画諸費                                         １５,０００,０００円 

外国人材受入・共生推進費                         １３,２５０,０００円 

秘書業務費                     ６,９００,０００円 

コーポレートブランド「やまなし」推進事業費     ３,０００,０００円 

国際戦略推進事業費                 １,６８６,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

防災行政無線管理費                             ２５０,００５,０００円 

防災対策費                                       ５４,６７０,０００円 

運営管理費                                         ４,３７６,２９６円 

公共交通活性化総合対策事業費                       １,２００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

やまなしグリーン・ゾーン構想推進事業費   １,００３,７６０,５９１円 

公共施設等適正管理推進事業費          ８８８,１３４,３１２円 

県民文化ホール運営管理費         ２１３,３５２,７８１円 

市町村行政推進費                １２５,４０９,１７１円 

公共交通活性化総合対策事業費           ９５,１２４,１２５円 

庁内管理費                        ８２,７１２,７７１円 

知事選挙費                  ６３,２９０,０６４円 

県立施設等感染対策事業費            ５６,５９５,９１９円 

防災行政無線管理費                    ５０,３６０,１９９円 

庁舎等維持管理費                 ４２,５７７,８４０円 

法人二税等償還金               ３３,９７８,０４０円 

参議院議員通常選挙費            ２９,５９６,９００円 

電算事務維持管理費               ２８,９４４,３７５円 

電子自治体整備事業費               ２７,５２２,８０７円 

ＤＸ推進事業費                    ２６,８３４,３０３円 

健康管理費                    ２５,７８２,７１６円 

ふるさと納税促進対策事業費           ２３,１３４,９６４円 

リニア中央新幹線地域活性化事業費         ２０,９６２,８０５円 

男女共同参画推進費              １８,２７８,７９７円 

地域づくり推進事業費                 １５,５３０,６９６円 

所運営費                      １４,６２３,１８４円 

やまなし二拠点居住推進事業費           １２,１３８,１５１円 

運営管理費                 １２,０７２,５８０円 

センター運営管理費(県民生活)         １１,９３４,２９２円 

    賦課徴収事務費                  １１,４５０,７５７円 

秘書業務費                    １１,０９５,８１３円 

富士山総合保全対策推進事業費        １０,９０２,８２６円 

ネットワーク運用管理費              １０,７９１,６３１円 

管理諸費                      １０,６８０,５２２円 

 

 

第３款 民生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 3.3

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 77,173,060,298 70,225,517,537 0 1,620,599,368 132,967,000 5,193,976,393 91.0

3 68,957,594,740 65,000,043,926 0 1,063,993,298 5,771,000 2,887,786,516 94.3

対

前

年

度

比

較

金

額 8,215,465,558 5,225,473,611 0 556,606,070 127,196,000 2,306,189,877

率

％ 111.9 108.0 － 152.3 2,304.1 179.9
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

社会福祉費              ５１,７１６,０６０,６８７円 

児童福祉費              １７,４２２,９０４,１３８円 

生活保護費               １,０８５,９８１,９１２円 

災害救助費                      ５７０,８００円 

 

・増減額の内容 

社会福祉費               ３,０９２,５４８,５４５円増 

児童福祉費                ２,０８６,６６１,６５７円増 

生活保護費                   ４６,２６３,４０９円増 

 

  ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

社会福祉諸費                                   ８７８,２８７,０６８円 

生活困窮者自立支援事業費                       ５５０,０００,０００円 

障害福祉諸費                                     ７８,３９７,０００円 

知的障害者援護費                                 ４１,１４８,０００円 

愛宕山こどもの国運営費                           ２７,１７０,０００円 

障害児施設給付費                                 １８,０７７,５００円 

在宅老人対策費                                   １２,４５９,８００円 

身体障害者総合援護費                               ９,３３３,０００円 

県立施設整備費                                     ５,７２７,０００円 

 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

  介護基盤整備等事業費             １３２,９６７,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

介護保険事業費               １,５５２,４３５,１５５円 

障害福祉諸費                  ７６４,７０９,６８７円 

子育て支援総合対策事業費            ７２２,１１０,０４８円 

生活困窮者自立支援事業費         ２７５,６２５,１４６円 
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国民健康保険安定化対策事業費         ２２４,８８３,３８３円 

介護基盤整備等事業費             １８６,９４９,０５１円 

身体障害者総合援護費             １６６,７７６,０８７円 

児童措置費                 １４３,９０６,４７８円 

災害救助基金特別会計繰出金         １０２,４７３,０００円 

あけぼの医療福祉センター費          ８９,３９６,１１６円 

扶助費                      ７７,４２９,１６３円 

障害児施設給付費              ７１,４４２,５２９円 

介護福祉士等確保対策費              ７０,６２４,６６０円 

介護等給付費                  ６５,５０９,２５５円 

施設入所老人対策費              ４４,９８９,５３０円 

愛宕山こどもの国運営費              ３６,０４８,９０２円 

放課後児童対策費              ３４,９６０,３８４円 

在宅老人対策費                  ３１,８０７,０７１円 

社会福祉諸費                  ３０,４６０,２３２円 

児童福祉施設設置費補助金          ３０,４２９,６２９円 

社会福祉村管理費              ３０,１４９,４８７円 

ひとり親家庭医療費助成事業費          ２４,３７５,７９８円 

県社会福祉協議会関係助成費          ２２,９８２,０７４円 

知的障害者援護費              ２１,８２３,３４３円 

 

 

第４款 衛生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 9.1

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 85,014,388,380 52,461,953,662 0 147,713,468 0 32,404,721,250 61.7

3 57,560,172,200 40,739,288,189 0 2,245,052,380 0 14,575,831,631 70.8

対

前

年

度

比

較

金
額

27,454,216,180 11,722,665,473 0 △ 2,097,338,912 0 17,828,889,619

率
％

147.7 128.8 － 6.6 － 222.3
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

公衆衛生費              ３９,１４８,３９８,３６５円 

医薬費                   ９,８６３,３５６,０９４円 

環境衛生費               ２,３６４,７２４,４４２円 

保健所費               １,０８５,４７４,７６１円 

 

・増減額の内容 

公衆衛生費               １２,００３,４４０,７９９円増 

保健所費                  ９５,５２７,６４２円増 

環境衛生費                 ３３０,７０９,４１８円減 

医薬費                      ４５,５９３,５５０円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    動物愛護管理指導費                ５２,６２３,４６８円 

生活基盤施設耐震化等整備事業費          ４９,５０６,０００円 

感染症予防費                   ３５,５８４,０００円 

病院等施設整備推進事業費              １０,０００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

感染症措置費               ２３,６８５,１８５,２８４円 

感染症予防費                ５,６３２,４４５,２５３円 

生活衛生施設等指導監視費            ９０４,７４８,４６６円 

救急医療対策費                 ３２１,２８７,３６８円 

県立病院機構運営事業費             ２９９,８５５,０００円 

所運営費                 １９８,７９７,３３０円 

在宅医療推進事業費             １６８,３７５,８７６円 

産業廃棄物最終処分場管理事業費         １５９,４１９,５４８円 

母子保健推進事業費               １２０,１７９,６６７円 

保健師等指導費                 １０１,９６２,０７５円 

病院等施設整備推進事業費              ９９,９２５,０００円 

災害医療対策費                   ８６,８８７,３８７円 

特定疾患対策費                  ４６,４２９,８０９円 

医療機関等指導費              ３５,３３１,６７４円 

乳幼児医療対策費                  ３３,２８６,６６６円 

精神障害者医療費              ２５,６１４,４３５円 

医師確保対策費                  ２４,４９０,１６４円 

自殺対策総合事業費              ２４,３９３,８２１円 

 

 

第５款 労働費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 12.2

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 2,350,747,000 1,686,749,316 0 233,000,000 0 430,997,684 71.8

3 1,723,025,000 1,447,132,944 0 0 0 275,892,056 84.0

対

前

年

度

比

較

金
額

627,722,000 239,616,372 0 233,000,000 0 155,105,628

率
％

136.4 116.6 － 皆増 － 156.2
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

職業訓練費               １,１７５,７８８,５８９円 

労政費                     ３１４,８０１,０８７円 

労働力対策費                 １２６,８９８,４４８円 

労働委員会費                  ６９,２６１,１９２円 

 

・増減額の内容 

職業訓練費                 １２３,１５６,１２９円増 

労政費                     １２１,９１４,５９７円増 

労働委員会費                    ２,８０３,５７３円減 

労働力対策費                    ２,６５０,７８１円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    仕事と家庭の両立支援事業費                      ２３３,０００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

    労使関係調整費                 ２２２,３６０,３０９円 

勤労者福祉資金対策費               ４２,９００,０００円 

離転職者訓練費                  ３０,１４９,８７３円 

雇用推進事業費                  ２９,２２５,６３７円 

専門課程訓練費                  ２７,４７１,５３５円 

職業能力開発校管理費               １２,８４６,９４８円 

障害者職業能力開発費               １０,１３６,９４４円 
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国民健康保険安定化対策事業費         ２２４,８８３,３８３円 

介護基盤整備等事業費             １８６,９４９,０５１円 

身体障害者総合援護費             １６６,７７６,０８７円 

児童措置費                 １４３,９０６,４７８円 

災害救助基金特別会計繰出金         １０２,４７３,０００円 

あけぼの医療福祉センター費          ８９,３９６,１１６円 

扶助費                      ７７,４２９,１６３円 

障害児施設給付費              ７１,４４２,５２９円 

介護福祉士等確保対策費              ７０,６２４,６６０円 

介護等給付費                  ６５,５０９,２５５円 

施設入所老人対策費              ４４,９８９,５３０円 

愛宕山こどもの国運営費              ３６,０４８,９０２円 

放課後児童対策費              ３４,９６０,３８４円 

在宅老人対策費                  ３１,８０７,０７１円 

社会福祉諸費                  ３０,４６０,２３２円 

児童福祉施設設置費補助金          ３０,４２９,６２９円 

社会福祉村管理費              ３０,１４９,４８７円 

ひとり親家庭医療費助成事業費          ２４,３７５,７９８円 

県社会福祉協議会関係助成費          ２２,９８２,０７４円 

知的障害者援護費              ２１,８２３,３４３円 

 

 

第４款 衛生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 9.1

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 85,014,388,380 52,461,953,662 0 147,713,468 0 32,404,721,250 61.7

3 57,560,172,200 40,739,288,189 0 2,245,052,380 0 14,575,831,631 70.8

対

前

年

度

比

較

金
額

27,454,216,180 11,722,665,473 0 △ 2,097,338,912 0 17,828,889,619

率
％

147.7 128.8 － 6.6 － 222.3
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

公衆衛生費              ３９,１４８,３９８,３６５円 

医薬費                   ９,８６３,３５６,０９４円 

環境衛生費               ２,３６４,７２４,４４２円 

保健所費               １,０８５,４７４,７６１円 

 

・増減額の内容 

公衆衛生費               １２,００３,４４０,７９９円増 

保健所費                  ９５,５２７,６４２円増 

環境衛生費                 ３３０,７０９,４１８円減 

医薬費                      ４５,５９３,５５０円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    動物愛護管理指導費                ５２,６２３,４６８円 

生活基盤施設耐震化等整備事業費          ４９,５０６,０００円 

感染症予防費                   ３５,５８４,０００円 

病院等施設整備推進事業費              １０,０００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

感染症措置費               ２３,６８５,１８５,２８４円 

感染症予防費                ５,６３２,４４５,２５３円 

生活衛生施設等指導監視費            ９０４,７４８,４６６円 

救急医療対策費                 ３２１,２８７,３６８円 

県立病院機構運営事業費             ２９９,８５５,０００円 

所運営費                 １９８,７９７,３３０円 

在宅医療推進事業費             １６８,３７５,８７６円 

産業廃棄物最終処分場管理事業費         １５９,４１９,５４８円 

母子保健推進事業費               １２０,１７９,６６７円 

保健師等指導費                 １０１,９６２,０７５円 

病院等施設整備推進事業費              ９９,９２５,０００円 

災害医療対策費                   ８６,８８７,３８７円 

特定疾患対策費                  ４６,４２９,８０９円 

医療機関等指導費              ３５,３３１,６７４円 

乳幼児医療対策費                  ３３,２８６,６６６円 

精神障害者医療費              ２５,６１４,４３５円 

医師確保対策費                  ２４,４９０,１６４円 

自殺対策総合事業費              ２４,３９３,８２１円 

 

 

第５款 労働費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 12.2

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 2,350,747,000 1,686,749,316 0 233,000,000 0 430,997,684 71.8

3 1,723,025,000 1,447,132,944 0 0 0 275,892,056 84.0

対

前

年

度

比

較

金
額

627,722,000 239,616,372 0 233,000,000 0 155,105,628

率
％

136.4 116.6 － 皆増 － 156.2
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

職業訓練費               １,１７５,７８８,５８９円 

労政費                     ３１４,８０１,０８７円 

労働力対策費                 １２６,８９８,４４８円 

労働委員会費                  ６９,２６１,１９２円 

 

・増減額の内容 

職業訓練費                 １２３,１５６,１２９円増 

労政費                     １２１,９１４,５９７円増 

労働委員会費                    ２,８０３,５７３円減 

労働力対策費                    ２,６５０,７８１円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    仕事と家庭の両立支援事業費                      ２３３,０００,０００円 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

    労使関係調整費                 ２２２,３６０,３０９円 

勤労者福祉資金対策費               ４２,９００,０００円 

離転職者訓練費                  ３０,１４９,８７３円 

雇用推進事業費                  ２９,２２５,６３７円 

専門課程訓練費                  ２７,４７１,５３５円 

職業能力開発校管理費               １２,８４６,９４８円 

障害者職業能力開発費               １０,１３６,９４４円 
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第６款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.0

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 47,505,001,581 31,976,061,504 0 12,980,696,689 996,189,395 1,552,053,993 67.3

3 44,932,095,542 29,361,097,385 381,717,000 12,625,472,564 1,288,615,017 1,275,193,576 65.3

対

前

年

度

比

較

金
額

2,572,906,039 2,614,964,119 △ 381,717,000 355,224,125 △ 292,425,622 276,860,417

率
％

105.7 108.9 皆減 102.8 77.3 121.7
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

林業費                  １３,１１５,３３３,０８３円 

農地費                  １１,８６４,４９３,９１１円 

農業水産業費               ５,７３２,６７４,６６６円 

畜産業費               １,２６３,５５９,８４４円 

 

・増減額の内容 

農業水産業費                １,００３,４６８,７８１円増 

農地費                     ９０３,２４５,３７１円増 

林業費                      ７４０,１２１,５０２円増 

畜産業費                   ３１,８７１,５３５円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

畑地帯総合整備事業費            ２,３２５,７１０,０００円 

中山間地域総合整備事業費                    １,９３９,９９０,０００円 

復旧治山費                                  １,９１５,４１８,７５７円 

防災重点農業用ため池緊急整備事業費             ９５６,０２３,０００円 

経営体育成基盤整備事業費                       ７４８,１３７,０００円 

やまなし果樹産地施設等整備事業費               ３４１,１５０,０００円 

省エネ・再エネ設備導入加速化事業費             ２９６,４７６,６３０円 

森林管理道開設費                               ２９３,５２２,０００円 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費         ２８７,６２６,０００円 

施設園芸等経営強化支援事業費                   ２７０,８３６,０００円 

農業用河川工作物等応急対策事業費               ２３９,６３７,０００円 

林道改良費                                     ２３６,０３５,０００円 

農村地域活性化農道整備事業費                   ２０２,９４３,０００円 

森林環境保全推進事業                           １９７,８３５,２０２円 

飼料関係対策事業費                             １８６,００６,０００円 

造林費                                         １７４,４４７,４４９円 

農村災害対策整備事業費                         １７３,４３９,０００円 

たん水防除事業費                               １６６,８０２,０００円 

森林環境保全推進支援事業                       １６６,７８４,５１６円 

障害防止対策耕地事業費                         １６１,０００,０００円 

山村地域活性化林道整備事業費                   １５７,３７８,３００円 

かんがい排水事業費                             １５１,０４６,０００円 

土地改良施設耐震対策事業費                     １３９,０６４,０００円 

総合農業技術センター運営費                     １３７,１６９,４００円 

水源地域緊急整備事業費                         １３１,６８０,３２０円 

用排水施設等整備事業費                         １１７,４０６,０００円 

森林居住環境整備事業費                         １１６,３８４,２００円 

予防治山費                               １１０,３６４,０００円 

農地環境整備事業費                             １０２,８４４,０００円 

地籍調査事業費                                   ８０,５３５,０００円 

地すべり防止費                                   ５９,９４３,８２３円 

広域営農団地農道整備事業費                       ５４,０１９,０００円 

基盤整備促進事業費                               ４５,６５０,０００円 

木材加工流通施設整備事業費                       ４１,７０９,５６２円 

企業的農業経営推進支援モデル事業費               ３３,０６２,０００円 

林地開発許可事務費                               ３０,５４７,０００円 

地域用水環境整備事業費                           ２９,０８７,０００円 

林道舗装費                                       ２４,６２７,０００円 

小規模治山事業費                                 ２０,８００,０００円 

畜産酪農技術センター運営費（本所）               １７,５８７,０００円 

就農促進総合支援事業費                           １５,０００,０００円 

金川の森公園施設長寿命化対策事業費               １４,０６５,８００円 

森林病害虫等駆除費                               １２,２１７,４０６円 

県立牧場管理費                                   １１,９９９,６００円 

 

○ 事故繰越の主な内容は、次のとおりである。 

  防災重点農業用ため池緊急整備事業費             １９２,４６９,８３０円 

畑地帯総合整備事業費             １７３,５１９,９９３円 

たん水防除事業費                        １５７,０００,０００円 

経営体育成基盤整備事業費                  ７４,７５８,９１５円 

中山間地域総合整備事業費                  ７３,２７０,０００円 

復旧治山費                                  ６１,７１８,０００円 

畜産酪農技術センター運営費                  ５２,８７４,８００円 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費          ５０,９６８,０００円 

土地改良施設耐震対策事業費                  ４４,３０３,５０５円 

地すべり防止費                                  ２８,７９６,９００円 

農村災害対策整備事業費                          ２０,２８１,０４３円 

林道改良費                                  １７,６１０,０００円 

県単土地改良事業費                          １５,８４０,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

災害関連緊急治山費               ３００,０００,０００円 

飼料関係対策事業費               ２４２,５０１,９１５円 

農業用河川工作物等応急対策事業費        １０９,９０５,０００円 

防災重点農業用ため池緊急整備事業費        ８９,５８０,６５２円 

県産材利用促進対策事業費             ６５,０８８,２４１円 

障害防止対策耕地事業費              ６４,５２１,３０１円 

県単土地改良事業費                ６２,５６８,２８７円 

県産材供給拠点づくり事業費            ５８,０００,０００円 

やまなし産地生産基盤パワーアップ事業費      ４１,５５３,８４７円 

就農促進総合支援事業費              ３４,０６９,６３１円 

森林環境保全推進支援事業             １９,９４１,５７１円 

総合農業技術センター運営費            １９,３８７,３６０円 

機構借受農地整備事業費              １８,５６４,７００円 

林業資金対策費                  １８,０００,０００円 

特定鳥獣保護管理費                １６,７２２,６２２円 

県有林振興事業助成費               １４,５２２,３６５円 

施設管理運営費                  １２,４２４,１０８円 

木質バイオマス利活用促進事業費          １２,２６１,０００円 

狩猟管理指導費                  １０,７３４,６７０円 
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第６款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.0

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 47,505,001,581 31,976,061,504 0 12,980,696,689 996,189,395 1,552,053,993 67.3

3 44,932,095,542 29,361,097,385 381,717,000 12,625,472,564 1,288,615,017 1,275,193,576 65.3

対

前

年

度

比

較

金
額

2,572,906,039 2,614,964,119 △ 381,717,000 355,224,125 △ 292,425,622 276,860,417

率
％

105.7 108.9 皆減 102.8 77.3 121.7
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

林業費                  １３,１１５,３３３,０８３円 

農地費                  １１,８６４,４９３,９１１円 

農業水産業費               ５,７３２,６７４,６６６円 

畜産業費               １,２６３,５５９,８４４円 

 

・増減額の内容 

農業水産業費                １,００３,４６８,７８１円増 

農地費                     ９０３,２４５,３７１円増 

林業費                      ７４０,１２１,５０２円増 

畜産業費                   ３１,８７１,５３５円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

畑地帯総合整備事業費            ２,３２５,７１０,０００円 

中山間地域総合整備事業費                    １,９３９,９９０,０００円 

復旧治山費                                  １,９１５,４１８,７５７円 

防災重点農業用ため池緊急整備事業費             ９５６,０２３,０００円 

経営体育成基盤整備事業費                       ７４８,１３７,０００円 

やまなし果樹産地施設等整備事業費               ３４１,１５０,０００円 

省エネ・再エネ設備導入加速化事業費             ２９６,４７６,６３０円 

森林管理道開設費                               ２９３,５２２,０００円 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費         ２８７,６２６,０００円 

施設園芸等経営強化支援事業費                   ２７０,８３６,０００円 

農業用河川工作物等応急対策事業費               ２３９,６３７,０００円 

林道改良費                                     ２３６,０３５,０００円 

農村地域活性化農道整備事業費                   ２０２,９４３,０００円 

森林環境保全推進事業                           １９７,８３５,２０２円 

飼料関係対策事業費                             １８６,００６,０００円 

造林費                                         １７４,４４７,４４９円 

農村災害対策整備事業費                         １７３,４３９,０００円 

たん水防除事業費                               １６６,８０２,０００円 

森林環境保全推進支援事業                       １６６,７８４,５１６円 

障害防止対策耕地事業費                         １６１,０００,０００円 

山村地域活性化林道整備事業費                   １５７,３７８,３００円 

かんがい排水事業費                             １５１,０４６,０００円 

土地改良施設耐震対策事業費                     １３９,０６４,０００円 

総合農業技術センター運営費                     １３７,１６９,４００円 

水源地域緊急整備事業費                         １３１,６８０,３２０円 

用排水施設等整備事業費                         １１７,４０６,０００円 

森林居住環境整備事業費                         １１６,３８４,２００円 

予防治山費                               １１０,３６４,０００円 

農地環境整備事業費                             １０２,８４４,０００円 

地籍調査事業費                                   ８０,５３５,０００円 

地すべり防止費                                   ５９,９４３,８２３円 

広域営農団地農道整備事業費                       ５４,０１９,０００円 

基盤整備促進事業費                               ４５,６５０,０００円 

木材加工流通施設整備事業費                       ４１,７０９,５６２円 

企業的農業経営推進支援モデル事業費               ３３,０６２,０００円 

林地開発許可事務費                               ３０,５４７,０００円 

地域用水環境整備事業費                           ２９,０８７,０００円 

林道舗装費                                       ２４,６２７,０００円 

小規模治山事業費                                 ２０,８００,０００円 

畜産酪農技術センター運営費（本所）               １７,５８７,０００円 

就農促進総合支援事業費                           １５,０００,０００円 

金川の森公園施設長寿命化対策事業費               １４,０６５,８００円 

森林病害虫等駆除費                               １２,２１７,４０６円 

県立牧場管理費                                   １１,９９９,６００円 

 

○ 事故繰越の主な内容は、次のとおりである。 

  防災重点農業用ため池緊急整備事業費             １９２,４６９,８３０円 

畑地帯総合整備事業費             １７３,５１９,９９３円 

たん水防除事業費                        １５７,０００,０００円 

経営体育成基盤整備事業費                  ７４,７５８,９１５円 

中山間地域総合整備事業費                  ７３,２７０,０００円 

復旧治山費                                  ６１,７１８,０００円 

畜産酪農技術センター運営費                  ５２,８７４,８００円 

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費          ５０,９６８,０００円 

土地改良施設耐震対策事業費                  ４４,３０３,５０５円 

地すべり防止費                                  ２８,７９６,９００円 

農村災害対策整備事業費                          ２０,２８１,０４３円 

林道改良費                                  １７,６１０,０００円 

県単土地改良事業費                          １５,８４０,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

災害関連緊急治山費               ３００,０００,０００円 

飼料関係対策事業費               ２４２,５０１,９１５円 

農業用河川工作物等応急対策事業費        １０９,９０５,０００円 

防災重点農業用ため池緊急整備事業費        ８９,５８０,６５２円 

県産材利用促進対策事業費             ６５,０８８,２４１円 

障害防止対策耕地事業費              ６４,５２１,３０１円 

県単土地改良事業費                ６２,５６８,２８７円 

県産材供給拠点づくり事業費            ５８,０００,０００円 

やまなし産地生産基盤パワーアップ事業費      ４１,５５３,８４７円 

就農促進総合支援事業費              ３４,０６９,６３１円 

森林環境保全推進支援事業             １９,９４１,５７１円 

総合農業技術センター運営費            １９,３８７,３６０円 

機構借受農地整備事業費              １８,５６４,７００円 

林業資金対策費                  １８,０００,０００円 

特定鳥獣保護管理費                １６,７２２,６２２円 

県有林振興事業助成費               １４,５２２,３６５円 

施設管理運営費                  １２,４２４,１０８円 

木質バイオマス利活用促進事業費          １２,２６１,０００円 

狩猟管理指導費                  １０,７３４,６７０円 
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第７款 商工費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

8.0

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 110,933,767,826 80,263,036,300 0 7,908,929,039 63,248,000 22,698,554,487 72.4

3 121,476,493,681 78,263,820,203 377,872,080 16,087,378,746 112,667,000 26,634,755,652 64.4

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 10,542,725,855 1,999,216,097 △ 377,872,080 △ 8,178,449,707 △ 49,419,000 △ 3,936,201,165

率
％

91.3 102.6 皆減 49.2 56.1 85.2
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

商工費                                   ６７,４８２,６７０,４８３円 

観光費                                   １２,７８０,３６５,８１７円 

 

・増減額の内容 

観光費                   ９,８７２,６１７,７３９円増 

商工費                    ７,８７３,４０１,６４２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    観光促進指導費                             ４,１４７,５８１,０００円 

商工会等指導費                             ２,５２６,９６８,７４０円 

商業振興事業費                                ７３７,５６７,３９９円 

ツアー造成促進事業費                        １６６,５００,０００円 

観光施設維持補修費                        １５１,４３７,０００円 

国際観光推進費                                  ８９,９００,０００円 

企業立地対策費                                  ６９,２２７,０００円 

基盤的技術産業集積活性化推進事業費          １８,３４７,９００円 

流通近代化対策費                            １,４００,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

企業立地対策費                                  ６３,２４８,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金対策費                １８,６２２,８１２,７６４円 

観光促進指導費               １,２９６,４８３,７１６円 

生活関連施設等感染予防対策強化事業費補助金 １,２１９,９７４,３５９円 

ツアー造成促進事業費              ８１９,３２４,４６４円 

基盤的技術産業集積活性化推進事業費       ２０５,５２６,７９６円 

国際観光推進費                 １１７,６８９,７７０円 

アイメッセ山梨運営費               ５８,７５７,０７４円 

商業振興事業費                  ４０,６８８,１４９円 

無尽でお助け めざせ！みんなで１００億円キャンペーン事業費 

３８,１３５,７２７円 

甲府技術支援センター所運営費           ３１,１０６,４８６円 

商工会等指導費                  ２７,６００,００９円 

甲府技術支援センター研究指導費          ２０,６９６,４９５円 

休廃止鉱山対策事業費               １９,１１２,７６３円 

観光施設維持補修費                １８,６３０,４５０円 

設備貸与事業円滑化事業費             １０,６４２,０００円 

 

 

 

第８款 土木費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.5

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 134,046,853,746 92,014,348,647 0 40,928,968,682 306,999,619 796,536,798 68.6

3 131,562,275,980 88,215,577,646 0 42,267,045,751 675,356,995 404,295,588 67.1

対
前
年

度
比
較

金
額

2,484,577,766 3,798,771,001 0 △ 1,338,077,069 △ 368,357,376 392,241,210

率
％

101.9 104.3 － 96.8 45.5 197.0
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

道路橋りょう費              ４５,２４３,２５３,５０８円 

河川砂防費              ２３,１６２,４９０,９１０円 

都市計画費              １０,７６６,２９５,５３９円 

住宅費                   ９,９４１,２２０,７６６円 

土木管理費               ２,９０１,０８７,９２４円 

 

・増減額の内容  

道路橋りょう費               ３,２８４,６０４,１７７円増 

住宅費                          ５０７,０９０,９４２円増 

河川砂防費                    ２８１,７２５,６０４円増 

土木管理費                 １１６,３２４,０７０円増 

都市計画費                 ３９０,９７３,７９２円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

国道橋りょう改築費           ４,８３１,３１４,３９８円 

緊急道路整備改築費           ３,８９１,０１３,５６９円 

街路事業費               ３,４２７,８３７,１７０円 

通常砂防事業費               ３,３６１,４７９,２９９円 

県道橋りょう修繕費           ２,７４８,６４３,７１７円 

道路修繕費               ２,３９４,８９７,５２６円 

緊急道路整備修繕費           ２,２８７,２２２,９８４円 

統合一級河川整備事業費           １,８７９,８４２,９４４円 

基幹河川改修事業費           １,６８８,５１３,２１０円 

急傾斜地崩壊対策事業費           １,５６６,８８６,７７７円 

県単独河川改良費           １,４８７,０２９,１８５円 

県道橋りょう改築費           １,４３５,３２９,０４３円 

国道橋りょう修繕費           １,２０５,６６０,５７６円 

都市公園建設費               １,２０１,１３３,２３８円 

県単独道路改築費           １,１３３,４２８,０４０円 

砂防事業費                 ９９６,１９８,７６１円 

火山砂防事業費                 ８０３,７７３,４７９円 

リニア中央新幹線建設工事発生土処分受託事業費  ６４５,４３９,０２５円 

県単独河川維持修繕費             ５０１,４０１,２６１円 

広瀬ダム堰堤改良事業費             ４４６,３７７,０００円 

県営住宅長寿命化型改善事業費          ４０６,８４４,４１０円 

河川防災情報基盤緊急整備事業費         ３９９,２８９,４７２円 

広域連携河川改修費             ３１７,０２１,１９１円 

県単独街路整備費             ３０４,８３６,８５６円 

地すべり対策事業費             ２２９,０５３,９３０円 

深城ダム堰堤改良事業費             １８６,３９９,０００円 

特定構造物改築事業費             １４６,６９３,７７３円 
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第７款 商工費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

8.0

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 110,933,767,826 80,263,036,300 0 7,908,929,039 63,248,000 22,698,554,487 72.4

3 121,476,493,681 78,263,820,203 377,872,080 16,087,378,746 112,667,000 26,634,755,652 64.4

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 10,542,725,855 1,999,216,097 △ 377,872,080 △ 8,178,449,707 △ 49,419,000 △ 3,936,201,165

率
％

91.3 102.6 皆減 49.2 56.1 85.2
 

  ○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

商工費                                   ６７,４８２,６７０,４８３円 

観光費                                   １２,７８０,３６５,８１７円 

 

・増減額の内容 

観光費                   ９,８７２,６１７,７３９円増 

商工費                    ７,８７３,４０１,６４２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    観光促進指導費                             ４,１４７,５８１,０００円 

商工会等指導費                             ２,５２６,９６８,７４０円 

商業振興事業費                                ７３７,５６７,３９９円 

ツアー造成促進事業費                        １６６,５００,０００円 

観光施設維持補修費                        １５１,４３７,０００円 

国際観光推進費                                  ８９,９００,０００円 

企業立地対策費                                  ６９,２２７,０００円 

基盤的技術産業集積活性化推進事業費          １８,３４７,９００円 

流通近代化対策費                            １,４００,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

企業立地対策費                                  ６３,２４８,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

資金対策費                １８,６２２,８１２,７６４円 

観光促進指導費               １,２９６,４８３,７１６円 

生活関連施設等感染予防対策強化事業費補助金 １,２１９,９７４,３５９円 

ツアー造成促進事業費              ８１９,３２４,４６４円 

基盤的技術産業集積活性化推進事業費       ２０５,５２６,７９６円 

国際観光推進費                 １１７,６８９,７７０円 

アイメッセ山梨運営費               ５８,７５７,０７４円 

商業振興事業費                  ４０,６８８,１４９円 

無尽でお助け めざせ！みんなで１００億円キャンペーン事業費 

３８,１３５,７２７円 

甲府技術支援センター所運営費           ３１,１０６,４８６円 

商工会等指導費                  ２７,６００,００９円 

甲府技術支援センター研究指導費          ２０,６９６,４９５円 

休廃止鉱山対策事業費               １９,１１２,７６３円 

観光施設維持補修費                １８,６３０,４５０円 

設備貸与事業円滑化事業費             １０,６４２,０００円 

 

 

 

第８款 土木費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.5

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 134,046,853,746 92,014,348,647 0 40,928,968,682 306,999,619 796,536,798 68.6

3 131,562,275,980 88,215,577,646 0 42,267,045,751 675,356,995 404,295,588 67.1

対
前
年

度
比
較

金
額

2,484,577,766 3,798,771,001 0 △ 1,338,077,069 △ 368,357,376 392,241,210

率
％

101.9 104.3 － 96.8 45.5 197.0
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

道路橋りょう費              ４５,２４３,２５３,５０８円 

河川砂防費              ２３,１６２,４９０,９１０円 

都市計画費              １０,７６６,２９５,５３９円 

住宅費                   ９,９４１,２２０,７６６円 

土木管理費               ２,９０１,０８７,９２４円 

 

・増減額の内容  

道路橋りょう費               ３,２８４,６０４,１７７円増 

住宅費                          ５０７,０９０,９４２円増 

河川砂防費                    ２８１,７２５,６０４円増 

土木管理費                 １１６,３２４,０７０円増 

都市計画費                 ３９０,９７３,７９２円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

国道橋りょう改築費           ４,８３１,３１４,３９８円 

緊急道路整備改築費           ３,８９１,０１３,５６９円 

街路事業費               ３,４２７,８３７,１７０円 

通常砂防事業費               ３,３６１,４７９,２９９円 

県道橋りょう修繕費           ２,７４８,６４３,７１７円 

道路修繕費               ２,３９４,８９７,５２６円 

緊急道路整備修繕費           ２,２８７,２２２,９８４円 

統合一級河川整備事業費           １,８７９,８４２,９４４円 

基幹河川改修事業費           １,６８８,５１３,２１０円 

急傾斜地崩壊対策事業費           １,５６６,８８６,７７７円 

県単独河川改良費           １,４８７,０２９,１８５円 

県道橋りょう改築費           １,４３５,３２９,０４３円 

国道橋りょう修繕費           １,２０５,６６０,５７６円 

都市公園建設費               １,２０１,１３３,２３８円 

県単独道路改築費           １,１３３,４２８,０４０円 

砂防事業費                 ９９６,１９８,７６１円 

火山砂防事業費                 ８０３,７７３,４７９円 

リニア中央新幹線建設工事発生土処分受託事業費  ６４５,４３９,０２５円 

県単独河川維持修繕費             ５０１,４０１,２６１円 

広瀬ダム堰堤改良事業費             ４４６,３７７,０００円 

県営住宅長寿命化型改善事業費          ４０６,８４４,４１０円 

河川防災情報基盤緊急整備事業費         ３９９,２８９,４７２円 

広域連携河川改修費             ３１７,０２１,１９１円 

県単独街路整備費             ３０４,８３６,８５６円 

地すべり対策事業費             ２２９,０５３,９３０円 

深城ダム堰堤改良事業費             １８６,３９９,０００円 

特定構造物改築事業費             １４６,６９３,７７３円 
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県営住宅建替事業費             １４０,９３６,４８２円 

交通対策道路事業費             １３９,４６７,４３３円 

琴川ダム堰堤改良事業費             １１０,３３５,０００円 

生活関連土木施設整備事業費          ９０,０６９,０１１円 

統合一級河川整備受託事業費          ８２,９１０,０００円 

県営住宅改善事業費              ６６,６８０,７６４円 

荒川ダム堰堤改良事業費              ６５,４７８,０００円 

障害防止対策河川事業費              ４５,９９１,５００円 

県単独急傾斜地崩壊対策事業費          ４２,５７６,３８７円 

広域連携道路改築費              ３３,３９８,９００円 

基幹河川改修受託事業費              ３２,４４９,０００円 

大門ダム堰堤改良事業費              ２７,３０４,０００円 

塩川ダム管理費                  ２０,９０４,３４５円 

砂防維持修繕費                  １８,４５０,０００円 

流域下水道事業会計単独事業県補助金        １７,３３７,２５０円 

土砂災害情報相互通報システム整備事業費      １５,５５０,１００円 

高規格道路促進調査費              １３,５９３,０００円 

荒川ダム管理費                  １１,６１２,４４０円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

街路事業費                     ２３７,９００,０００円 

 国道橋りょう改築費                   ６９,０９９,６１９円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

住宅・建築物耐震化支援事業費          １７２,０６０,３８０円 

都市公園建設費                 １６４,２７９,１１９円 

住まいづくり推進事業費              ５６,６５６,６０５円 

統合一級河川整備受託事業費             ５２,０８７,２７４円 

県営住宅管理費                   ４５,９２５,４２７円 

県営住宅長寿命化型改善事業費            ４３,９７９,５１４円 

基幹河川改修受託事業費               ２６,６０７,２１２円 

舗装道原因者復旧事業費               ２５,６７８,１８２円 

甲府中央スマートインターチェンジ(仮称)用地事務受託事業費 

                          １６,４２４,３４５円 

富士山有料道路管理費補助金             １４,２９６,７１０円 

計画調査費                     １３,１９３,０５０円 

流域下水道事業会計総務事務費            １２,１８５,２９０円 

県営住宅改善事業費                 １１,９６２,０００円 

荒川ダム管理費                   １１,８２６,５１０円 

通常砂防受託事業費                 １１,３２６,２００円 

道路事業費負担金                  １１,１４２,２２８円 

一般管理費                     １１,０１１,４４８円 

大門ダム管理費                   １０,８０７,５６９円 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９款 警察費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.6

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 23,476,417,200 22,810,895,007 0 86,125,000 97,040,700 482,356,493 97.2

3 22,472,525,000 21,714,642,144 0 443,104,200 53,053,000 261,725,656 96.6

対
前
年

度
比
較

金
額

1,003,892,200 1,096,252,863 0 △ 356,979,200 43,987,700 220,630,837

率
％

104.5 105.0 － 19.4 182.9 184.3
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

警察管理費               ２０,２２０,８５８,０７６円 

警察活動費                             ２,５９０,０３６,９３１円 

 

・増減額の内容 

警察管理費                 ８０６,１００,０４２円増 

警察活動費                   ２９０,１５２,８２１円増 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    駐在所等建設費                  ７０,０８１,０００円 

警察施設維持補修費                １６,０４４,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

航空機維持費                                     ９３,９８４,５００円 

警察署等整備費                    １,６１３,０００円 

駐在所等建設費                    １,４４３,２００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

    警察本部庁舎等整備費              １４１,４０１,８０２円 

交通安全施設整備費                ５３,６２４,９６３円 

警察本部一般庁用事務費              ２８,６６２,８０９円 

交通円滑化対策費                 ２０,１０６,７９９円 

航空機維持費                   １９,１２９,５６２円 

警察電話維持費                  １８,９２８,９４４円 

被服費                       １８,５５０,２９７円 

駐在所等建設費                  １２,８１６,５２５円 

健康管理費                     １１,７５３,１２５円 

交通管制センター整備費              １１,５４２,０００円 

交通反則通告管理システム運営費          １１,２１２,１２８円 

 

 

第１０款 教育費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.7

8,794,612 △ 286,831,241

率
％

98.1 99.9 皆減 24.8 皆増 87.9

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 1,749,291,912 △ 78,523,743 △ 437,911,048 △ 954,820,492

97.3

3 91,534,141,565 87,465,874,230 437,911,048 1,269,186,605 0 2,361,169,682 95.6

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 89,784,849,653 87,387,350,487 0 314,366,113 8,794,612 2,074,338,441

  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

小学校費                ２４,４７７,１００,１２６円 
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県営住宅建替事業費             １４０,９３６,４８２円 

交通対策道路事業費             １３９,４６７,４３３円 

琴川ダム堰堤改良事業費             １１０,３３５,０００円 

生活関連土木施設整備事業費          ９０,０６９,０１１円 

統合一級河川整備受託事業費          ８２,９１０,０００円 

県営住宅改善事業費              ６６,６８０,７６４円 

荒川ダム堰堤改良事業費              ６５,４７８,０００円 

障害防止対策河川事業費              ４５,９９１,５００円 

県単独急傾斜地崩壊対策事業費          ４２,５７６,３８７円 

広域連携道路改築費              ３３,３９８,９００円 

基幹河川改修受託事業費              ３２,４４９,０００円 

大門ダム堰堤改良事業費              ２７,３０４,０００円 

塩川ダム管理費                  ２０,９０４,３４５円 

砂防維持修繕費                  １８,４５０,０００円 

流域下水道事業会計単独事業県補助金        １７,３３７,２５０円 

土砂災害情報相互通報システム整備事業費      １５,５５０,１００円 

高規格道路促進調査費              １３,５９３,０００円 

荒川ダム管理費                  １１,６１２,４４０円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

街路事業費                     ２３７,９００,０００円 

 国道橋りょう改築費                   ６９,０９９,６１９円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

住宅・建築物耐震化支援事業費          １７２,０６０,３８０円 

都市公園建設費                 １６４,２７９,１１９円 

住まいづくり推進事業費              ５６,６５６,６０５円 

統合一級河川整備受託事業費             ５２,０８７,２７４円 

県営住宅管理費                   ４５,９２５,４２７円 

県営住宅長寿命化型改善事業費            ４３,９７９,５１４円 

基幹河川改修受託事業費               ２６,６０７,２１２円 

舗装道原因者復旧事業費               ２５,６７８,１８２円 

甲府中央スマートインターチェンジ(仮称)用地事務受託事業費 

                          １６,４２４,３４５円 

富士山有料道路管理費補助金             １４,２９６,７１０円 

計画調査費                     １３,１９３,０５０円 

流域下水道事業会計総務事務費            １２,１８５,２９０円 

県営住宅改善事業費                 １１,９６２,０００円 

荒川ダム管理費                   １１,８２６,５１０円 

通常砂防受託事業費                 １１,３２６,２００円 

道路事業費負担金                  １１,１４２,２２８円 

一般管理費                     １１,０１１,４４８円 

大門ダム管理費                   １０,８０７,５６９円 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９款 警察費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.6

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 23,476,417,200 22,810,895,007 0 86,125,000 97,040,700 482,356,493 97.2

3 22,472,525,000 21,714,642,144 0 443,104,200 53,053,000 261,725,656 96.6

対
前
年

度
比
較

金
額

1,003,892,200 1,096,252,863 0 △ 356,979,200 43,987,700 220,630,837

率
％

104.5 105.0 － 19.4 182.9 184.3
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

警察管理費               ２０,２２０,８５８,０７６円 

警察活動費                             ２,５９０,０３６,９３１円 

 

・増減額の内容 

警察管理費                 ８０６,１００,０４２円増 

警察活動費                   ２９０,１５２,８２１円増 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

    駐在所等建設費                  ７０,０８１,０００円 

警察施設維持補修費                １６,０４４,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

航空機維持費                                     ９３,９８４,５００円 

警察署等整備費                    １,６１３,０００円 

駐在所等建設費                    １,４４３,２００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

    警察本部庁舎等整備費              １４１,４０１,８０２円 

交通安全施設整備費                ５３,６２４,９６３円 

警察本部一般庁用事務費              ２８,６６２,８０９円 

交通円滑化対策費                 ２０,１０６,７９９円 

航空機維持費                   １９,１２９,５６２円 

警察電話維持費                  １８,９２８,９４４円 

被服費                       １８,５５０,２９７円 

駐在所等建設費                  １２,８１６,５２５円 

健康管理費                     １１,７５３,１２５円 

交通管制センター整備費              １１,５４２,０００円 

交通反則通告管理システム運営費          １１,２１２,１２８円 

 

 

第１０款 教育費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

1.7

8,794,612 △ 286,831,241

率
％

98.1 99.9 皆減 24.8 皆増 87.9

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 1,749,291,912 △ 78,523,743 △ 437,911,048 △ 954,820,492

97.3

3 91,534,141,565 87,465,874,230 437,911,048 1,269,186,605 0 2,361,169,682 95.6

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 89,784,849,653 87,387,350,487 0 314,366,113 8,794,612 2,074,338,441

  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

小学校費                ２４,４７７,１００,１２６円 
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高等学校費                １５,７２１,４０５,１５８円 

教育総務費                １４,６４３,６１８,５６０円 

中学校費                １４,２０７,５７３,６３０円 

特別支援学校費                 ７,２７６,０５０,９２６円 

私学振興費                 ５,７５４,５１４,１７８円 

社会教育費                 ３,３９７,９３６,７７５円 

大学費                     １,２４５,２９４,４０３円 

保健体育費                  ６６３,８５６,７３１円 

 

・増減額の内容 

小学校費                  ３６９,６５８,２１３円増 

私学振興費                 ２３３,７２９,４８３円増 

大学費                   １７４,９８９,４９２円増 

社会教育費                  １４１,６６５,０６２円増 

教育総務費                   ３６,７９０,１４６円増 

特別支援学校費                    １９,４１７,２２１円増 

高等学校費                 ９２９,７３６,４６２円減 

保健体育費                  １１６,３２６,１８４円減 

中学校費                      ８,７１０,７１４円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

埋蔵文化財調査費                  ７１,４９４,７６３円 

文化財保護調査費                                 ６５,８９２,１５０円 

県立高等学校教育活動継続対策事業費        ６２,５５０,０００円 

特別支援学校教育活動継続対策事業費               ４５,０００,０００円 

ゆずりはら青少年自然の里運営費                   ３７,８４８,０００円 

学校体育振興費                  １２,２４０,０００円 

私学振興費（子育て支援局）                １１,３６８,２００円 

考古博物館運営費                  ５,８７２,０００円 

スポーツ協会助成費                           ２,１０１,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

教育事務所運営費                                  ８,７９４,６１２円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

高校施設整備費                 ３７４,３９３,７３５円 

埋蔵文化財調査費                １４４,３８０,７１７円 

私学振興費（県民生活部）             ６０,２３８,６１５円 

芸術文化推進事業費                ４６,０３０,３６３円 

学校保健推進費                  ４０,０９７,７７７円 

私立高等学校等就学支援事業費           ３７,８５５,４４９円 

職員福利厚生費                  ３３,０８７,０９３円 

学力向上総合対策事業費              ２５,９９２,４３２円 

国民体育大会選手派遣費              ２４,９６６,５８７円 

初任者研修費                   ２４,３５２,９１４円 

博物館運営費                   １６,６７９,１８５円 

私立幼稚園等特別支援教育費補助金         １６,０７２,０００円 

私立学校運営費補助金               １５,７５８,０００円 

特別支援学校児童生徒就学奨励費          １４,２７３,５０７円 

芸術の森運営費                  １３,２６９,５６６円 

競技力向上費                   １３,１３９,８２２円 

私学振興費（子育て支援局）            １０,８０５,０００円 

美術館事業費                   １０,０８３,２１４円 

 

 

第１１款 災害復旧費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 10.4

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 2,644,241,006 988,703,791 0 768,893,300 214,954,266 671,689,649 37.4

3 2,440,233,262 1,165,424,133 0 451,522,006 0 823,287,123 47.8

対
前
年

度
比
較

金
額

204,007,744 △ 176,720,342 0 317,371,294 214,954,266 △ 151,597,474

率
％

108.4 84.8 － 170.3 皆増 81.6
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

土木施設災害復旧費               ８６３,６０４,７９１円 

農林水産施設災害復旧費             １２５,０９９,０００円 

 

・増減額の内容 

農林水産施設災害復旧費             １４７,８５１,１８０円減 

土木施設災害復旧費                   ２８,８６９,１６２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

令和４年災害復旧費             ４１１,２２９,８００円 

令和元年林道災害復旧費             ２０６,００４,０００円 

令和３年災害復旧費             １３８,８２０,５００円 

令和４年林道災害復旧費               １２,７１１,０００円 

市町村災害復旧事業指導監督費               １２８,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

令和３年災害復旧費                             ２０７,９８５,２８０円 

 県単独災害復旧費                        ６,９６８,９８６円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

県単独災害復旧費                ２１８,４６８,５３５円 

令和４年耕地災害復旧費             １４３,１９２,０００円 

令和４年林地荒廃防止施設災害復旧費       １００,０００,０００円 

令和元年林道災害復旧費               ９６,００５,０００円 

令和４年林道災害復旧費               ５６,９９４,０００円 

小規模治山災害復旧事業               ２０,５００,０００円 

令和３年耕地災害復旧費               １５,４１５,０００円 

令和２年耕地災害復旧費               １０,７１６,０００円 

令和３年災害復旧費                 １０,３９９,１１４円 
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高等学校費                １５,７２１,４０５,１５８円 

教育総務費                １４,６４３,６１８,５６０円 

中学校費                １４,２０７,５７３,６３０円 

特別支援学校費                 ７,２７６,０５０,９２６円 

私学振興費                 ５,７５４,５１４,１７８円 

社会教育費                 ３,３９７,９３６,７７５円 

大学費                     １,２４５,２９４,４０３円 

保健体育費                  ６６３,８５６,７３１円 

 

・増減額の内容 

小学校費                  ３６９,６５８,２１３円増 

私学振興費                 ２３３,７２９,４８３円増 

大学費                   １７４,９８９,４９２円増 

社会教育費                  １４１,６６５,０６２円増 

教育総務費                   ３６,７９０,１４６円増 

特別支援学校費                    １９,４１７,２２１円増 

高等学校費                 ９２９,７３６,４６２円減 

保健体育費                  １１６,３２６,１８４円減 

中学校費                      ８,７１０,７１４円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

埋蔵文化財調査費                  ７１,４９４,７６３円 

文化財保護調査費                                 ６５,８９２,１５０円 

県立高等学校教育活動継続対策事業費        ６２,５５０,０００円 

特別支援学校教育活動継続対策事業費               ４５,０００,０００円 

ゆずりはら青少年自然の里運営費                   ３７,８４８,０００円 

学校体育振興費                  １２,２４０,０００円 

私学振興費（子育て支援局）                １１,３６８,２００円 

考古博物館運営費                  ５,８７２,０００円 

スポーツ協会助成費                           ２,１０１,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

教育事務所運営費                                  ８,７９４,６１２円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

高校施設整備費                 ３７４,３９３,７３５円 

埋蔵文化財調査費                １４４,３８０,７１７円 

私学振興費（県民生活部）             ６０,２３８,６１５円 

芸術文化推進事業費                ４６,０３０,３６３円 

学校保健推進費                  ４０,０９７,７７７円 

私立高等学校等就学支援事業費           ３７,８５５,４４９円 

職員福利厚生費                  ３３,０８７,０９３円 

学力向上総合対策事業費              ２５,９９２,４３２円 

国民体育大会選手派遣費              ２４,９６６,５８７円 

初任者研修費                   ２４,３５２,９１４円 

博物館運営費                   １６,６７９,１８５円 

私立幼稚園等特別支援教育費補助金         １６,０７２,０００円 

私立学校運営費補助金               １５,７５８,０００円 

特別支援学校児童生徒就学奨励費          １４,２７３,５０７円 

芸術の森運営費                  １３,２６９,５６６円 

競技力向上費                   １３,１３９,８２２円 

私学振興費（子育て支援局）            １０,８０５,０００円 

美術館事業費                   １０,０８３,２１４円 

 

 

第１１款 災害復旧費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 10.4

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 2,644,241,006 988,703,791 0 768,893,300 214,954,266 671,689,649 37.4

3 2,440,233,262 1,165,424,133 0 451,522,006 0 823,287,123 47.8

対
前
年

度
比
較

金
額

204,007,744 △ 176,720,342 0 317,371,294 214,954,266 △ 151,597,474

率
％

108.4 84.8 － 170.3 皆増 81.6
  

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

土木施設災害復旧費               ８６３,６０４,７９１円 

農林水産施設災害復旧費             １２５,０９９,０００円 

 

・増減額の内容 

農林水産施設災害復旧費             １４７,８５１,１８０円減 

土木施設災害復旧費                   ２８,８６９,１６２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

令和４年災害復旧費             ４１１,２２９,８００円 

令和元年林道災害復旧費             ２０６,００４,０００円 

令和３年災害復旧費             １３８,８２０,５００円 

令和４年林道災害復旧費               １２,７１１,０００円 

市町村災害復旧事業指導監督費               １２８,０００円 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

令和３年災害復旧費                             ２０７,９８５,２８０円 

 県単独災害復旧費                        ６,９６８,９８６円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

県単独災害復旧費                ２１８,４６８,５３５円 

令和４年耕地災害復旧費             １４３,１９２,０００円 

令和４年林地荒廃防止施設災害復旧費       １００,０００,０００円 

令和元年林道災害復旧費               ９６,００５,０００円 

令和４年林道災害復旧費               ５６,９９４,０００円 

小規模治山災害復旧事業               ２０,５００,０００円 

令和３年耕地災害復旧費               １５,４１５,０００円 

令和２年耕地災害復旧費               １０,７１６,０００円 

令和３年災害復旧費                 １０,３９９,１１４円 
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第１２款 公債費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 70,797,327,000 70,759,957,628 0 0 0 37,369,372 99.9

3 73,212,845,000 73,176,196,832 0 0 0 36,648,168 99.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 2,415,518,000 △ 2,416,239,204 0 0 0 721,204

率
％

96.7 96.7 － － － 102.0
 

 

 

第１３款 諸支出金 

 予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.1

0 △ 128,940,342

率
％

68.1 68.2 － － － 61.4

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 17,900,374,000 △ 17,771,433,658 0 0

99.5

3 56,155,657,000 55,821,238,156 0 0 0 334,418,844 99.4

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 38,255,283,000 38,049,804,498 0 0 0 205,478,502

  

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

諸費                   ３８,０３０,１６７,１９１円 

公共施設整備等事業基金積立金             １４,１３１,１０９円 

財政調整基金積立金                    ２,７４５,３９３円 

土地開発基金積立金                ２,７１７,０８７円 

 

・増減額の主な内容 

財政調整基金積立金              ８,９９９,４７７,０９１円減 

公共施設整備等事業基金積立金        ５,４９９,５１８,３９９円減 

県債管理基金積立金            ３,０００,０００,０００円減 

諸費                             ２７３,３８８,１８４円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

  法人事業税交付金                  ６４,６４６,０００円 

配当割交付金                    ５７,６７３,０００円 

株式等譲渡所得割交付金               ４６,１４０,０００円 

自動車税環境性能割交付金              ２６,１４９,０００円 

 

 

第１４款 予備費 
補正予算額 充　　用　　額 不　用　額

円 円 円

当初予算額
円

500,000,000 0 413,674,000 86,326,000
 

４ 特 別 会 計 

 

恩賜県有財産特別会計ほか９会計の歳入歳出決算の状況は、次の表のとおりである。  

 

（１）恩賜県有財産特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 5.3 △ 0.6
率
％

102.3 97.5 97.0 皆減 204.4

55,372,819対
前
年

度
比
較

金
額

227,684,300 △ 249,155,860 △ 304,370,079 △ 158,600

53,061,066 237,394,965 102.4 99.53 9,763,252,800 10,053,867,431 10,000,647,765 158,600

△ 294,659,414 97.1 98.9

年度

4 9,990,937,100 9,804,711,571 9,696,277,686 0 108,433,885

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入                ２,０１１,９３０,４１２円 

使用料（行政財産使用料）          ２,００１,５９０,１３５円 

事業費県補助金               １,９８７,３３９,７０５円 

繰越金                   １,６４９,９０１,８７２円 

林道債                    ８７５,０００,０００円 

生産物売払収入                ４４２,９８２,８７４円 

雑入                     ３６７,９３５,８４２円 

借換債                    ２４６,０１２,０００円 

  

・増減額の主な内容 

 財産貸付収入                 １２４,９１１,０２０円増 

 生産物売払収入                 ７５,４７９,９４８円増 

 事業費県補助金                 ３４,３７０,９０７円増 

使用料（行政財産使用料）            １１,７５７,４９６円増 

繰越金                    ３４４,５９４,７４４円減 

借換債                    １０５,２２２,０００円減 

 管理費県補助金                 ５９,２９５,５７８円減 

林道債                     ２３,０００,０００円減 

  

 ○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入（土地貸付料）           ９４,８７１,１７２円 

雑入                      １１,０８２,５９３円 

    違約金及び延納利息                ２,３７４,０９１円 
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第１２款 公債費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

4 70,797,327,000 70,759,957,628 0 0 0 37,369,372 99.9

3 73,212,845,000 73,176,196,832 0 0 0 36,648,168 99.9

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 2,415,518,000 △ 2,416,239,204 0 0 0 721,204

率
％

96.7 96.7 － － － 102.0
 

 

 

第１３款 諸支出金 

 予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.1

0 △ 128,940,342

率
％

68.1 68.2 － － － 61.4

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 17,900,374,000 △ 17,771,433,658 0 0

99.5

3 56,155,657,000 55,821,238,156 0 0 0 334,418,844 99.4

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

4 38,255,283,000 38,049,804,498 0 0 0 205,478,502

  

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

諸費                   ３８,０３０,１６７,１９１円 

公共施設整備等事業基金積立金             １４,１３１,１０９円 

財政調整基金積立金                    ２,７４５,３９３円 

土地開発基金積立金                ２,７１７,０８７円 

 

・増減額の主な内容 

財政調整基金積立金              ８,９９９,４７７,０９１円減 

公共施設整備等事業基金積立金        ５,４９９,５１８,３９９円減 

県債管理基金積立金            ３,０００,０００,０００円減 

諸費                             ２７３,３８８,１８４円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

  法人事業税交付金                  ６４,６４６,０００円 

配当割交付金                    ５７,６７３,０００円 

株式等譲渡所得割交付金               ４６,１４０,０００円 

自動車税環境性能割交付金              ２６,１４９,０００円 

 

 

第１４款 予備費 
補正予算額 充　　用　　額 不　用　額

円 円 円

当初予算額
円

500,000,000 0 413,674,000 86,326,000
 

４ 特 別 会 計 

 

恩賜県有財産特別会計ほか９会計の歳入歳出決算の状況は、次の表のとおりである。  

 

（１）恩賜県有財産特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 5.3 △ 0.6
率
％

102.3 97.5 97.0 皆減 204.4

55,372,819対
前
年

度
比
較

金
額

227,684,300 △ 249,155,860 △ 304,370,079 △ 158,600

53,061,066 237,394,965 102.4 99.53 9,763,252,800 10,053,867,431 10,000,647,765 158,600

△ 294,659,414 97.1 98.9

年度

4 9,990,937,100 9,804,711,571 9,696,277,686 0 108,433,885

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入                ２,０１１,９３０,４１２円 

使用料（行政財産使用料）          ２,００１,５９０,１３５円 

事業費県補助金               １,９８７,３３９,７０５円 

繰越金                   １,６４９,９０１,８７２円 

林道債                    ８７５,０００,０００円 

生産物売払収入                ４４２,９８２,８７４円 

雑入                     ３６７,９３５,８４２円 

借換債                    ２４６,０１２,０００円 

  

・増減額の主な内容 

 財産貸付収入                 １２４,９１１,０２０円増 

 生産物売払収入                 ７５,４７９,９４８円増 

 事業費県補助金                 ３４,３７０,９０７円増 

使用料（行政財産使用料）            １１,７５７,４９６円増 

繰越金                    ３４４,５９４,７４４円減 

借換債                    １０５,２２２,０００円減 

 管理費県補助金                 ５９,２９５,５７８円減 

林道債                     ２３,０００,０００円減 

  

 ○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入（土地貸付料）           ９４,８７１,１７２円 

雑入                      １１,０８２,５９３円 

    違約金及び延納利息                ２,３７４,０９１円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.9
100.0 － 127.9 42.0 88.2

率
％

102.3

227,684,300 3,922,189 0 283,821,500 △ 17,317,800 △ 42,741,589対
前
年

度
比
較

金
額

8,350,745,893 0 1,018,952,300 29,867,800 363,686,807 85.53 9,763,252,800

0 1,302,773,800 12,550,000 320,945,218 83.64 9,990,937,100 8,354,668,082

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

林道費                   ３,００２,２０２,２４３円 

交付金                   ２,２６４,４５９,３６０円 

元利償還金                   ９７６,５６８,６８９円 

造林費                    ７７９,７８４,５０８円 

総務費                    ５７９,５１８,８５４円 

一般会計繰出金                ３１０,０００,０００円 

保護管理費                  ２５７,３０９,４９０円 

林道災害復旧費                １０６,３５５,０００円 

 

・増減額の主な内容 

交付金                    ２４３,３７１,７６０円増 

造林費                     ６８,６５９,０３１円増 

林道費                     １９,６１５,３１８円増 

保護管理費                  １３４,９４９,８４１円減 

林道災害復旧費                 ９５,７７７,０９０円減 

元利償還金                   ８９,２３３,０８５円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費             ４３５,７２７,５００円 

林道改良費                  ３６８,４９６,０００円 

県造林費                   ２４０,３６８,０００円 

令和元年県営林道災害復旧費          ２０９,８８６,０００円 

清里の森再整備事業費              ２７,６７１,３００円 

県営森林居住環境整備事業費           ２０,６２５,０００円 

 

 ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費              １２,５５０,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

令和元年県営林道災害復旧費           ９７,７２８,０００円 

令和４年県営林道災害復旧費           ８４,２４５,０００円 

県営林道維持修繕費               ２０,０１１,８５７円 

演習場交付金                  １８,５８３,７８４円 

分収林管理費                  １６,２０１,４６１円 

清里の森再整備事業費              １４,７２８,４００円 

調査処分費                   １０,２８１,９１５円 

 

（２）災害救助基金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0 0.0
率
％

100.0 100.5 100.5 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 41,000 56 56

△ 257,611,733 0.0 100.03 257,622,000 10,267 10,267 0 0

0.0 100.0

年度

4 257,581,000 10,323 10,323 0 0 △ 257,570,677

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

利子及び配当金                     １０,３２３円 

 

・増減額の内容 

利子及び配当金                        ５６円増 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0
100.0 100.5 － － － 100.0

△ 41,056

率
％

金
額

△ 41,000 56 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 257,611,733 0.03 257,622,000 10,267

0 0 257,570,677 0.04 257,581,000 10,323 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

  備蓄費                         １０,３２３円 

 

・増減額の内容 

備蓄費                            ５６円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

救助費                    ２５７,５７０,０００円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.9
100.0 － 127.9 42.0 88.2

率
％

102.3

227,684,300 3,922,189 0 283,821,500 △ 17,317,800 △ 42,741,589対
前
年

度
比
較

金
額

8,350,745,893 0 1,018,952,300 29,867,800 363,686,807 85.53 9,763,252,800

0 1,302,773,800 12,550,000 320,945,218 83.64 9,990,937,100 8,354,668,082

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

林道費                   ３,００２,２０２,２４３円 

交付金                   ２,２６４,４５９,３６０円 

元利償還金                   ９７６,５６８,６８９円 

造林費                    ７７９,７８４,５０８円 

総務費                    ５７９,５１８,８５４円 

一般会計繰出金                ３１０,０００,０００円 

保護管理費                  ２５７,３０９,４９０円 

林道災害復旧費                １０６,３５５,０００円 

 

・増減額の主な内容 

交付金                    ２４３,３７１,７６０円増 

造林費                     ６８,６５９,０３１円増 

林道費                     １９,６１５,３１８円増 

保護管理費                  １３４,９４９,８４１円減 

林道災害復旧費                 ９５,７７７,０９０円減 

元利償還金                   ８９,２３３,０８５円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費             ４３５,７２７,５００円 

林道改良費                  ３６８,４９６,０００円 

県造林費                   ２４０,３６８,０００円 

令和元年県営林道災害復旧費          ２０９,８８６,０００円 

清里の森再整備事業費              ２７,６７１,３００円 

県営森林居住環境整備事業費           ２０,６２５,０００円 

 

 ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費              １２,５５０,０００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

令和元年県営林道災害復旧費           ９７,７２８,０００円 

令和４年県営林道災害復旧費           ８４,２４５,０００円 

県営林道維持修繕費               ２０,０１１,８５７円 

演習場交付金                  １８,５８３,７８４円 

分収林管理費                  １６,２０１,４６１円 

清里の森再整備事業費              １４,７２８,４００円 

調査処分費                   １０,２８１,９１５円 

 

（２）災害救助基金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0 0.0
率
％

100.0 100.5 100.5 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 41,000 56 56

△ 257,611,733 0.0 100.03 257,622,000 10,267 10,267 0 0

0.0 100.0

年度

4 257,581,000 10,323 10,323 0 0 △ 257,570,677

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

利子及び配当金                     １０,３２３円 

 

・増減額の内容 

利子及び配当金                        ５６円増 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0
100.0 100.5 － － － 100.0

△ 41,056

率
％

金
額

△ 41,000 56 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 257,611,733 0.03 257,622,000 10,267

0 0 257,570,677 0.04 257,581,000 10,323 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

  備蓄費                         １０,３２３円 

 

・増減額の内容 

備蓄費                            ５６円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

救助費                    ２５７,５７０,０００円 
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（３）母子父子寡婦福祉資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

16.2 1.6
率
％

88.8 99.6 101.8 皆減 94.4

△ 3,327,123対
前
年

度
比
較

金
額

△ 14,994,000 △ 851,079 2,699,270 △ 223,226

58,907,273 13,855,559 110.3 71.53 134,243,000 207,229,058 148,098,559 223,226

31,548,829 126.5 73.1

年度

4 119,249,000 206,377,979 150,797,829 0 55,580,150

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                     ９３,０６７,６３７円 

母子福祉資金貸付金元利収入           ５３,５６３,３５８円 

寡婦福祉資金貸付金元利収入            １,５５１,４３７円 

繰入金                      １,３１３,０７６円 

父子福祉資金貸付金元利収入            １,２６３,２２６円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                     １２,７３８,９５７円増 

繰入金                      ７,２７１,６５３円減 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉資金貸付金元利収入（元金）       ５１,７３８,７３４円 

寡婦福祉資金貸付金元利収入（元金）        ３,０３５,７７６円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 14.8
56.9 － － － 111.0

率
％

88.8

△ 14,994,000 △ 23,737,110 0 0 0 8,743,110対
前
年

度
比
較

金
額

55,030,922 0 0 0 79,212,078 41.03 134,243,000

0 0 0 87,955,188 26.24 119,249,000 31,293,812

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

母子福祉費                   ２０,９４４,０３７円 

公債費（償還金、利子及び割引料）         ３,３３９,７６４円 

父子福祉費                    ２,６０６,８０７円 

一般会計繰出金                  ２,５０２,３９６円 

寡婦福祉費                    １,９００,８０８円 

 

 

― 54 ―



・増減額の主な内容 

 母子福祉費                   １２,４４６,０５３円減 

公債費（償還金、利子及び割引料）         ５,２３５,３０５円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉資金貸付金               ６０,０３０,３９８円 

寡婦福祉資金貸付金               １４,３０８,０００円 

父子福祉資金貸付金               １３,６０２,０００円 

 

 

（４）中小企業近代化資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

25.5 0.1
率
％

92.4 106.0 106.2 － 99.8

0 △ 155,000対
前
年

度
比
較

金
額

△ 184,923,000 257,492,906 257,647,906

1,742,290,393 171.5 97.93 2,436,707,000 4,270,206,063 4,178,997,393 0 91,208,670

197.0 98.0

年度

4 2,251,784,000 4,527,698,969 4,436,645,299 0 91,053,670 2,184,861,299

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ２,９２０,０２７,９６９円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金     ７６６,０１５,３８４円 

小規模企業者等設備導入資金債         ５００,０００,０００円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金    ２１４,０６３,０００円 

高度化資金貸付金償還金             ３６,４０１,１５２円 

 

・増減額の主な内容 

 小規模企業者等設備導入資金債         ２５０,０００,０００円増 

 繰越金                     １７３,５１６,８９１円増 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金    １０４,４５６,８６７円減 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金     ６１,４４６,０００円減 

 

  ○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

高度化資金貸付金償還金（元金）         ８５,１４２,６７０円 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金 

（小規模企業者等設備導入資金償還金）       ５,９１１,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 55 ―



歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

24.4
92.4 136.1 － － － 45.7

△ 639,747,413

率
％

金
額

△ 184,923,000 454,824,413 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 1,177,737,576 51.73 2,436,707,000 1,258,969,424

0 0 537,990,163 76.14 2,251,784,000 1,713,793,837 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金      １,４３９,１５７,５５３円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金       ２５０,０００,０００円 

高度化資金貸付金                ２１,８９２,４１６円 

 

・増減額の主な内容 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ４５４,８４５,９６５円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ３００,０００,０００円 

高度化資金貸付金（元金）           ２３２,６９４,０００円 

 

  

（５）市町村振興資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

38.5 0.0
率
％

100.3 108.5 108.5 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

4,600,000 532,397,328 532,397,328

4,916,089,121 471.3 100.03 1,323,858,000 6,239,947,121 6,239,947,121 0 0

509.8 100.0

年度

4 1,328,458,000 6,772,344,449 6,772,344,449 0 0 5,443,886,449

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ５,６１６,１１４,８２１円 

貸付金元利収入               １,１５６,２２９,６２８円 

 

・増減額の内容 

繰越金                    ７２０,８３２,５７０円増 

繰入金                    １２８,１００,０００円減 

貸付金元利収入                 ６０,３３５,２４２円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 11.9
100.3 75.0 － 1,517.3 － 106.6

45,474,300

率
％

金
額

4,600,000 △ 155,674,300 0 114,800,000 0対
前
年

度
比
較

0 8,100,000 0 691,925,700 47.13 1,323,858,000 623,832,300

122,900,000 0 737,400,000 35.24 1,328,458,000 468,158,000 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金              ４６７,８００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

市町村振興資金貸付金             １５５,７００,０００円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金             １２２,９００,０００円 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金             ７３７,４００,０００円 

 

 

（６）県税証紙特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

6.8 0.0
率
％

96.2 104.0 104.0 － －

0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 35,318,000 31,803,900 31,803,900 0

0 △ 144,750,600 84.6 100.03 941,582,000 796,831,400 796,831,400 0

△ 77,628,700 91.4 100.0

年度

4 906,264,000 828,635,300 828,635,300 0 0

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

県税証紙収入（自動車税証紙収入）       ７８４,０５７,９００円 

繰越金（自動車税繰越金）            ４４,５７７,４００円 

 

・増減額の内容 

県税証紙収入（自動車税証紙収入）        ４３,７１２,３００円増 

繰越金（自動車税繰越金）            １１,９０８,４００円減 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

7.9
105.8 － － － 58.2

率
％

96.2

△ 35,318,000 43,895,500 0 0 0 △ 79,213,500対
前
年

度
比
較

金
額

752,254,000 0 0 0 189,328,000 79.93 941,582,000

0 0 0 110,114,500 87.84 906,264,000 796,149,500

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車税繰出金                ７９６,１４９,５００円 

 

・増減額の内容 

自動車税繰出金                 ４３,８９５,５００円増 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

自動車税繰出金                １１０,１１４,５００円 

 

 

（７）集中管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0 0.0
率
％

100.4 100.3 100.3 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

399,288,000 317,678,428 317,678,428

△ 3,163,237,548 96.9 100.03 102,659,501,000 99,496,263,452 99,496,263,452 0 0

96.9 100.0

年度

4 103,058,789,000 99,813,941,880 99,813,941,880 0 0 △ 3,244,847,120

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理収入               ９９,６３７,３３８,９４９円 

通信管理収入                  ７２,８４８,４３７円 

使用料（自動車使用料）             ５０,６４７,５９０円 

繰入金（一般会計繰入金）            ３５,１６０,７７８円 

車両燃料管理収入                １７,９４６,１２６円 

 

・増減額の内容 

給与管理収入                  ３２２,１９９,７７３円増 

車両燃料管理収入                 １,８９２,２１９円増 

繰入金（一般会計繰入金）             ５,６８３,９７３円減 

通信管理収入                     ４５５,５６３円減 

使用料（自動車使用料）                ２７４,０２８円減 

― 58 ―



 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0
100.4 100.3 － － － 102.6

81,609,572

率
％

金
額

399,288,000 317,678,428 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 3,163,237,548 96.93 102,659,501,000 99,496,263,452

0 0 3,244,847,120 96.94 103,058,789,000 99,813,941,880 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費                ９９,７０５,０６８,８７８円 

通信管理費                   ７２,８４８,４３７円 

自動車管理費                  １８,０７８,４３９円 

車両燃料管理費                 １７,９４６,１２６円 

  

・増減額の内容 

給与管理費                   ３２３,２３１,１９９円増 

車両燃料管理費                  １,８９２,２１９円増 

自動車管理費                   ６,９８９,４２７円減 

通信管理費                      ４５５,５６３円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

自動車管理費                    ６,４４１,５６１円 

車両燃料管理費                  １,９２８,８７４円 

 

 

（８）林業・木材産業改善資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

39.4 3.2
率
％

100.1 126.3 131.3 － 103.7

0 857,259対
前
年

度
比
較

金
額

77,000 34,048,301 33,191,042

22,127,869 126.3 82.13 84,012,000 129,227,963 106,139,869 0 23,088,094

165.7 85.3

年度

4 84,089,000 163,276,264 139,330,911 0 23,945,353 55,241,911

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                     ９４,５０３,０００円 

林業・木材産業改善資金償還金          ３２,７５４,０００円 

木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入     １１,５００,３４０円 
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・増減額の主な内容 

繰越金                     １７,８７４,０００円増 

林業・木材産業改善資金償還金          １４,８８０,０００円増 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金償還金          １８,４５９,０００円 

違約金                      ５,４８６,３５３円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

23.1
100.1 267.0 － － － 73.3

△ 19,360,042

率
％

金
額

77,000 19,437,042 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 72,375,131 13.93 84,012,000 11,636,869

0 0 53,015,089 37.04 84,089,000 31,073,911 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

（林業・木材産業改善資金貸付金）資金貸付金   １９,０００,０００円 

（木材産業等高度化推進資金貸付金）資金貸付金  １１,５００,３４０円 

 

・増減額の主な内容 

（林業・木材産業改善資金貸付金）資金貸付金   １９,０００,０００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金貸付金          ５２,０００,０００円 

 

 

（９）公債管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0 0.0
率
％

98.3 98.3 98.3 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 2,202,372,000 △ 2,202,852,454 △ 2,202,852,454

△ 17,221,429 100.0 100.03 126,150,061,000 126,132,839,571 126,132,839,571 0 0

100.0 100.0

年度

4 123,947,689,000 123,929,987,117 123,929,987,117 0 0 △ 17,701,883

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

一般会計繰入金              ７０,７５９,６２６,０８６円 

借換債                  ４６,１７３,９９０,６００円 
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基金繰入金（県債管理基金繰入金）      ６,８８０,５４８,４３７円 

利子及び配当金（県債管理基金利子収入）    １１５,８２１,９９４円 

 

・増減額の内容 

借換債                     １８８,５５６,８００円増 

基金繰入金（県債管理基金繰入金）         １２,３０２,３７１円増 

利子及び配当金（県債管理基金利子収入）      １２,２８６,９８９円増 

一般会計繰入金               ２,４１５,９９８,６１４円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0
98.3 98.3 － － － 102.8

480,454

率
％

金
額

△ 2,202,372,000 △ 2,202,852,454 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 17,221,429 100.03 126,150,061,000 126,132,839,571

0 0 17,701,883 100.04 123,947,689,000 123,929,987,117 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

元利償還金               １１６,９７５,１０４,８５２円 

（公債費）県債管理基金積立金        ６,７４７,０００,０００円 

（諸支出金）県債管理基金積立金        １１５,８２１,９９４円 

公債諸費                    ９２,０６０,２７１円 

 

・増減額の主な内容 

（諸支出金）県債管理基金積立金         １２,２８６,９８９円増 

元利償還金                 ２,１９４,８４０,６４１円減 

（公債費）県債管理基金積立金          １３,０００,０００円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

公債諸費                    １７,７００,７２９円 

 

 

（10）国民健康保険特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 2.8 0.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 766,117,000

率
％

99.0 96.3 96.3 － －

△ 3,033,359,311 △ 3,033,359,311 0 0

0 2,681,712,273 103.3 100.03 80,084,801,000 82,766,513,273 82,766,513,273 0

414,469,962 100.5 100.0

年度

4 79,318,684,000 79,733,153,962 79,733,153,962 0 0
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○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等交付金負担金         ４０,６０９,８０４,５５３円 

保険給付費等交付金国庫負担金       １１,５８７,１３２,９９３円 

後期高齢者支援金負担金           ５,４２８,５７７,１９４円 

一般会計繰入金               ５,０８３,１４５,３９３円 

保険給付費等交付金国庫補助金        ４,８９９,７３０,０００円 

繰越金                   ３,６２７,４８３,６１５円 

 

・増減額の主な内容 

一般会計繰入金                 １５５,１８４,２９４円増 

後期高齢者支援金国庫補助金            ４１,４９７,０００円増 

介護納付金負担金                １８,５８２,９３２円増 

共同事業拠出金負担金               ８,８９１,１１９円増 

前期高齢者納付金負担金              ７,８３３,４６３円増 

保険給付費等交付金負担金          ２,０１０,９１０,１９２円減 

繰越金                    ９６７,３６９,３７７円減 

後期高齢者支援金負担金              ９０,１９１,８６９円減 

後期高齢者支援金国庫負担金           ８０,８０２,３４４円減 

保険給付費等交付金国庫負担金          ５６,９５１,６９２円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.4
－ － 130.2

0 285,580,915対
前
年

度
比
較

金
額

△ 766,117,000 △ 1,051,697,915 0 0

率
％

99.0 98.7 －

79,139,029,658 0 0 0 945,771,342 98.83 80,084,801,000

0 0 0 1,231,352,257 98.44 79,318,684,000 78,087,331,743

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等普通交付金          ５９,５３９,７５３,７４６円 

後期高齢者支援金             １０,８１２,９２１,４６４円 

介護納付金                 ４,２５５,５９９,７８９円 

保険給付費等特別交付金           ２,１１０,１３３,０００円 

国庫支出金等償還費             １,１２５,００９,３１８円 

 

・増減額の主な内容 

保険給付費等普通交付金              １２,９１４,２２８円増 

国庫支出金等償還費               ６８６,８３６,９１９円減 

後期高齢者支援金               ２４１,５４５,４５６円減 

保険給付費等特別交付金              ９７,８１２,０００円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等普通交付金             ７１２,５９９,２５４円 

保険給付費等特別交付金             ４３７,０１７,０００円 

特別高額医療費共同事業拠出金           ４５,９７０,６８１円 

 

 

５ 財   産 

 

（１）公有財産 

 

① 土地及び建物 

  

△ 2,588.90

普通財産 66,139,678.96 △ 593,479.86 65,546,199.10 28,869.08 15,115.76 43,984.84

1,758,432.80合　　　計 1,593,140,652.08 △ 20,449.52 1,593,120,202.56 1,761,021.70

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

行政財産 1,527,000,973.12 573,030.34 1,527,574,003.46 1,732,152.62

区　　分

土　　　地 建　　　物

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

㎡

△ 17,704.66 1,714,447.96

 

 

ア 行政財産 

     土地の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して５７万３,０３０.３４㎡増加している｡

これは主として、植樹用地等貸付地の返還に伴う普通財産から行政財産への分類替えによる

山林の増加等によるものである。 

     建物の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して１万７,７０４.６６㎡減少している｡こ

れは主として、旧峡南高等学校の用途廃止等によるものである。 

 

イ 普通財産 

     土地の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して５９万３,４７９.８６㎡減少している｡

これは主として､山林の普通財産から行政財産への分類替えによる減少等によるものである。 

建物の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して１万５,１１５.７６㎡増加している｡こ

れは主として、旧峡南高等学校の用途廃止等によるものである。 

なお､普通財産の未利用地については､令和４年度末で２５件、６万１,０５０.６８㎡（台

帳価格４億４,０２４万７千円）が残されている｡ 
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５ 財   産 

 

（１）公有財産 

 

① 土地及び建物 

  

△ 2,588.90

普通財産 66,139,678.96 △ 593,479.86 65,546,199.10 28,869.08 15,115.76 43,984.84

1,758,432.80合　　　計 1,593,140,652.08 △ 20,449.52 1,593,120,202.56 1,761,021.70

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

行政財産 1,527,000,973.12 573,030.34 1,527,574,003.46 1,732,152.62

区　　分

土　　　地 建　　　物

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

㎡

△ 17,704.66 1,714,447.96

 

 

ア 行政財産 

     土地の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して５７万３,０３０.３４㎡増加している｡

これは主として、植樹用地等貸付地の返還に伴う普通財産から行政財産への分類替えによる

山林の増加等によるものである。 

     建物の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して１万７,７０４.６６㎡減少している｡こ

れは主として、旧峡南高等学校の用途廃止等によるものである。 

 

イ 普通財産 

     土地の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して５９万３,４７９.８６㎡減少している｡

これは主として､山林の普通財産から行政財産への分類替えによる減少等によるものである。 

建物の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して１万５,１１５.７６㎡増加している｡こ

れは主として、旧峡南高等学校の用途廃止等によるものである。 

なお､普通財産の未利用地については､令和４年度末で２５件、６万１,０５０.６８㎡（台

帳価格４億４,０２４万７千円）が残されている｡ 
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② 山林及び立木 

  

分
収

合計 1,582,722,670.00 △ 4,700.00 1,582,717,970.00 26,903,291.00 206,901.00 27,110,192.00

行政
財産

1,620,821.00 35,872.00

25,406,890.00

普通
財産

65,082,433.00 △ 627,041.00 64,455,392.00 46,311.00 298.00 46,609.00

1,656,693.00

所
有

行政
財産

1,517,640,237.00 622,341.00 1,518,262,578.00 25,236,159.00

㎡ ㎡ ㎡ ㎥

170,731.00

㎥ ㎥

区　　分

山　　　林 立木の推定蓄積量

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

 

     山林の令和４年度末現在高は､１５億８,２７１万７,９７０.００㎡で､前年度末と比較して

４,７００.００㎡減少している。これは主として、砂防管理者（山梨県知事）への売却等によ

るものである。 

立木の推定蓄積量の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して２０万６,９０１.００㎥増

加している｡ 

 

 

③ 動  産 

  
機

区　　　　　分 前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

航空機（ヘリコプター） 1 機 0 機 1
 

     航空機の令和４年度末現在高は､１機で、前年度末との増減はなかった｡ 

 

 

④ 物  権 

  
合　　　計 74,141,614.53 0.00 74,141,614.53

地　　上　　権 74,141,385.96 0.00 74,141,385.96

地　　役　　権 228.57 0.00 228.57

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

㎡ ㎡ ㎡

 

 地上権の令和４年度末現在高は､７,４１４万１,３８５.９６㎡で､（公財）山梨県林業公社

から承継した分収林に係るもの及び流域下水道幹線に係るものであり、前年度末との増減はな

かった。 

地役権は２２８.５７㎡で、流域下水道幹線の維持管理に係るものであり、前年度末との増

減はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 無体財産権 

  

そ　　の　　他 53 26 79

合　　　　　計 79 26 105

特　　許　　権 20 0 20

著　　作　　権 6 0 6

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

件 件 件

 

     無体財産権の令和４年度末現在高は､「発酵ゆば食品の製造方法」等の特許権２０件､「山梨

県財務会計システム」等の著作権６件及びその他（意匠権、品種登録、商標登録、実用新案権）

７９件を合わせて１０５件である。 

令和４年度の新規登録は、その他２８件（商標登録 「やまなしグリーン・ゾーン認証マー

ク」、ぶどう「甲斐キング」、「４パーミル・イニシアチブ」など）である。 

 

 

⑥ 有価証券 

  
株　　　　　券 252,892,000 1,000 252,893,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

円 円 円

 

     有価証券の令和４年度末現在高は､額面金額２億５,２８９万３,０００円で、前年度末と比

較して１,０００円増加している。これは、株式併合による端数処理修正によるものである。 
 

 

⑦ 出資による権利 

  
合　　　　　計 17,165,449,255 △ 769 17,165,448,486

円

出　　資　　金 9,360,733,255 △ 769 9,360,732,486

出　　捐　　金 7,804,716,000 0 7,804,716,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

円 円

 

出資金の令和４年度末現在高は、９３億６,０７３万２,４８６円で、前年度末と比較して

７６９円減少している。これは、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構出資金が減少したこ

とによるものである。 
出捐金の令和４年度末現在高は、７８億４７１万６,０００円で、前年度末との増減はなか 

った。 
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② 山林及び立木 

  

分
収

合計 1,582,722,670.00 △ 4,700.00 1,582,717,970.00 26,903,291.00 206,901.00 27,110,192.00

行政
財産

1,620,821.00 35,872.00

25,406,890.00

普通
財産

65,082,433.00 △ 627,041.00 64,455,392.00 46,311.00 298.00 46,609.00

1,656,693.00

所
有

行政
財産

1,517,640,237.00 622,341.00 1,518,262,578.00 25,236,159.00

㎡ ㎡ ㎡ ㎥

170,731.00

㎥ ㎥

区　　分

山　　　林 立木の推定蓄積量

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

前年度末
現在高

令和4年度中
増減高

令和4年度末
現在高

 

     山林の令和４年度末現在高は､１５億８,２７１万７,９７０.００㎡で､前年度末と比較して

４,７００.００㎡減少している。これは主として、砂防管理者（山梨県知事）への売却等によ

るものである。 

立木の推定蓄積量の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して２０万６,９０１.００㎥増

加している｡ 

 

 

③ 動  産 

  
機

区　　　　　分 前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

航空機（ヘリコプター） 1 機 0 機 1
 

     航空機の令和４年度末現在高は､１機で、前年度末との増減はなかった｡ 

 

 

④ 物  権 

  
合　　　計 74,141,614.53 0.00 74,141,614.53

地　　上　　権 74,141,385.96 0.00 74,141,385.96

地　　役　　権 228.57 0.00 228.57

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

㎡ ㎡ ㎡

 

 地上権の令和４年度末現在高は､７,４１４万１,３８５.９６㎡で､（公財）山梨県林業公社

から承継した分収林に係るもの及び流域下水道幹線に係るものであり、前年度末との増減はな

かった。 

地役権は２２８.５７㎡で、流域下水道幹線の維持管理に係るものであり、前年度末との増

減はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 無体財産権 

  

そ　　の　　他 53 26 79

合　　　　　計 79 26 105

特　　許　　権 20 0 20

著　　作　　権 6 0 6

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

件 件 件

 

     無体財産権の令和４年度末現在高は､「発酵ゆば食品の製造方法」等の特許権２０件､「山梨

県財務会計システム」等の著作権６件及びその他（意匠権、品種登録、商標登録、実用新案権）

７９件を合わせて１０５件である。 

令和４年度の新規登録は、その他２８件（商標登録 「やまなしグリーン・ゾーン認証マー

ク」、ぶどう「甲斐キング」、「４パーミル・イニシアチブ」など）である。 

 

 

⑥ 有価証券 

  
株　　　　　券 252,892,000 1,000 252,893,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

円 円 円

 

     有価証券の令和４年度末現在高は､額面金額２億５,２８９万３,０００円で、前年度末と比

較して１,０００円増加している。これは、株式併合による端数処理修正によるものである。 
 

 

⑦ 出資による権利 

  
合　　　　　計 17,165,449,255 △ 769 17,165,448,486

円

出　　資　　金 9,360,733,255 △ 769 9,360,732,486

出　　捐　　金 7,804,716,000 0 7,804,716,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

円 円

 

出資金の令和４年度末現在高は、９３億６,０７３万２,４８６円で、前年度末と比較して

７６９円減少している。これは、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構出資金が減少したこ

とによるものである。 
出捐金の令和４年度末現在高は、７８億４７１万６,０００円で、前年度末との増減はなか 

った。 
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（２）物 品 

 
点(台）合　　　　　計 6,738 点(台） 98 点(台） 6,836

点

車　　　　　　　両 1,426 台 △ 2 台 1,424 台

庁用器具その他 5,312 点 100 点 5,412

区　　　　　　分 前年度末現在高 令和4年度中増減高 令和4年度末現在高

 

     庁用器具その他の令和４年度末現在高は､前年度末と比較して１００点増加している｡これ

は主として、庁用器具、試験及び計測機器等の増加によるものである。 
     車両の令和４年度末現在高は１,４２４台で、前年度末と比較して２台減少している。 
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いる｡小規模企業者等設備導入資金貸付金２億３,６４０万３,０００円、医師修学資金貸付金

７,５１８万円などが増加した一方､市町村振興資金貸付金６億８,５０９万円、笛吹川地区償

還対策資金無利子貸付金１億３,０４５万７,０００円などが減少した｡ 
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り
等
に
起
因
す
る
財
政
不
足
に
つ
い
て
、
資
金

の
貸
付
・
交
付
を
行
う
に
資
す
る
た
め

山
梨

県
歴

史
資

料
等

取
得
基
金

H
1
3
～
、
歴
史
、
民
俗
等
に
関
す
る
資
料
の
取
得
を
円
滑
か
つ
効
率
的
に
行
う
た
め

山
梨

県
森

林
整

備
地
域
活
動
支

援
基

金

H
1
4
～
、
森
林
が
持
つ
多
面
的
機
能
が
十
分
発
揮
さ
れ
る
よ
う
、
適
切
な
森
林
整
備
の
推
進
を

図
り
、
市
町
村
を
通
じ
て
、
森
林
所
有
者
等
が
行
う
森
林
整
備
の
地
域
活
動
を
支
援
す
る
た

め

山
梨

県
後

期
高

齢
者

医
療
財
政

安
定

化
基

金

H
2
0
～
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
安
定
化
に
資
す
る
た
め
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す

る
法
律
第
1
1
6
条
の
規
定
に
基
づ
き
設
置
し
、
給
付
費
の
見
込
み
誤
り
等
に
起
因
す
る
財
政
不

足
を
支
援
す
る
た
め
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基
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H
2
1
～
、
市
町
村
が
行
う
保
育
所
等
の
整
備
促
進
に
係
る
事
業
を
支
援
す
る
た
め

山
梨

県
森

林
環

境
保
全
基
金

H
2
4
～
、
森
林
及
び
環
境
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保
全
に
関
す
る
施
策
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実
施
す
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た
め

山
梨

県
富

士
山

保
全
協
力
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基

金

H
2
6
～
、
富
士
山
の
環
境
保
全
に
関
す
る
施
策
を
実
施
す
る
た
め

山
梨

県
農

地
集

積
・
集
約
化
対

策
基

金

H
2
6
～
、
農
用
地
の
利
用
の
効
率
化
及
び
高
度
化
の
促
進
を
図
る
た
め

山
梨

県
地

域
医

療
介

護
総
合
確

保
基

金

H
2
6
～
、
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的
な
確
保
を
推
進
す
る
た
め

山
梨

県
森

林
環

境
譲
与
税
基
金

R
元
～
、
森
林
環
境
税
及
び
森
林
環
境
譲
与
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
各
施
策
を
実
施

す
る
た
め

や
ま

な
し

教
育

環
境

・
介
護
基

盤
整

備
基

金

R
3
～
、
教
育
環
境
及
び
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
の
整
備
充
実
を
図
る
た
め

山
梨

県
国

民
健

康
保

険
財
政
安

定
化

基
金

H
2
7
～
、
国
民
健
康
保
険
の
財
政
の
安
定
的
な
運
営
を
図
る
た
め

山
梨

県
大

村
智

人
材

育
成
基
金

H
2
8
～
、
青
少
年
を
は
じ
め
県
民
の
科
学
、
芸
術
等
に
対
す
る
理
解
と
関
心
を
一
層
深
め
、
そ

の
豊
か
な
感
性
を
養
い
、
及
び
創
造
性
を
培
う
こ
と
に
よ
り
、
も
っ
て
次
代
を
担
う
人
材
の

育
成
を
図
る
た
め

山
梨

県
も

の
づ

く
り

人
材
就
業

支
援

基
金

H
2
8
～
、
製
造
業
に
お
け
る
高
度
な
知
識
又
は
技
術
を
有
す
る
人
材
の
育
成
及
び
確
保
を
図
る

た
め
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令令和和４４年年度度基基金金運運用用状状況況審審査査意意見見書書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



写 

梨 監 第 ５ ７ ５ 号  

令和５年９月１３日  

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

山梨県監査委員  小 林   厚 

山梨県監査委員  中 込 正 純 

山梨県監査委員  卯 月 政 人 

山梨県監査委員  宮 本 秀 憲 

 

令和４年度山梨県基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付された山梨県土地開発基

金ほか４基金の令和４年度運用状況について審査した結果、次のとおり意見書を提

出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



写 

梨 監 第 ５ ７ ５ 号  

令和５年９月１３日  

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

山梨県監査委員  小 林   厚 

山梨県監査委員  中 込 正 純 

山梨県監査委員  卯 月 政 人 

山梨県監査委員  宮 本 秀 憲 

 

令和４年度山梨県基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付された山梨県土地開発基

金ほか４基金の令和４年度運用状況について審査した結果、次のとおり意見書を提

出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和４年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

令和４年度   山 梨 県 土 地 開 発 基 金 

令和４年度   山 梨 県 自 然 保 護 基 金 

令和４年度   山 梨 県 美 術 資 料 取 得 基 金 

令和４年度   山 梨 県 文 学 資 料 取 得 基 金 

令和４年度   山梨県歴史資料等取得基金 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

令和５年８月１６日から令和５年９月１２日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、 

１ 基金運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 基金の設置の目的が十分果たされるよう適正かつ効率的に運用されているか。 

などの諸点に主眼をおき、関係職員から概況を聴取するとともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果

を踏まえ実施した。 

 

 

第 ４  審査の結果及び意見 

 

各基金の運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致してお

り、正確なものと認められる。 

なお、基金の運用については、歴史資料等取得基金により資料等の取得は行われているものの、他の基金

は活用されていないことから、改めて基金の必要性を確認し、それぞれの基金の設置目的に沿った適正かつ

効率的な運用に努められたい。 

 



 

令和４年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

令和４年度   山 梨 県 土 地 開 発 基 金 

令和４年度   山 梨 県 自 然 保 護 基 金 

令和４年度   山 梨 県 美 術 資 料 取 得 基 金 

令和４年度   山 梨 県 文 学 資 料 取 得 基 金 

令和４年度   山梨県歴史資料等取得基金 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

令和５年８月１６日から令和５年９月１２日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、 

１ 基金運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 基金の設置の目的が十分果たされるよう適正かつ効率的に運用されているか。 

などの諸点に主眼をおき、関係職員から概況を聴取するとともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果

を踏まえ実施した。 

 

 

第 ４  審査の結果及び意見 

 

各基金の運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致してお

り、正確なものと認められる。 

なお、基金の運用については、歴史資料等取得基金により資料等の取得は行われているものの、他の基金

は活用されていないことから、改めて基金の必要性を確認し、それぞれの基金の設置目的に沿った適正かつ

効率的な運用に努められたい。 
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４ 山梨県文学資料取得基金 

 

令和４年度末現在高は、２億５,０７７万９,４０７円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 文学資料取得 文学資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 42,472,541 14,906     42,487,447   

文学資料 208,291,960       208,291,960   

計 250,764,501 14,906     250,779,407   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 

 

５ 山梨県歴史資料等取得基金 

 

 令和４年度末現在高は、１１億１,２０７万６,５００円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 歴史資料等取得 歴史資料等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 338,963,381 93,125 △129,000   338,927,506   

歴史資料等 773,019,994   129,000   773,148,994   

計 1,111,983,375 93,125 0  1,112,076,500   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。歴史資料等取得の増分は、次の６件を現金に

より取得したものである。 

 

         

   源平盛衰記
げんぺいせいすいき

 中澤年章
なかざわねんしょう

 筆 

   日蓮宗繁栄之図
にちれんしゅうはんえいのず

 中澤年章
なかざわねんしょう

 筆 

   甲斐絹絵柄見本
か い き え が ら み ほ ん

 

   山梨県競馬会戦前資料
やまなしけんけいばかいせんぜんしりょう

 

   牛馬開市案内
ぎゅうばかいしあんない

チラシ 

   山梨県養蚕紙張幕商標
やまなしけんようさんしちょうまくしょうひょう

 

 

 

第 ５  運 用 の 状 況 

１ 山梨県土地開発基金 

 

  令和４年度末現在高は、６６億１０４万５６４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区 分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地等取得 土地等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 2,324,266,464 2,717,087     2,326,983,551  

土 地 
4,263,168,013       4,263,168,013   

(426,414.31㎡）       (426,414.31㎡）   

建 物 
10,889,000       10,889,000   

  (320.25㎡）       (320.25㎡） 

計 6,598,323,477 2,717,087   6,601,040,564   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、１３７万２,５２９円の土地貸付料収入と、１３４万４,５５８円の

預金利子である。 

 

２ 山梨県自然保護基金 

 

  令和４年度末現在高は、１億３,９００万１,５２８円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

 令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地取得 土地処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 124,557,810 43,718     124,601,528   

土 地 
14,400,000       14,400,000   

(1,190.00㎡）       (1,190.00㎡）   

計 138,957,810 43,718     139,001,528   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 
 
３ 山梨県美術資料取得基金 

 

  令和４年度末現在高は、１６億７,０５８万２,０１４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 美術資料取得 美術資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 122,518,039 5,844,040    128,362,079   

美術資料 1,542,219,935       1,542,219,935   

計 1,664,737,974 5,844,040          1,670,582,014   

（注） 元金及び預金利子の増分は、５８０万円の一般会計からの繰出金と、４万４,０４０円の預金利子

である。 
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４ 山梨県文学資料取得基金 

 

令和４年度末現在高は、２億５,０７７万９,４０７円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 文学資料取得 文学資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 42,472,541 14,906     42,487,447   

文学資料 208,291,960       208,291,960   

計 250,764,501 14,906     250,779,407   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 

 

５ 山梨県歴史資料等取得基金 

 

 令和４年度末現在高は、１１億１,２０７万６,５００円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 歴史資料等取得 歴史資料等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 338,963,381 93,125 △129,000   338,927,506   

歴史資料等 773,019,994   129,000   773,148,994   

計 1,111,983,375 93,125 0  1,112,076,500   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。歴史資料等取得の増分は、次の６件を現金に

より取得したものである。 

 

         

   源平盛衰記
げんぺいせいすいき

 中澤年章
なかざわねんしょう

 筆 

   日蓮宗繁栄之図
にちれんしゅうはんえいのず

 中澤年章
なかざわねんしょう

 筆 

   甲斐絹絵柄見本
か い き え が ら み ほ ん

 

   山梨県競馬会戦前資料
やまなしけんけいばかいせんぜんしりょう

 

   牛馬開市案内
ぎゅうばかいしあんない

チラシ 

   山梨県養蚕紙張幕商標
やまなしけんようさんしちょうまくしょうひょう

 

 

 

第 ５  運 用 の 状 況 

１ 山梨県土地開発基金 

 

  令和４年度末現在高は、６６億１０４万５６４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区 分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地等取得 土地等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 2,324,266,464 2,717,087     2,326,983,551  

土 地 
4,263,168,013       4,263,168,013   

(426,414.31㎡）       (426,414.31㎡）   

建 物 
10,889,000       10,889,000   

  (320.25㎡）       (320.25㎡） 

計 6,598,323,477 2,717,087   6,601,040,564   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、１３７万２,５２９円の土地貸付料収入と、１３４万４,５５８円の

預金利子である。 

 

２ 山梨県自然保護基金 

 

  令和４年度末現在高は、１億３,９００万１,５２８円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

 令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地取得 土地処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 124,557,810 43,718     124,601,528   

土 地 
14,400,000       14,400,000   

(1,190.00㎡）       (1,190.00㎡）   

計 138,957,810 43,718     139,001,528   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 
 
３ 山梨県美術資料取得基金 

 

  令和４年度末現在高は、１６億７,０５８万２,０１４円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ４ 年 度 中 増 減 高 
令和４年度末現在高 

令和４年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 美術資料取得 美術資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 122,518,039 5,844,040    128,362,079   

美術資料 1,542,219,935       1,542,219,935   

計 1,664,737,974 5,844,040          1,670,582,014   

（注） 元金及び預金利子の増分は、５８０万円の一般会計からの繰出金と、４万４,０４０円の預金利子

である。 
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